
 

 

 

 

 

東総Ｒ０２－００２号 

令和２年７月１６日 

 

原子力規制委員会 殿 

 

 

神奈川県川崎市幸区堀川町７２番地３４ 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 

代表取締役社長 畠澤 守 

 

 

核燃料物質使用変更許可申請書 

 

 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第５５条第１項の規定に基づき、

別紙のとおり、核燃料物質の使用変更の許可を申請します。 

 

  

正本には、所定の金額の収入印紙を貼り、 

消印をしないこと。 

 



別 紙 

 

１．氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

名    称  東芝エネルギーシステムズ株式会社 

住    所  神奈川県川崎市幸区堀川町７２番地３４ 

代表者の氏名  代表取締役社長 畠澤 守 

 

２．使用の場所 

事業所の名称  原子力技術研究所 

事業所の所在地 神奈川県川崎市川崎区浮島町４番１号 

 

使用の許可を受けている施設 

施設区分Ⅰ Ｎ６建屋、Ｎ９建屋、Ｎ１５建屋、Ｄ１０建屋、Ｎ２８－１建屋 

施設区分Ⅱ Ｎ２８－２建屋（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施

行令第４１条に規定する核燃料物質保有施設） 

 

３．変更の内容 

既に許可を受けた東芝エネルギーシステムズ株式会社 原子力技術研究所における核燃料物質の

使用について、次のとおり変更する。 

なお、詳細は別添に示す。 

 

３．１ 施設区分Ⅰ 

（１）実験終了に伴う変更 

①記載設備の一部削除 

②取扱方法の一部変更 

③最大存在量及び延べ取扱量の変更 

（２）申請書記載様式の変更 

（３）記載内容の適正化に係る変更 

 

３．２ 施設区分Ⅱ 

 （１）核燃料物質払出に向けた変更 

①述べ取扱量の変更（事業所及び施設として最大存在量が増加することはない。） 

（２）申請書記載様式の変更 

（３）記載内容の適正化に係る変更 

 

４．変更の理由 

４．１ 施設区分Ⅰ 

（１）実験終了に伴う変更 

①実験終了に伴う記載設備の一部撤去のため 



②実験終了に伴う取扱方法の一部変更のため 

③実験終了に伴う最大存在量及び延べ取扱量の変更のため 

（２）「使用施設等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」の別記４に合わせた申請書記

載様式の変更のため 

（３）記載内容の適正化のため 

 

４．２ 施設区分Ⅱ 

 （１）核燃料物質払出に向けた変更 

① で核燃料物質を小分けする核燃料物質

の受払のために述べ取扱量を変更するため。 

（２）「使用施設等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」の別記４に合わせた申請書記

載様式の変更のため 

（３）記載内容の適正化のため 

 

 

以上 

 



                                                            別添 

 

 

 

核燃料物質使用変更許可申請書 

 

原子力技術研究所 

 

 

新旧対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年７月 

 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 

 



核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

別添 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第52 条第2 項に関する書面 

目   次 
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9．  核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄施設の位置、 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

核燃料物質の使用等に関する規則第2 条第2 項に関する書面 

添付１．変更に係る核燃料物質の使用に必要な技術的能力に関する説明書 

添付2. 変更後における障害対策書 

添付3. 変更後における安全対策書 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

１． 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

名           称 東芝エネルギーシステムズ株式会社 

住           所 

郵便番号 （212-8585） 

神奈川県川崎市幸区堀川町７２番地３４ 

電話番号  

代 表 者 の 氏 名 代表取締役社長 畠澤 守 

工場又は

事業所 

名        称 東芝エネルギーシステムズ株式会社 原子力技術研究所 

所   在   地 

郵便番号 （210-0862） 

神奈川県川崎市川崎区浮島町４番１号 

電話番号 （ ） 

 

事務上の

連絡先 

名        称 東芝エネルギーシステムズ株式会社 原子力技術研究所 

所   在   地 

郵便番号 （210-0862） 

神奈川県川崎市川崎区浮島町４番１号 

電話番号  

連 絡 員 の 氏 名 

所属部課名  

              電話番号  

ＦＡＸ番号  

メールアドレス  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

名           称 東芝エネルギーシステムズ株式会社 

住           所 

郵便番号 （212-8585） 

神奈川県川崎市幸区堀川町７２番地３４ 

電話番号  

代 表 者 の 氏 名 代表取締役社長 畠澤 守 

工場又は

事業所 

名        称 東芝エネルギーシステムズ株式会社 原子力技術研究所 

所   在   地 

郵便番号 （210-0862） 

神奈川県川崎市川崎区浮島町４番１号 

電話番号  

 

事務上の

連絡先 

名        称 東芝エネルギーシステムズ株式会社 原子力技術研究所 

所   在   地 

郵便番号 （210-0862） 

神奈川県川崎市川崎区浮島町４番１号 

電話番号  

連 絡 員 の 氏 名 

所属部課名  

              電話番号  

ＦＡＸ番号  

メールアドレス  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

２．使用の目的及び方法 

目的番号 使用の目的 区分 

①  
核燃料物質の分離・分析技術の開発、放射性廃棄物処理・処分技術

の開発に関する基礎研究  
 

 

目的番号 使用の方法 

① 

 

取扱方法①  

核燃料物質の分析法の改良、分離試薬の開発、放射性廃棄物の健全性評価等のために、核

燃料物質を含む試験溶液をフード内において、沈澱法、溶媒抽出法、イオン交換法等により分離

する。分離後の試料は、天秤による重量測定、放射線(能)測定器（α線ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ,β線測定装

置,γ線ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ等）による測定、走査型電子顕微鏡､高周波ﾌﾟﾗｽﾞﾏ分析装置及び蛍光 X 線分

析装置により定性及び定量を実施する。 

 

取扱方法②  

上記の分離・分析過程において、核燃料物質の挙動を把握するため温度等の雰囲気制御が必

要となる場合は、試料を容器に封入し、密封したものを恒温槽内等で静置し、浸析試験を行う。 

 

取扱核燃料物質及び数量(取扱方法①,②で共通) 

 

種類 一日最大使用数量(g) 

 

 

取扱注意事項 

電気ヒータ等による温度コントロールは温度調整器を使用し、設定温度を保持する。 

 

 

   取扱施設 

N9   化学実験室Ⅱ、 

測定室Ⅱ、 

      化学実験室Ⅲ              

D10  化学実験室Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ 

工学実験室Ⅰ、Ⅱ 

測定室Ⅰ、Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．使用の目的及び方法 

目的番号 使用の目的 区分 

① 
核燃料物質の分離・分析技術の開発、放射性廃棄物処理・処分技術

の開発に関する基礎研究  
 

 

目的番号 使用の方法 

① 

 

取扱方法①  

核燃料物質の分析法の改良、分離試薬の開発、放射性廃棄物の健全性評価等のために、核

燃料物質を含む試験溶液をフード内において、沈澱法、溶媒抽出法、イオン交換法等により分離

する。分離後の試料は、天秤による重量測定、放射線(能)測定器（α線スペクトロメータ,β線測定

装置,γ線スペクトロメータ等）による測定、走査型電子顕微鏡､高周波プラズマ分析装置及び蛍

光X 線分析装置により定性及び定量を実施する。 

 

取扱方法②  

上記の分離・分析過程において、核燃料物質の挙動を把握するため温度等の雰囲気制御が必

要となる場合は、試料を容器に封入し、密封したものを恒温槽内等で静置し、浸析試験を行う。 

 

取扱核燃料物質及び数量(取扱方法①,②で共通) 

 

種類 一日最大使用数量(g) 

 

 

取扱注意事項 

電気ヒータ等による温度コントロールは温度調整器を使用し、設定温度を保持する。 

 

 

   取扱施設 

N9   化学実験室Ⅱ、 

測定室Ⅱ、 

      化学実験室Ⅲ              

D10  化学実験室Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ 

工学実験室Ⅱ 

測定室Ⅰ、Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射能量を併記

（濃度限度値を担

保するために追

記） 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため

削除 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

＜参考＞核燃料物質の種類及び使用の場所 

取扱施設 種類及び一日最大使用数量（ｇ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「使用の方法」に

記載済のため削

除 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

目的番号 使用の目的 区分 

② 
照射済核燃料物質等からの核分裂生成物及び核分裂性物質の分離･分析技術の

開発、放射性廃棄物処理・処分技術の開発に関する基礎研究 
 

 

 目的番号 使用の方法 

 

② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（照射済核燃料物質に係わる取扱方法）  

照射済核燃料物質の核分裂生成物及び核分裂性物質の有効な分離・分析法の検討、照射

済核燃料物質の放射性廃棄物の健全性評価等のために、照射済核燃料物質の使用放射能量

が 3.7×10９ Bq 以下になるように冷却されたものを、放射能量に従ってｾﾙ内又はﾌｰﾄﾞ内にお

いて、沈澱法等を用いて分離・分析を行う。次いで、α、β、γ核種を定量し、回収率等の測定

を行う。 

 

（再処理ウランに係わる取扱方法）  

の単体、又はこれに を混合したものを、フード内において沈澱法

等を用いて分離・分析を行い、α、β、γ核種を定量する。 

 

（汚染物（研究用試料）に係わる取扱方法） 

照射された核燃料物質により汚染された固体状の材料（上部及び下部タイプレート等：最大

約 200ｍｇ）又はそれらを溶解及び浸漬させた液体（最大約 200ｍL）を容器に封入した状態で

下記に示す取扱施設内のフードに持ち込み過熱防止機構付の電気ヒータ等を用いて加熱溶

解（約100℃）、触媒酸化等の分離・分析を行い、定性、定量する。 

 

取扱核燃料物質及び数量 

      (照射済核燃料物質に係わる取扱方法)     （再処理ウランに係わる取扱方法） 

種類 一日最大使用数量(g)  種類 一日最大使用数量(g) 

   

   

 

 

取扱注意事項 

分離･分析において、電気ﾋｰﾀ等（過熱防止機構付）による温度ｺﾝﾄﾛｰﾙは温度調整器を使用

し、設定温度を保持する。 

   

取扱施設 

N9   : 化学実験室Ⅱ 、測定室Ⅱ 

        D10  ： 化学実験室Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、 工学実験室Ⅱ、測定室Ⅰ、Ⅱ 

 

 

 

 

目的番号 使用の目的 区分 

② 
照射済核燃料物質等からの核分裂生成物及び核分裂性物質の分離･分析技術の

開発、放射性廃棄物処理・処分技術の開発に関する基礎研究 
 

 

 目的番号 使用の方法 

 

② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取扱方法①（照射済核燃料物質に係わる取扱方法） 

照射済核燃料物質の核分裂生成物及び核分裂性物質の有効な分離・分析法の検討、照射

済核燃料物質の放射性廃棄物の健全性評価等のために、照射済核燃料物質の使用放射能量

が 3.7×10９ Bq 以下になるように冷却されたものを、放射能量に従ってｾﾙ内又はフード内に

おいて、沈澱法等を用いて分離・分析を行う。次いで、α、β、γ核種を定量し、回収率等の測

定を行う。 

 

取扱方法②（再処理ウランに係わる取扱方法）  

の単体、又はこれに を混合したものを、フード内において沈澱法

等を用いて分離・分析を行い、α、β、γ核種を定量する。 

 

取扱方法③（汚染物（研究用試料）に係わる取扱方法）  

照射された核燃料物質により汚染された固体状の材料（上部及び下部タイプレート等：最大

約 200ｍｇ）又はそれらを溶解及び浸漬させた液体（最大約 200ｍL）を容器に封入した状態で

下記に示す取扱施設内のフードに持ち込み過熱防止機構付の電気ヒータ等を用いて加熱溶

解（約100℃）、触媒酸化等の分離・分析を行い、定性、定量する。 

 

取扱核燃料物質及び数量 

      (照射済核燃料物質に係わる取扱方法)     （再処理ウランに係わる取扱方法） 

種類 一日最大使用数量(g) 
 

種類 
一日最大使用数量

(g) 

 

 

   

   

   

 

取扱注意事項 

分離･分析において、電気ヒータ等（過熱防止機構付）による温度コントロールは温度調整器を

使用し、設定温度を保持する。 

   

取扱施設 

N9   : 化学実験室Ⅱ 、測定室Ⅱ 

        D10  ： 化学実験室Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、 工学実験室Ⅱ、測定室Ⅰ、Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の統一 

 

 

 

 

 

 

記載の統一 

 

 

 

 

記載の統一 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

＜参考＞核燃料物質の種類及び使用の場所 

取扱施設 種類及び一日最大使用数量（ｇ）

 

 

 

 

 

＜参考＞取扱方法③で使用する汚染物の種類及び使用の場所 

取扱施設 種類及び一日最大使用数量（Bq）

取扱
方法

施設 使用室 Sb-125 Cs-134 Cs-137 Co-60 Eu-154 H-3 C-14

N9 化学実験室Ⅱ

③ 測定室Ⅱ

D10 化学実験室Ⅰ 3.0×10
5

1.5×10
4

5.0×10
7

1.0×10
5

1.5×10
4

3.5×10
8

5.0×10
5

化学実験室Ⅱ

化学実験室Ⅲ

工学実験室Ⅱ

測定室Ⅰ

測定室Ⅱ
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞取扱方法③で使用する汚染物の種類及び使用の場所 

取扱施設 種類及び一日最大使用数量（Bq）

取扱
方法

施設 使用室 Sb-125 Cs-134 Cs-137 Co-60 Eu-154 H-3 C-14

N9 化学実験室Ⅱ

③ 測定室Ⅱ

D10 化学実験室Ⅰ 3.0×10
5

1.5×10
4

5.0×10
7

1.0×10
5

1.5×10
4

3.5×10
8

5.0×10
5

化学実験室Ⅱ

化学実験室Ⅲ

工学実験室Ⅱ

測定室Ⅰ

測定室Ⅱ
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「使用の方法」に

記載済のため削

除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

目的番号 使用の目的 区分 

③ 核分裂性物質を利用した核分裂計数管による中性子束分布の測定に関する研究  

 

目的番号 使用の方法 

 

③ 

取扱方法 

核分裂計数管を中性子源（東芝臨界実験装置又は密封された放射性同位元素）にセット

し、その中性子束分布を測定する。核分裂計数管は金属製の密封構造である。 

 

取扱核燃料物質及び数量 

 

種類 一日最大使用数量(g) 

        

取扱注意事項 

    

   試験に用いる核分裂計数管は、密封構造を有し核燃料物質の飛散はない。代表的な核分

裂計数管の例を図-10 に示す。 

    

使用する核分裂計数管は、使用目的⑤の中性子検出器と同じものである。 

 

  取扱施設 

 

   N6  ：装置室、作業室 

    N15 ：照射室Ⅰ、照射室Ⅱ  

 

 

 

＜参考＞核燃料物質の種類及び使用の場所 

取扱施設 種類及び一日最大使用数量（ｇ）

 

 

 

 

目的番号 使用の目的 区分 

③ 核分裂性物質を利用した核分裂計数管による中性子束分布の測定に関する研究  

 

目的番号 使用の方法 

 

③ 

取扱方法 

核分裂計数管を中性子源（東芝臨界実験装置又は密封された放射性同位元素）にセット

し、その中性子束分布を測定する。核分裂計数管は金属製の密封構造である。 

 

取扱核燃料物質及び数量 

 

種類 一日最大使用数量(g) 

        

取扱注意事項 

    

   試験に用いる核分裂計数管は、密封構造を有し核燃料物質の飛散はない。代表的な核分

裂計数管の例を図4 に示す。 

    

使用する核分裂計数管は、使用目的⑤の中性子検出器と同じものである。 

 

  取扱施設 

 

   N6  ：装置室、作業室 

    N15 ：照射室Ⅰ、照射室Ⅱ  

 

 

 

  （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図番号の見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「使用の方法」に

記載済のため削

除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8



核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

目的番号 使用の目的 区分 

④ 核燃料物質の濃縮度、不純物等の同定に関する研究  

 

 目的番号 使用の方法 

 

④ 

 

 取扱方法① 

 をﾌｰﾄﾞ内において、ｱﾙﾐﾆｳﾑ又はｼﾞﾙｶﾛｲ容器（長さ約

50mm、外径約 13mm）に封入し、東芝臨界実験装置を用いてﾊﾟｲﾙｵｼﾚｰﾀ法により核燃料物質の不純

物等を測定する。 

 

 取扱方法② 

 をﾌｰﾄﾞ内において、金属製あるいはﾌﾟﾗｽﾁｯｸ等の容器( 長さ約5～700mm、

外径約12mm )に封入し、東芝臨界実験装置に挿入して照射し、γ線ｽﾍﾟｸﾄﾙ分析を行う。 

 

 取扱方法③ 

 密封された核燃料物質から発生するγ線等の放射線を測定して核燃料物質の不純物等を求める。 

 

 取扱方法④ 

 密封された核燃料物質に、中性子源等の放射線を照射し、透過する放射線や核燃料物質との反応

により発生するγ線等の放射線を測定して核燃料物質の不純物等を求める。 

 

 取扱方法⑤ 

をﾌｰﾄﾞ内において、ｽﾃﾝﾚｽ容器（長さ約 1500mm、外径約 14mm）に

封入する。 

 

 取扱方法⑥ 

取扱方法⑤で作成した密封された核燃料物質に、一部を加熱しながら中性子源等の放射線を照射し

た後、ｳﾗﾝﾍﾟﾚｯﾄから発生するγ線等の放射線を測定し、燃料温度変化に応じた核燃料物質の不純物

等を測定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的番号 使用の目的 区分 

④ 核燃料物質の濃縮度、不純物等の同定に関する研究  

 

 目的番号 使用の方法 

 

④ 

 

 

 

 

 

 

 取扱方法① 

 をフード内において、金属製あるいはプラスチック等の容器に封入し、

γ線スペクトル分析を行う。 

 

 取扱方法② 

 密封された核燃料物質から発生するγ線等の放射線を測定して核燃料物質の不純物等を求める。 

 

 取扱方法③ 

 密封された核燃料物質に、中性子源等の放射線を照射し、透過する放射線や核燃料物質との反応

により発生するγ線等の放射線を測定して核燃料物質の不純物等を求める。 

 

 取扱方法④ 

をフード内において、ステンレス容器に封入する。 

 

 

 取扱方法⑤ 

取扱方法④で作成した密封された核燃料物質に、一部を加熱しながら中性子源等の放射線を照射し

た後、ウランペレットから発生するγ線等の放射線を測定し、燃料温度変化に応じた核燃料物質の不純

物等を測定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①の実験終了に

つき削除 

 

 

 

 

番号順次変更 

容器の汎用化 

原子炉利用を削

除 

 

 

 

 

 

 

 

 

容器の汎用化 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

④ 

  

取扱核燃料物質及び数量 

 

 

 

 

 

 

 

一日最大使用数量 
 

 

 

  取扱注意事項 

① 取扱方法①～⑤では加熱することはない。取扱方法⑥は、ﾋｰﾀｰｺｲﾙを巻いたﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ効果測

定装置で 800℃まで加温する。 また、本装置には、熱電対を用いた温度制御装置(制御用温

度計(1 本)、監視用温度計(2 本))が備わっており、過熱を防止し設定温度を保持する。また、無

人運転は行わない。 

② 照射された核燃料物質を取り扱う際は遮へい等を行い、線量当量を低減させるための被ばく

防止対策を講じる。 

③ N15 においては、密封された核燃料物質のみを使用する。 

 

  取扱施設 

    取扱方法①,②   N6  ： 装置室、作業室                                   

    取扱方法③,④   N15 ： 照射室Ⅰ、照射室Ⅱ 

                    N6  ：  装置室、作業室 

   取扱方法⑤      N6  ： 作業室            

    取扱方法⑥     N15 ： 照射室Ⅰ、照射室Ⅱ 

 

 

 

 

 

④ 

 

取扱核燃料物質及び数量 

一日最大使用数量 

 

 

    

    

    

   

   

取扱注意事項 

① 取扱方法①～④では加熱することはない。取扱方法⑤は、ヒータコイルを巻いたドップラー効果

測定装置で 800℃まで加温する。また、本装置には、熱電対を用いた温度制御装置(制御用温度

計(1 本)、監視用温度計(2 本))が備わっており、過熱を防止し設定温度を保持する。また、無人運

転は行わない。 

② 照射された核燃料物質を取り扱う際は遮へい等を行い、線量当量を低減させるための被ばく防

止対策を講じる。 

③ N15 においては、密封された核燃料物質のみを使用する。  

 

取扱施設 

取扱方法①     N6  ： 装置室、作業室                                   

取扱方法②,③   N15 ： 照射室Ⅰ、照射室Ⅱ 

                       N6  ：  装置室、作業室 

取扱方法④      N6  ： 作業室            

取扱方法⑤     N15 ： 照射室Ⅰ、照射室Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

汎用化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

容器形状の適正

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号順次変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号順次変更 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

＜参考＞核燃料物質の種類及び使用の場所 

取扱施設 種類及び一日最大使用数量（ｇ）

取扱施設 種類及び一日最大使用数量（ｇ）

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「使用の方法」に

記載済のため削

除 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

目的番号 使用の目的 区分 

⑤ ウランを中性子感応物質とする中性子検出器の放射線による影響の研究  

 

目的番号 使用の方法 

 

⑤ 

 

取扱方法 

  酸化ウランを付着させた電極を有する中性子検出器に放射線を照射し、中性子検出器の特性を

測定する。又、中性子検出器を電気ﾋｰﾀ等により最高 1000°Ｃまで加熱し、中性子検出器からでる

出力ﾊﾟﾙｽ及び電流等を測定し温度特性試験を行う。中性子検出器は金属製で密封構造となった核

分裂計数管である。 

 

取扱核燃料物質及び数量 

 

種類 一日最大使用数量(g) 

         

 

取扱注意事項 

    

  電気ヒータ等による温度コントロールは温度調整器を使用し設定温度に保持する。又、加熱雰囲

気は窒素又は不活性ガスであるため爆発の危険はない。 

  使用する中性子検出器は、使用目的③の核分裂計数管と同じものである。 

 

取扱施設 

 

N6   ：装置室、作業室 

N15  ：照射室Ⅰ、照射室Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的番号 使用の目的 区分 

⑤ ウランを中性子感応物質とする中性子検出器の放射線による影響の研究  

 

目的番号 使用の方法 

 

⑤ 

 

取扱方法 

  酸化ウランを付着させた電極を有する中性子検出器に放射線を照射し、中性子検出器の特性を

測定する。又、中性子検出器を電気ヒータ等により最高 1000°Ｃまで加熱し、中性子検出器からで

る出力パルス及び電流等を測定し温度特性試験を行う。中性子検出器は金属製で密封構造となっ

た核分裂計数管である。 

 

取扱核燃料物質及び数量 

 

種類 一日最大使用数量(g) 

         

 

取扱注意事項 

    

  電気ヒータ等による温度コントロールは温度調整器を使用し設定温度に保持する。又、加熱雰囲

気は窒素又は不活性ガスであるため爆発の危険はない。 

  使用する中性子検出器は、使用目的③の核分裂計数管と同じものである。 

 

取扱施設 

 

N6   ：装置室、作業室 

N15  ：照射室Ⅰ、照射室Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

  ＜参考＞核燃料物質の種類及び使用の場所 

取扱施設 種類及び一日最大使用数量（ｇ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「使用の方法」に

記載済のため削

除 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

目的番号 使用の目的 区分 

⑥ 核燃料物質による材料の耐食性評価に関する研究  

 

目的番号 使用の方法 

 

⑥ 

 

 取扱方法① 

  と他の金属及び化合物を真空あるいは、不活性ｶﾞｽ雰囲気の容器内に設置したﾙﾂﾎﾞ中

で電気ﾋｰﾀ等を用いて溶解し、溶融した核燃料物質に試験試料を挿入しｳﾗﾝ腐食性を調べる 

 

   取扱方法② 

試験試料を真空容器より取り出しﾌｰﾄﾞ内で切断、研磨する。 

 

   取扱方法③ 

走査型電子顕微鏡にて試料表面及び断面の金属組織を調べる。 

  

取扱核燃料物質及び数量 

         (取扱方法①) 

種類 一日最大使用数量(g) 

 

  (取扱方法②､③) 

種類 一日最大使用数量(g) 

 

 

    取扱注意事項 

    

電気ヒータ等による温度コントロールは温度調整器を使用し、設定温度を保持する。又加熱雰

囲気は真空あるいは不活性ｶﾞｽ雰囲気であるので、燃焼はもとより爆発の危険はない 

 

取扱施設 

 

D10 ：化学実験室Ⅰ 

N9  ：化学実験室Ⅲ 

   

 

 

 

 

 

 

目的番号 使用の目的 区分 

⑥ 核燃料物質による材料の耐食性評価に関する研究  

 

目的番号 使用の方法 

 

⑥ 

 

 取扱方法① 

  と他の金属及び化合物を真空あるいは、不活性ガス雰囲気の容器内に設置したルツ

ボ中で電気ヒータ等を用いて溶解し、溶融した核燃料物質に試験試料を挿入しウラン腐食性を調べ

る 

 

   取扱方法② 

試験試料を真空容器より取り出しフード内で切断、研磨する。 

 

   取扱方法③ 

走査型電子顕微鏡にて試料表面及び断面の金属組織を調べる。 

  

取扱核燃料物質及び数量 

         (取扱方法①) 

種類 一日最大使用数量(g) 

 

  (取扱方法②､③) 

種類 一日最大使用数量(g) 

 

    取扱注意事項 

    

電気ヒータ等による温度コントロールは温度調整器を使用し、設定温度を保持する。又加熱雰

囲気は真空あるいは不活性ガス雰囲気であるので、燃焼はもとより爆発の危険はない 

 

取扱施設 

 

D10 ：化学実験室Ⅰ 

N9  ：化学実験室Ⅲ 

   

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

＜参考＞核燃料物質の種類及び使用の場所 

取扱施設 種類及び一日最大使用数量（ｇ）

 

取扱施設 種類及び一日最大使用数量（ｇ）

 

     

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「使用の方法」に

記載済のため削

除 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

目的番号 使用の目的 区分 

⑦ 核燃料物質の分離・分析及び回収物の物性測定に関する研究  

 

 目的番号 使用の方法 

 

⑦ 

 

 取扱方法① 

  と他の金属及び化合物を不活性ｶﾞｽ雰囲気、支燃性ｶﾞｽ雰囲気又は不活性ｶﾞｽ・支燃性ｶﾞｽ

雰囲気にて加熱器を用いて混合溶解（ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ内）し、他の金属及び化合物のｳﾗﾝに対する溶解

度等諸特性の測定あるいは分析(ﾌｰﾄﾞ内)を行う 

 

  取扱方法② 

  取扱方法①の試料を金属製あるいはｱｸﾘﾙ製の管に密閉（ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ内）し、局所排気装置に接

続した振動装置（加振機）等を用いて充填する。また、充填密度等の物性測定をｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ内で行

う。 

 

  取扱方法③ 

  取扱方法上記①及び②の試料を走査型電子顕微鏡あるいはＸ線回析装置等を用いて試料の金属

組織を調べる 

  

  取扱方法④ 

  取扱方法②で金属製の管に密閉した試料に中性子源等の放射線を照射し、透過する放射線や核

燃料物質との反応により発生するγ線等の放射線測定をして核燃料物質の充填密度等を調べる。 

 

 

 取扱核燃料物質及び数量 

         (取扱方法①､②) 

 種類 一日最大使用数量(g)  

 

  (取扱方法③) 

 種類 一日最大使用数量(g)  

 

  (取扱方法④) 

 種類 一日最大使用数量(g)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的番号 使用の目的 区分 

⑦ 核燃料物質の分離・分析及び回収物の物性測定に関する研究  

 

 目的番号 使用の方法 

 

⑦ 

 

取扱方法① 

と他の金属及び化合物を真空あるいは、不活性ガス雰囲気にて加熱器を用いて混合

溶解（グローブボックス内）し、他の金属及び化合物のウランに対する溶解度等諸特性の測定ある

いは分析(フードﾞ内)を行う 

 

 

 

 

 

 

取扱方法② 

  取扱方法上記①の試料を走査型電子顕微鏡あるいはＸ線回析装置等を用いて試料の金属組織

を調べる 

  

 

 

 

 

 

   取扱核燃料物質及び数量 

     (取扱方法①)          

種類 一日最大使用数量(g) 

 

  (取扱方法②) 

種類 一日最大使用数量(g) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

実験終了のため

削除 

 

 

 

番号順次変更 

 

 

 

 

実験終了のため

削除 

 

 

 

 

 

 

 

番号順次変更 

 

 

 

実験終了のため

削除 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

目的番号 使用の方法 

 

⑦ 

 

取扱注意事項 

① 電気ﾋｰﾀ等による温度ｺﾝﾄﾛｰﾙは温度調整器を使用し、設定温度を保持する。又加熱雰囲気

は真空あるいは不活性ｶﾞｽ雰囲気であるので、燃焼はもとより爆発の危険はない。又、支燃性

ｶﾞｽ等は廃ｶﾞｽ除去装置にて吸着し、排気設備に排気する。 

② 金属製あるいはｱｸﾘﾙ製の管は、最大の大きさを長さ 800mm、外径12mm とし、端部はｳﾗﾝ等

の漏洩のない気密構造とする。 

③ 照射された核燃料物質を取り扱う際は遮へい等を行い、線量当量を低減させるための被ば

く防止対策を講じる。 

④ N15 においては、密封された核燃料物質のみを使用する。 

 

取扱施設 

 

       取扱方法①②   D10  ：化学実験室Ⅰ、準備室、工学実験室Ⅰ、工学実験室Ⅱ 

       取扱方法③    N9   ：化学実験室Ⅲ、測定室Ⅳ 

       取扱方法④    N15  ：照射室Ⅰ、照射室Ⅱ 

 

 

 

  ＜参考＞核燃料物質の種類及び使用の場所 

 

取扱施設 種類及び一日最大使用数量（ｇ）

 
 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的番号 使用の方法 

 

⑦ 

 

取扱注意事項 

①  電気ヒータ等による温度コントロールは温度調整器を使用し、設定温度を保持する。又加

熱雰囲気は真空あるいは不活性ガス雰囲気であるので、燃焼はもとより爆発の危険はな

い。 

 

 

 

 

 

 

取扱施設 

 

       取扱方法①   D10  ：化学実験室Ⅰ、準備室、工学実験室Ⅱ 

       取扱方法②    N9   ：化学実験室Ⅲ、測定室Ⅳ 

        

 

 

 

  （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため

削除 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため

削除 

 

 

 

 

 

 

「使用の方法」に

記載済のため削

除 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 目的番号 使用の目的 区分 

⑧ 核燃料物質付着材料の除染技術の開発に関する研究  

 

目的番号 使用の方法 

 

⑧ 

 

 取扱方法① 

 を付着させた金属材に対し、湿式除染法を適用し、ﾌｰﾄﾞ内において有機酸を反応液と

する化学除染と電解除染を実施する。化学除染、電解除染における反応槽は共通のものを使用

し、薬液を電気ﾋｰﾀ等により昇温し保温する。化学除染では、金属材料と薬液による反応により、

電解除染では更に金属材料に通電した状態で反応させ、各方法の除染処理を行う。 

 

取扱方法② 

 を付着させた金属材料に対し乾式除染法を適用し、除染装置内において金属製の研

削粒子による吹き付け除染を実施する。除染装置は、ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ内の研削粒子吹き付け部と、こ

れに接続する粒子供給部、研削粉を回収し浄化する排気部により構成され除染処理を行う。 

 

   取扱方法③ 

 の付着又は混入した金属材料、薬液、研削粉に対し、除染前後の性状測定及び各除染

方法の性能評価を行うために、天秤による重量測定、放射線(能)測定器によるα,β,γ線測定、走

査型電子顕微鏡､高周波ﾌﾟﾗｽﾞﾏ分光分析装置､電子ﾌﾟﾛｰﾌﾞﾏｲｸﾛ分析装置､蛍光 X 線分析装置､X

線回折装置による性状測定(観察)を実施する。 

 

取扱核燃料物質及び数量 

種類 一日最大使用数量(g) 

 

 

       

 

    取扱注意事項 

   取扱方法①における電気ヒータ等による温度コントロールは、100℃を上限とし温度調節器を使

用し設定温度を保持する。  

 

取扱施設 

取扱方法①   D10 : 工学実験室Ⅱ 

取扱方法②   D10 : 工学実験室Ⅰ 

取扱方法③   D10 : 工学実験室Ⅰ、Ⅱ､測定室Ⅰ､Ⅱ 

             N9  :  化学実験室Ⅱ､Ⅲ､測定室Ⅱ､Ⅳ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 目的番号 使用の目的 区分 

⑧ 核燃料物質付着材料の除染技術の開発に関する研究  

 

目的番号 使用の方法 

 

⑧ 

 

 取扱方法① 

 を付着させた金属材に対し、湿式除染法を適用し、フード内において有機酸を反応

液とする化学除染と電解除染を実施する。化学除染、電解除染における反応槽は共通のものを使

用し、薬液を電気ヒータ等により昇温し保温する。化学除染では、金属材料と薬液による反応によ

り、電解除染では更に金属材料に通電した状態で反応させ、各方法の除染処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

   取扱方法② 

 の付着又は混入した金属材料、薬液、研削粉に対し、除染前後の性状測定及び各除

染方法の性能評価を行うために、天秤による重量測定、放射線(能)測定器によるα,β,γ線測定、

走査型電子顕微鏡､高周波プラズマ分光分析装置､電子プローブマイクロ分析装置､蛍光 X 線分

析装置､X 線回折装置による性状測定(観察)を実施する。 

 

取扱核燃料物質及び数量 

種類 一日最大使用数量(g) 

 

 

       

 

    取扱注意事項 

   取扱方法①における電気ヒータ等による温度コントロールは、100℃を上限とし温度調節器を使

用し設定温度を保持する。  

 

取扱施設 

取扱方法①   D10 : 工学実験室Ⅱ 

 

取扱方法②   D10 : 工学実験室Ⅱ､測定室Ⅰ､Ⅱ 

             N9  :  化学実験室Ⅱ､Ⅲ､測定室Ⅱ､Ⅳ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため

削除 

 

 

 

番号順次変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため

削除 

番号順次変更 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

   ＜参考＞核燃料物質の種類及び使用の場所 

 

取扱施設 種類及び一日最大使用数量（ｇ）

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「使用の方法」に

記載済のため削

除 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

目的番号 使用の目的 区分 

⑨ 核燃料物質の保管管理  

 

目的番号 使用の方法 

   

⑨ 

 

取扱方法 

 今後使用予定のない核燃料物質を容器に封入して貯蔵(保管)し、保管管理(定期的な点検等)の

みを行う。 

 

取扱核燃料物質及び数量 

  核燃料物質の種類 貯蔵(保管)(g)  

    

 

   取扱注意事項 

       ① 貯蔵(保管)する核燃料物質は保管管理のみで、それ以外の目的で使用することはない。 

② 貯蔵(保管)の状態は、定期的に点検を実施し良好な状態を維持する。 

③ 核燃料物質のうち は、最小臨界量を十分下回るよう一本当たりの収納限度を

とし、それぞれを内容器に封入し、鋼製ﾄﾞﾗﾑ缶(50 ﾘｯﾄﾙ)に収納する。 

    鋼製ﾄﾞﾗﾑ缶は、間隔を30cm以上確保し収納限度と合わせ臨界の恐れのない状態で貯蔵

(保管)する。 

④ ﾄﾞﾗﾑ缶は、地震等により転倒することのない措置を講じる。 

⑤ 貯蔵(保管)場所は、露出した可燃性のものはなく、火災の危険性はない。 

 

取扱施設 

N28-2 : 保管管理室 

 

 

 

 

 

 

 

目的番号 使用の目的 区分 

⑨ 核燃料物質の保管管理  

 

目的番号 使用の方法 

   

⑨ 

 

取扱方法 

今後使用予定のない核燃料物質を容器に封入して貯蔵(保管)し、保管管理(定期的な点検等)の

みを行う。 

 

取核燃料物質及び数量 

  核燃料物質の種類 貯蔵(保管)（ｇ）  

     

 

取扱注意事項    

① 貯蔵(保管)する核燃料物質は保管管理のみで、それ以外の目的で使用することはない。 

② 貯蔵(保管)の状態は、定期的に点検を実施し良好な状態を維持する。 

③ 核燃料物質のうち は、最小臨界量を十分下回るよう一本当たりの収納限度を

とし、それぞれを内容器に封入し、50 L 容器に収納する。 

    50 L 容器は、間隔を 30cm 以上確保し収納限度と合わせ臨界の恐れのない状態で貯蔵

(保管)する。 

④ 50 L 容器は、地震等により転倒することのない措置を講じる。 

⑤ 貯蔵(保管)場所は、露出した可燃性のものはなく、火災の危険性はない。 

 

取扱施設 

N28-2 : 保管管理室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語の統一 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

３． 核燃料物質の種類 

 

 

核燃料物質の種類 

 

 

主な化合物の名称 

 

 

主な化学形 

 

性状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 核燃料物質の種類 

 

 

核燃料物質の種類 

 

 

化合物の名称 

 

 

化学形等 

 

性状（物理的形態） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う記

載変更 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

４．使用の場所 

 

使用の場所及び建屋を図―１、図―２に示す。 

 

施設区分Ⅰ Ｎ６建屋、Ｎ９建屋、Ｎ１５建屋、Ｄ１０建屋、Ｎ２８－１建屋 

 

施設区分Ⅱ Ｎ２８－２建屋（法律施行令第41 条で規定する核燃料物質保有施設）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．使用の場所 

 

施設区分Ⅰ 

使 用 施 設 の 場 所 東芝エネルギーシステムズ株式会社 原子力技術研究所 

 Ｎ６建屋、Ｎ９建屋、Ｎ１５建屋、Ｄ１０建屋、Ｎ７建屋、Ｎ２８－１建屋 

事業所の位置を図１に、事業所内における管理区域及び周辺監視区域を図2に、使用施設、貯蔵

施設及び廃棄施設の位置及び場所を図３－１～３－６－２に示す。 

貯 蔵 施 設 の 場 所 

廃 棄 施 設 の 場 所 

 

施設区分Ⅱ 

使 用 施 設 の 場 所 該当なし 

貯 蔵 施 設 の 場 所 東芝エネルギーシステムズ株式会社 原子力技術研究所 

Ｎ２８－２建屋（法律施行令第41 条で規定する核燃料物質保有施設） 

事業所の位置を図 1 に、事業所内における管理区域及び周辺監視区域を図 2 に、貯蔵施設及び廃

棄施設の位置及び場所を図3-6-1、2 に示す。 
廃 棄 施 設 の 場 所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

様式変更に伴う記

載変更 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設

許可日
～

廃止措置が
完了するまでの期

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係

許可日
～

廃止措置が
了するまでの期

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設

許可日
～

廃止措置が
了するまでの期

核燃料物質の種類 予定使用期間
年間予定使用量（ｇ） 施設区分Ⅰ全体の

年間予定使用量（ｇ）施設名：Ｎ２８－１
最大存在量 延べ取扱量 最大存在量 延べ取扱量

施設名：Ｎ１５
最大存在量 延べ取扱量 最大存在量

核燃料物質の種類 予定使用期間

延べ取扱量

核燃料物質の種類 予定使用期間
年間予定使用量（ｇ）

施設名：Ｎ６

年間予定使用量（ｇ）
施設名：Ｎ９ 施設名：Ｄ１０

最大存在量 延べ取扱量 最大存在量 延べ取扱量

 

 

 

 

 

 

 

 

（施設区分Ⅰ）使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(施設区分Ⅰ全体)

最大存在量 延べ取扱量

(施設別)

最大存在量 延べ取扱量
施設名 核燃料物質の種類

核燃料物質の種類 予定使用期間
年間予定使用量(g)

備考

自：許可日
～

至：廃止措置が
完了するまでの期間

自：許可日
～

至：廃止措置が
完了するまでの

間

予定使用期間 備考

自：許可日
～

至：廃止措置が
完了するまでの

間

年間予定使用量(g)
３月間使用量 １日最大使用量
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了による減

量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載なき場合は非密封核燃料物質
*使用の目的は別だが同一の核燃料物質を使用するため建屋の予定使用量は合算しない。

自：許可日
～

至：廃止措置が
了するまでの期

間

自：許可日
～

至：廃止措置が
了するまでの期

間

自：許可日
～

至：廃止措置が
了するまでの期

間

25



核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設

許可日

～

廃止措置が

完了するまでの期

年間予定使用量（ｇ）

延べ取扱量 最大存在量 延べ取扱量

核燃料物質の種類 予定使用期間
合計（ｇ）

施設名：Ｎ２８－２
最大存在量

 

 

 

注）   ・＜ ＞内は密封された核燃料物質重量。 

 

・Ｎ２８－２の核燃料物質は、「保管管理」を目的としＮ２８－２内も保管管理室に貯蔵（保管）する 

ため、取扱いは行わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施設区分Ⅱ）使用の目的番号⑨に係わる施設 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設区分Ⅰ、Ⅱに

分けて記載 

 

 

核燃料払出に向

けて述べ取扱量

を変更する。事業

所および施設とし

て最大存在量が

増加することはな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施設区分Ⅱ全体）

(施設別)

自：許可日
～

至：廃止措置が
完了するまでの期

間

施設名 核燃料物質の種類 予定使用期間

自：許可日
～

至：廃止措置が
完了するまでの期間

年間予定使用量(g)
３月間使用量 １日最大使用量 備考

核燃料物質の種類 予定使用期間
年間予定使用量(g)

備考
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

６．使用済燃料の処分方法 

 

(施設区分Ⅰ及びⅡ) 

使用済燃料の処分方法 使用済み燃料の発生はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６． 使用済燃料の処分の方法 

 

（施設区分Ⅰ）使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

 

使用済燃料の処分の方法 使用済み燃料の発生はない。 

 

 

 

（施設区分Ⅱ）使用の目的番号⑨に係わる施設 

 

使用済燃料の処分の方法 使用済み燃料の発生はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う記

載変更 

施設区分Ⅰ、Ⅱに

分けて記載 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

７．核燃料物質の使用施設の位置、構造及び設備 

 

７．１ 使用施設の位置 

  (施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

使用施設の位置 

 

 使用施設には、密封されていない核燃料物質を取り扱う使用室を有する建屋として N9、D10、N6

と密封された核燃料物質のみを取り扱う N15 があり、一般住宅までの最短距離は 1500m である。

敷地は、最高水位を基準にして 4m の高さにあり、建家の床は更に 1m の盛土をした後0.45m の

礎石の上にあるので、浸水のおそれはない。また、基礎として、ｼﾙﾄ混り砂層に地下8m までｺﾝｸﾘ

ｰﾄ杭を打ってあり、地崩れのおそれはない。 

 

N9    図-2 、 図-3  参照 

N15   図-2 、 図-4.1、図-4.2  参照 

N6    図-2 、 図-5  参照 

D10   図-2 、 図-7.1、図-7.2、図-7.3  参照 

 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

使用施設の位置 

 

 該当なし 

  

 

７．２ 使用施設の構造 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

使用施設 

の名称

(建屋) 

構造 
耐火性 

の有無 
床面積 設計仕様 

N9 

床 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾘﾉﾘｭｰﾑ張り、 

一部ﾍﾟｲﾝﾄ塗装 

有り 

建屋全体 

=約2389ｍ２ 

 

使用施設 

=約652ｍ２ 

 原子炉設置許可申請書により許可（ 昭和35

年 5 月13 日付、35 原第1245 号）を得ており、

耐火構造、鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造りである。また建築確

認申請書により許可（昭和35 年 9 月 8 日付、

5490 号）を得ており建築基準法に定める水平震

度 0.3 を満足する耐震構造であり、主要設備に

ついては建屋の 1.2 倍の水平震度を満足する

耐震設計。 

腰

壁 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾌﾟﾗｽﾀｰﾍﾟｲﾝﾄ、

一部ﾍﾟｲﾝﾄ仕上げ 

天

井 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｼｰﾄ、 

ﾍﾟｲﾝﾄ仕上、石膏ﾎﾞー ﾄ  ゙

N15 

床 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾘﾉﾘｭｰﾑ張り、 

ﾍﾟｲﾝﾄ塗装 

有り 

建屋全体 

=約868ｍ２ 

 

使用施設 

=約124ｍ２ 

 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 1 階建 一部 2 階建である。

建築確認申請書により許可（昭和35 年 7 月 8

日付、2540 号）を得ており、建築基準法に定め

る水平震度 0.2 を満足する耐震構造であり、主

要設備については建屋の 1.2 倍の水平震度を

満足する耐震設計。 

腰

壁 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、白ｾﾒﾝﾄ吹付け、

ｾﾒﾝﾄﾌﾟﾗｽﾀ、ﾍﾟｲﾝﾄ仕上げ、 

天

井 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、一部ﾓﾙﾀﾙ刷毛

仕上げ、白ｾﾒﾝﾄ吹付け、 

ｱｺｰｽﾃｨｯｸﾃｯｸｽ張り 

 

 

 

 

 

 

７． 核燃料物質の使用施設の位置、構造及び設備 

 

  (施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

Ｎ９建屋 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う記

載変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

壁 柱 床 はり 屋根 階段

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

壁 柱 床 階段

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

突起物及びくぼみの状況

仕上材の目地等の状況

床面積 室の容積

床 腰壁 壁 天井 流し その他 （ｍ2） （ｍ3）

化学実験室Ⅱ 樹脂シート 樹脂塗装 樹脂塗装

繊維強化セ

メント板

または石膏

ボード、表

面を塗装

ステンレス

鋼
なし 70 212

化学実験室Ⅲ 樹脂シート 樹脂塗装 樹脂塗装

繊維強化セ

メント板

または石膏

ボード、表

面を塗装

ステンレス

鋼
なし 13 33

測定室Ⅱ 樹脂シート 樹脂塗装 樹脂塗装

繊維強化セ

メント板

または石膏

ボード、表

面を塗装

なし なし 45 136

測定室Ⅳ 樹脂シート 樹脂塗装 樹脂塗装

繊維強化セ

メント板

または石膏

ボード、表

面を塗装

ステンレス

鋼
なし 14 36

設備の名称

個数

仕様

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

居室

建築物

形態

位置

使用施設の位置は神奈川県川崎市川崎区浮島町の東芝エネルギーシステムズ
原子力技術研究所の事業所内にあり、位置、面積、標高は次のとおりである。

・位置 北緯35.53、東経139.77
・標高 最低水位を基準として４ｍの高さにあり、建物の床はさらに１ｍ

の盛土をした上にある。

・面積 約 2389 ｍ2

敷地は、北側には多摩川を挟んで羽田空港、南側に国道409号線を挟んで石油
プラント、西側に産業廃棄物リサイクル事業者及び化学工場、東側に倉庫事業
者に接している。

事業所の立地図を図1に、事業所内の建屋配置図を図2に、施設の詳細図を図
3-1に示す。

建 築 物   居 室 その他( )

耐火構造、鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造りである。また建築確認申請書により許可（昭和35年 9月 8日
付、5490号）を得ており建築基準法に定める水平震度 0.3を満足する耐震構造であり、主
要設備については建屋の 1.2倍の水平震度を満足する耐震設計。

施設の構造

主
要
構
造
部
等

材料

区分
名称

下記「N9建屋使用施設の設備」を参照

遮

蔽

物

等

遮

蔽

壁

そ

の

他

の

核
燃
料
物
質
を
取
り
扱
う
室

フード、グローブボックス等の個数
及び排気設備との連結状況

構造

管理区域内の閉じ込め及びその境界に対する
遮蔽並びに周辺監視区域の境界に対する遮蔽

フード6台及び装置3台が排気設備と連結されている。

N9建屋

区分
名称

化学実験室Ⅱ

化学実験室Ⅲ

測定室Ⅱ

測定室Ⅳ

天井

表面材料

使用施設の設備

                     区分
室名

表面材料等

必要に応じて鉛等により遮蔽する。使用施設の実効線量（外部被ばく及び内部被ばくの総
量）は1年間につき7.0mSv、5年間につき35mSvであり、年間50mSvや延べ5年で100mSvを超え
ることはない。被ばく評価、条件及び算定時間を超えて作業を行う場合については添付書
類（11-1.の1.1放射線業務従事者に係る安全評価）を参照のこと。

管理区域境界における使用施設の実効線量は3月間につき3.6 E-2mSvであり、3ヶ月間で
1.3mSvを超えることはない。また、周辺監視区域境界における実効線量は1年間につき
9.3E-2mSv以下であり、1年間で1mSvを超えることはない。線量評価の詳細や条件について
は添付書類（11-1.の1.2管理区域に係る評価及び1.3周辺監視区域に係る評価）を参照のこ
と。なお、事業所内に居住区域はない。

内部の壁、床、天井等の表面は平滑で、突起物及びくぼみの少ない構造である。

床は樹脂シートとし、目地の少ない仕上げである。

施設内の常時立ち入る場所に対する閉じ込め
及び遮蔽
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

使用施設 

の名称

(建屋) 

構造 
耐火性 

の有無 
床面積 設計仕様 

N6 

床 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、一部ﾘﾉﾘｭｰﾑ張り、

鉄製ｸﾞﾚｰﾃｨﾝｸﾞﾊﾟﾈﾙ、防水ﾓﾙﾀﾙ

塗装 

有り 

建屋全体 

=約379ｍ２ 

 

使用施設 

=約225ｍ２ 

 原子炉設置許可申請書により許可（昭

和37 年 7月24日付、37 原第3107号）

を得ており、耐火構造、鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り

である。また建築確認申請書により許可

（昭和 38 年 1 月 8 日付、4001 号）を得

ており、建築基準法に定める水平震度 

0.3 を満足する耐震構造であり、主要設

備については建屋の 1.2倍の水平震度

を満足する耐震設計。 

腰壁 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾍﾟｲﾝﾄ仕上げ、 

ﾓﾙﾀﾙ塗り 

天井 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾍﾟｲﾝﾄ仕上げ、 

ﾓﾙﾀﾙ塗り、ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾎﾞー ﾄ  ゙

張り、吸音ﾃｯｸｽ張り 

D10 

床 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾍﾟｲﾝﾄ塗装、ﾘﾉ 

ﾘｭｰﾑ張り 

有り 

建屋全体 

=約1517ｍ２ 

 

使用施設 

=約1014ｍ２ 

 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ一部普通ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 3 階

建耐火性の簡易建築物である。建築確

認申請書により許可（昭和48年11月28

日付、34 号及び平成 6 年 3 月 15 日

付、55507 号）を得ており、建築基準法

に定める水平震度 0.2 を満足する耐震

構造であり、主要設備については建屋

の 1.2 倍の水平震度を満足する耐震設

計。 

腰壁 
鉄骨軽量ｺﾝｸﾘｰﾄ、鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、

ﾍﾟｲﾝﾄ塗装 

天井 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾃｯｸｽ張り、石膏ﾎﾞー

ﾄﾞ、ﾍﾟｲﾝﾄ塗装 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

突起物及びくぼみの状況

仕上材の目地等の状況

汚染検査室
樹脂シー
ト

樹脂塗装 陶器 なし

シャワー室

樹脂シート

及び樹脂塗

装
樹脂塗装 なし なし

室名 設備の名称 個数

オークリッジ型フード 2

カルフォルニア型フード 2

ウォークイン型フード 1

可視、紫外線分光光度計 1

オークリッジ型フード 1

走査型電子顕微鏡 1

（電子プローブマイクロアナライザ）

γ線スペクトロメータ 1

蛍光X線分析装置 1

測定室Ⅳ X線回析装置 1 核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。

排気設備に連結されており面風速0.5m/s以上

核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。

核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。

核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。

仕様

管
理
区
域

境界に設ける壁、柵その他の区画物

汚
染
検
査
を
す
る
た
め
の
設
備

出入口

洗浄設備の排水管と排水設備との連結状況

汚染の除去に必要な器材

汚染検査用の放射線測定器の種類および台数

 区分
室名

場所

洗浄設備

表面材料等

標識を付ける箇所

構造

更衣設備

N9建屋使用施設の設備

流し その他

作業衣掛１式、ロッカー１式、靴脱ぎ台１式、下駄箱１式

ハンドフットクロスモニタ1台、汚染サーベイメータ(β、γ線用)4台
汚染サーベイメータ(α線用)1台

使用施設の出入口

内部の壁、床、天井等の表面は平滑で、突起物及びくぼみの少ない構造である。

床は樹脂シート溶接仕上げ及び樹脂塗装で、目地は少ない。

床 腰壁

手洗い器２台、小型バス１台、シャワー２台

天井

繊維強化セメント板、表

面を塗装

繊維強化セメント板、表

面を塗装

壁

樹脂塗装

樹脂塗装

化学実験室Ⅲ

化学実験室Ⅱ

測定室Ⅱ

中性洗剤及びハンドブラシ、ペーパータオル

ライニング鋼管、ステンレス鋼管、樹脂配管で接続されている。

人が通常出入りする出入口 3箇所
その他の出入口 8箇所（用途 荷物運搬用）

建屋壁面をもって境界とする。

出入口またはその付近 11箇所（図3-1参照）

排気設備に連結されており面風速0.5m/s以上

排気設備に連結されており面風速0.5m/s以上

排気設備に連結されており面風速0.5m/s以上

核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

７．３ 使用施設の設備  

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

建屋名 使用室名 使用設備の名称 個数 仕様 

N9 

(図-3) 

 

化学実験室Ⅱ 

 

 

 

ｵｰｸﾘｯｼﾞ型ﾌｰﾄ  ゙

ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ型ﾌｰﾄ  ゙

ｳｫｰｸｲﾝ型ﾌｰﾄ  ゙

可視、紫外分光光度計 

 

  

 2 

 2 

 1 

 1 

密封されていない核燃料物質の取扱いは気流面速

度 0.5m/s 以上が確保されたﾌｰﾄﾞ内で行い、それぞ

れﾌｰﾄﾞは床に固定され、その排気は排気設備に連

結されている。 

放射線は、有効に遮蔽されるようｺﾝｸﾘｰﾄ 17cm の壁

厚を有する。 

測定室Ⅱ 

 

γ線ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ(Ge) 

蛍光X 線分析装置 

走査型電子顕微鏡 

 1 

 1 

 1 

  核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。 

各使用設備は床に固定されている。 

放射線は、有効に遮蔽されるようｺﾝｸﾘｰﾄ 17cm の

壁厚を有する。(管理区域境界壁は、20cm) 

測定室 Ⅳ X 線回析装置  1 

 核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。 

Ｘ線回析装置は床に固定されている。 

放射線は、有効に遮蔽されるようｺﾝｸﾘｰﾄ 17cm の

壁厚を有する。(管理区域境界壁は、20cm) 

 

化学実験室Ⅲ 

 

 

ｵｰｸﾘｯｼﾞ型ﾌｰﾄ  ゙

走査型電子顕微鏡  

(電子ﾌﾟﾛｰﾌﾞﾏｲｸﾛ分析装置) 

 

  

 1 

 1 

 密封されていない核燃料物質の取扱いは、気流面

速度 0.5m/s 以上が確保されたﾌｰﾄﾞ及び操作型電子

顕微鏡で行う。各使用設備は床に固定され、それぞ

れの排気は排気設備に連結されている。 

 放射線は、有効に遮蔽されるようｺﾝｸﾘｰﾄ 17cm の壁

厚を有する。(管理区域境界壁は、20cm) 

N15 

(図-4.1,2) 

 

照射室Ⅰ､Ⅱ  

 

 

中性子照射装置(Cf-252) 

ﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ効果測定装置 

中性子計数装置(１０B,３He) 

 

1 

1 

1 

 密封された核燃料物質のみの取扱い。 

中性子照射装置(Cf-252)は床に固定されている。ﾄﾞｯ

ﾌﾟﾗｰ効果測定装置及び中性子計数装置(１０B,３He)は、

中性子照射装置(Cf-252)へ装荷または机上で取扱う。 

 放射線は、有効に遮蔽されるようｺﾝｸﾘｰﾄ 50cm の壁

厚を有する。 

N6 

(図-5) 

 

 

 

 

装置室   

 

 

軽水型臨界実験装置 

  （出力200W） 

 

 

1 

 

密封された核燃料物質のみの取扱い。 

放射線は、有効に遮蔽されるようｺﾝｸﾘｰﾄ 120cm の

壁厚を有する。 

 

作業室 

 

 

 

ｵｰｸﾘｯｼﾞ型ﾌｰﾄ  ゙

γ線ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ(NaI) 

γ線ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ(Ge) 

 

1 

2 

1 

密封されていない核燃料物質は作業室の気流面

速度0.5m/s 以上が確保されたﾌｰﾄﾞ内で行い、それ

ぞれﾌｰﾄﾞは床に固定され、その排気は排気設備に

連結されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ１０建屋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

壁 柱 床 はり 屋根 階段

鉄筋コンク

リート

又は軽量コ

ンクリート

鉄骨、鉄
筋コンク
リート

鉄筋コン
クリート

鉄骨、鉄
筋コンク
リート

スチール
鉄筋コン
クリート
及び鋼製

壁 柱 床 階段

鉄筋コンク

リート

又は軽量コ

ンクリート

鉄骨
鉄筋コン
クリート

なし

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

鉄筋コンク

リート

又は軽量コ

ンクリート

鉄骨
鉄筋コン
クリート

なし

突起物及びくぼみの状況

仕上材の目地等の状況

床面積 室の容積

床 腰壁 壁 天井 流し その他 （ｍ2） （ｍ3）

化学実験室Ⅰ 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 石膏ボード
ステンレス

鋼
なし 110 286

化学実験室Ⅱ 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 石膏ボード
ステンレス

鋼
なし 83 249

化学実験室Ⅲ 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 石膏ボード
ステンレス

鋼
なし 29 87

工学実験室Ⅱ 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装
ステンレス

鋼
なし 83 90

測定室Ⅰ 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 なし なし 26 33

測定室Ⅱ 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 なし なし 29 136

準備室 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 石膏ボード なし なし 36 130

設備の名称

個数

仕様

         区分
 名称

D10建屋

         区分
 名称

化学実験室Ⅰ

化学実験室Ⅱ

管理区域内の閉じ込め及びその境界に対する
遮蔽並びに周辺監視区域の境界に対する遮蔽

使用施設の位置は神奈川県川崎市川崎区浮島町の東芝エネルギーシステムズ
原子力技術研究所の事業所内にあり、位置、面積、標高は次のとおりである。

・位置 北緯35.53、東経139.77
・標高 最低水位を基準として4ｍの高さにあり、建物の床はさらに1ｍ

の盛土をした上にある。

・面積 約 1517 ｍ2

敷地は、北側には多摩川を挟んで羽田空港、南側に国道409号線を挟んで石油
プラント、西側に産業廃棄物リサイクル事業者及び化学工場、東側に倉庫事業
者に接している。

事業所の立地図を図1に、事業所内の建屋配置図を図2に、施設の詳細図を図
3-2-1,2,3に示す。

建 築 物   居 室 その他( )

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ一部普通ｺﾝｸﾘｰﾄ造り3階建耐火性の簡易建築物である。建築確認申請書により許
可（昭和48年11月28日付、34号及び平成 6年 3月15日付、55507 号）を得ており、建築基
準法に定める水平震度 0.2を満足する耐震構造であり、主要設備については建屋の 1.2倍
の水平震度を満足する耐震設計。

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

下記「D10建屋使用施設の設備」を参照

天井

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

化学実験室Ⅲ

工学実験室Ⅱ

測定室Ⅰ

測定室Ⅱ

必要に応じて鉛等により遮蔽する。使用施設の実効線量（外部被ばく及び内部被ばくの総
量）は1年間につき17mSv、5年間につき85mSvであり、年間50mSvや延べ5年で100mSvを超え
ることはない。被ばく評価、条件及び算定時間を超えて作業を行う場合については添付書
類（11-1.の1.1放射線業務従事者に係る安全評価）を参照のこと。

管理区域境界における使用施設の実効線量は3月間につき 9.9E-2mSvであり、3月間で
1.3mSv超えることはない。また、周辺監視区域境界における実効線量は1年間につき9.3E-
2mSv以下であり、1年間で1mSvを超えることはない。線量評価の詳細や条件については添付
書類（11-1.の1.2管理区域に係る評価及び1.3周辺監視区域に係る評価）を参照のこと。な
お、事業所内に居住区域はない。

準備室

核
燃
料
物
質
を
取
り
扱
う
室

構造
内部の壁、床、天井等の表面は平滑で、突起物及びくぼみの少ない構造である。

床は樹脂塗装とし、目地の少ない仕上げである。

表面材料等

                     区分
室名

表面材料

使用施設の設備

フード、グローブボックス等の個数
及び排気設備との連結状況

フード10台及び装置10台が排気設備と連結されている。

位置

形態

主
要
構
造
部
等

施設の構造

材料

建築物

居室

遮

蔽

物

等

遮

蔽

壁

そ

の

他

の

施設内の常時立ち入る場所に対する閉じ込め
及び遮蔽
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

建屋名 使用室名 使用設備の名称 個数 仕様 

D10 

(図-7.1,2,3) 

 

 化学実験室Ⅰ  

 

 

 

 

 

ｵｰｸﾘｯｼﾞ型ﾌｰﾄ  ゙

ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ型ﾌｰﾄ  ゙

ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ 

電気炉 

廃ガス除去装置 

真空装置 

   電気炉 

加振機 

1 

1 

5 

6 

1 

1 

1 

1 

 密封されていない核燃料物質は、気流面速度

0.5m/s 以上が確保されたﾌｰﾄﾞ内又はリーク率

が、0.1V%/hr が確保されたｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ内で取

扱う。 

ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽは床に固定され、その排気は排

気設備に直接または廃ガス除去装置を介して連

結されている。ﾌｰﾄﾞ、廃ガス除去装置、真空装置

及び加振機は、排気設備に直接連結されてい

る。ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ及び真空装置は、電気炉を有し

ている。 

 放射線は、有効に遮蔽されるようｺﾝｸﾘｰﾄ 15cm

の壁厚を有する。(管理区域境界壁は、18cm) 

 

化学実験室Ⅱ 

 

ｵｰｸﾘｯｼﾞ型ﾌｰﾄ  ゙

ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ型ﾌｰﾄ  ゙

  3 

  2 

 密封されていない核燃料物質は、気流面速度

0.5m/s 以上が確保されたﾌｰﾄﾞ内で取り扱う｡ 

フードは床に固定され、その排気は排気設備

に連結されている。 

 放射線は、有効に遮蔽されるようｺﾝｸﾘｰﾄ 20cm

の壁厚を有する。 

 

化学実験室Ⅲ 

 

ｵｰｸﾘｯｼﾞ型ﾌｰﾄ  ゙

ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ 

  1 

  1 

 密封されていない核燃料物質は、気流面速度

0.5m/s 以上が確保されたﾌｰﾄﾞ内又はリーク率

が、0.1V%/hr が確保されたｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ内で取

扱う。ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ、ﾌｰﾄﾞは床に固定され、その

排気は排気設備に連結されている。 

 放射線は、有効に遮蔽されるようｺﾝｸﾘｰﾄ 20cm

の壁厚を有する。 

 

工学実験室Ⅰ 

 

除染装置 

γ線ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ(Ge) 

 

  1 

1 

 除染装置等は、床に固定され、排気設備に連

結された、ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ形式の装置であり、核燃

料物質の飛散がない状態で取り扱う。 

 放射線は、有効に遮蔽されるようｺﾝｸﾘｰﾄ 15cm

以上の壁厚を有する。(管理区域境界壁18～

28cm) 

 

工学実験室Ⅱ  

ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ 

電気炉 

廃ガス除去装置 

ｵｰｸﾘｯｼﾞ型ﾌｰﾄ  ゙

高周波ﾌﾟﾗｽﾞﾏ分析装置 

恒温装置 

恒温槽 

  1 

  1 

  1 

  2 

1 

1 

１ 

 密封されていない核燃料物質は、気流面速

度0.5m/s 以上が確保されたﾌｰﾄﾞ内又はリーク

率が、0.1V%/hr が確保されたｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ内又

は高周波プラズマ分析装置で取扱う。ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯ

ｸｽは、排気設備に直接または廃ガス除去装置を

介して連結されている。ﾌｰﾄﾞ、廃ガス除去装置ﾞ

及び高周波ﾌﾟﾗｽﾞﾏ分析装置は、排気設備に直

接連結されている。高周波プラズマ分析装置

は、冷却のための恒温装置を有している。ｸﾞﾛｰ

ﾌﾞﾎﾞｯｸｽは、電気炉を有している。各使用設備は

床に固定されている。 

 放射線は、有効に遮蔽されるようｺﾝｸﾘｰﾄ 20cm

の壁厚を有する。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

突起物およびくぼみの状況

仕上材の目地等の状況

汚染検査室
樹脂シー
ト

樹脂塗装 陶器 なし

シャワー室

樹脂シート

又は樹脂塗

装
樹脂塗装 なし なし

室名 設備の名称 個数

オークリッジ型フード 1

カルフォルニア型フード 1

グローブボックス 5

真空装置 1

オークリッジ型フード 3

カルフォルニア型フード 2

オークリッジ型フード 1

グローブボックス 1

オークリッジ型フード 1

グローブボックス 2

高周波プラズマ分析装置 1

恒温槽 1

測定室Ⅰ γ線スペクトロメータ 3

液体シンチレーションカウンタ 1

α線スペクトロメータ(SSB) 1

α線スペクトロメータ(ZnS) 1

β線測定装置 1

グローブボックス 1

ウォークイン型フード 1

洗浄設備の排水管と排水設備との連結状況 ライニング鋼管、ステンレス鋼管、樹脂配管で接続されている。

洗浄設備 手洗い器1台、シャワー1台

流し その他
汚
染
検
査
を
す
る
た
め
の
設
備

場所 使用施設の出入口

構造
内部の壁、床、天井等の表面は平滑で、突起物及びくぼみの少ない構造である。

床は樹脂塗装又は樹脂シート貼りとし、目地の少ない仕上げである。

表面材料等

 区分
室名

床 腰壁

更衣設備 更衣棚1式、ロッカー1式、靴脱ぎ台1式、下駄箱1式

汚染検査用の放射線測定器の種類および台数
ハンドフットクロスモニタ1台、汚染サーベイメータ(β、γ線用)1台
汚染サーベイメータ(α線用)1台

壁

軽量コンクリートに樹脂

塗装

樹脂塗装

汚染の除去に必要な器材

核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。

排気設備に連結されており面風速0.5m/s以上

排気設備に連結されており面風速0.5m/s以上

測定室Ⅱ

準備室

排気設備に連結されており、リーク率が0.1V%/hの仕様のもの。電気
炉を有している。

排気設備に連結されており面風速0.5m/s以上。Cd回収蒸留装置をフード内で利用する。

工学実験室Ⅱ

化学実験室Ⅲ

化学実験室Ⅱ

核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。冷却のため、恒温装置を有している。

核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。

核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。

核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。

排気設備に連結されており面風速0.5m/s以上

排気設備に連結されており、リーク率が0.1V%/hの仕様のもの。

核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。

排気設備に連結されており面風速0.5m/s以上

排気設備に連結されており、リーク率が0.1V%/hの仕様のもの。

核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。

D10建屋使用施設の設備

仕様

化学実験室Ⅰ

排気設備に連結されており面風速0.5m/s以上

排気設備に連結されており面風速0.5m/s以上

排気設備に連結されており、リーク率が0.1V%/hの仕様のもの。電気炉を有している。

排気設備に連結されており、電気炉を有している。

出入口
人が通常出入りする出入口 1箇所
その他の出入口 8箇所（用途 荷物運搬用）

管
理
区
域

境界に設ける壁、柵その他の区画物 建屋壁面、柵をもって境界とする。

標識を付ける箇所 出入口またはその付近 9箇所（図3-2-1,2,3参照）

中性洗剤及びハンドブラシ、ペーパータオル

天井

繊維板

樹脂塗装
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 
 

建屋名 使用室名 使用設備の名称 個数 仕様 

D10 

(図-7.1,2,3) 

測定室Ⅰ γ線ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ(Ge)   3 

 核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。使用

設備は床に固定されている。 

 放射線は、有効に遮蔽されるようｺﾝｸﾘｰﾄ 20cm の壁

厚を有する。 

 

測定室Ⅱ 

 

液体ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝｶｳﾝﾀ 

α線ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ(SSB) 

α線ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ(ZnS) 

β線測定装置(Pβ) 

  1 

1 

1 

1 

 核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。 

 放射線は、有効に遮蔽されるようｺﾝｸﾘｰﾄ 20cm の壁

厚を有する。 

 

準備室 

 

 

 

ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ 

電気炉 

ｶﾞｽ浄化装置 

ｳｫｰｸｲﾝ型ﾌｰﾄ  ゙

Cd 回収蒸留装置 

  1 

  2 

  1 

  1 

  1 

 密封されていない核燃料物質は、気流面速度

0.5m/s 以上が確保されたﾌｰﾄﾞ内又はリーク率が、

0.1V%/hr が確保されたｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ内で取扱う。ｸﾞﾛｰ

ﾌﾞﾎﾞｯｸｽ、ﾌｰﾄﾞは排気設備に連結されている。 

ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽは、電気炉及びガス浄化装置を有して

いる。 

Cd 回収蒸留装置はフード内で使用する。 

各使用設備は床又は壁に固定されている。 

  放射線は、有効に遮蔽されるようｺﾝｸﾘｰﾄ15cmの壁

厚を有する。(管理区域境界壁は、18cm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ｎ６建屋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

壁 柱 床 はり 屋根 階段

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鋼製

壁 柱 床 階段

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鋼製

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

突起物及びくぼみの状況

仕上材の目地等の状況

床面積 室の容積

床 腰壁 壁 天井 流し その他 （ｍ2） （ｍ3）

装置室
樹脂シー
ト

モルタ
ル、樹脂
塗装

モルタ
ル、樹脂
塗装

樹脂塗装 なし なし 109 1215

作業室
樹脂シー
ト

モルタ
ル、樹脂
塗装

モルタ
ル、樹脂
塗装

繊維強化セ

メント板
なし なし 36 108

設備の名称

個数

仕様

突起物およびくぼみの状況

仕上材の目地等の状況

汚染検査室
樹脂シー
ト

樹脂塗装 陶器 なし

シャワー室

樹脂シート

又は樹脂塗

装
樹脂塗装 なし なし

位置

形態

主
要
構
造
部
等

施設の構造

材料

建築物

居室

核
燃
料
物
質
を
取
り
扱
う
室

構造
内部の壁、床、天井等の表面は平滑で、突起物及びくぼみの少ない構造である。

床は樹脂シート貼りとし、目地の少ない仕上げである。

表面材料等

                     区分
室名

表面材料

使用施設の設備

フード、グローブボックス等の個数
及び排気設備との連結状況

フード1台が排気設備と連結されている。

遮

蔽

物

等

遮

蔽

壁

そ

の

他

の

施設内の常時立ち入る場所に対する閉じ込め
及び遮蔽

必要に応じて鉛等により遮蔽する。使用施設の実効線量（外部被ばく及び内部被ばくの総
量）は1年間につき6.0mSv、5年間につき30mSvであり、年間50mSvや延べ5年で100mSvを超え
ることはない。被ばく評価、条件及び算定時間を超えて作業を行う場合については添付書
類（11-1.の1.1放射線業務従事者に係る安全評価）を参照のこと。

管理区域内の閉じ込め及びその境界に対する
遮蔽並びに周辺監視区域の境界に対する遮蔽

管理区域境界における使用施設の実効線量は3月間につき 3.8E-1mSv未満であり3ヶ月間で
1.3mSv超えることはない。また、周辺監視区域境界における実効線量は1年間につき9.3E-
2mSv以下であり、1年間で1mSvを超えることはない。線量評価の詳細や条件については添付
書類（11-1.の1.2管理区域に係る評価及び1.3周辺監視区域に係る評価）を参照のこと。な
お、事業所内に居住区域はない。

汚
染
検
査
を
す
る
た
め
の
設
備

場所 使用施設の出入口

構造
内部の壁、床、天井等の表面は平滑で、突起物及びくぼみの少ない構造である。

樹脂塗装又は樹脂シート貼りとし、目地の少ない仕上げである。

表面材料等

 区分
室名

床 腰壁 流し天井

繊維板

樹脂塗装

壁

軽量コンクリートに樹脂

塗装

洗浄設備 手洗い器2台、シャワー1台

更衣設備 ロッカー1式、靴脱ぎ台1式、下駄箱1式

汚染検査用の放射線測定器の種類および台数
ハンドフットクロスモニタ1台、汚染サーベイメータ(β、γ線用)1台
汚染サーベイメータ(α線用)1台

使用施設の位置は神奈川県川崎市川崎区浮島町の東芝エネルギーシステムズ
原子力技術研究所の事業所内にあり、位置、面積、標高は次のとおりである。

・位置 北緯35.53、東経139.77
・標高 最低水位を基準として4ｍの高さにあり、建物の床はさらに1ｍ

の盛土をした上にある。

・面積 約 369 ｍ2

敷地は、北側には多摩川を挟んで羽田空港、南側に国道409号線を挟んで石油
プラント、西側に産業廃棄物リサイクル事業者及び化学工場、東側に倉庫事業
者に接している。

事業所の立地図を図1に、事業所内の建屋配置図を図2に、施設の詳細図を図
3-3に示す。

建 築 物   居 室 その他( )

耐火構造、鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造りである。また建築確認申請書により許可（昭和38年 1月 8日
付、4001号）を得ており、建築基準法に定める水平震度 0.3を満足する耐震構造であり、
主要設備については建屋の 1.2倍の水平震度を満足する耐震設計。

汚染の除去に必要な器材 中性洗剤及びハンドブラシ、ペーパータオル

洗浄設備の排水管と排水設備との連結状況 ライニング鋼管、ステンレス鋼管、樹脂配管で接続されている。

         区分
 名称

         区分
 名称

N6建屋

装置室

作業室

樹脂塗装

天井

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

下記「N6建屋使用施設の設備」を参照

その他
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

７．４ 使用施設の安全設備 

 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

 

施設区分Ⅰに係わる使用施設の安全設備として、放射線管理設備を示す。 

 

       (放射線管理設備) 

建屋 管理設備名称(測定対象) 数量 

N9 

γ線ｴﾘｱﾓﾆﾀ   (γ線) 

ﾀﾞｽﾄﾓﾆﾀ      (β線) 

ﾀﾞｽﾄﾓﾆﾀ       (α線) 

ｶﾞｽﾓﾆﾀ        (γ線) 

 一式 

 一式 

 一式 

 一式 

ﾊﾝﾄﾞ･ﾌｯﾄ･ｸﾛｽﾓﾆﾀ (β、γ線)  1 台 

GM 式ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ       (β､γ線) 

ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ式ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ (γ線) 

電離箱式ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ    (γ線) 

中性子ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ      (ｎ線) 

汚染ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ      (β､γ線) 

汚染ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ      (α線) 

3 台以上 

3 台以上 

3 台以上 

 1 台以上 

 4 台以上 

 1 台以上 

γ線ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ(Ge)     (γ線) 

低ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ計数装置    (β線) 

α線計数装置            (α線) 

β計数装置              (β線) 

 一式 

 一式 

 一式 

 一式 

N15 
GM 式ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ      (β､γ線) 

中性子ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ     (ｎ線) 

  2 台以上 

  1 台以上 

N6 

γ線ｴﾘｱﾓﾆﾀ        (γ線) 

中性子ｴﾘｱﾓﾆﾀ      (ｎ線) 

ﾀﾞｽﾄﾓﾆﾀ          (β線) 

ﾀﾞｽﾄﾓﾆﾀ          (α線) 

ｶﾞｽﾓﾆﾀ            (γ線) 

水ﾓﾆﾀ             (γ線) 

 一式 

 一式 

 一式 

 一式 

 一式 

一式 

ﾊﾝﾄﾞ･ﾌｯﾄ･ｸﾛｽﾓﾆﾀ  (β、γ線)  1 台 

GM 式ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ      (β、γ線) 

ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ式ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ(γ線) 

電離箱式ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ   (γ線) 

汚染ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ     (β、γ線) 

汚染ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ      (α線) 

 1 台以上 

 1 台以上 

 1 台以上 

 1 台以上 

 1 台以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

室名 設備の名称 個数

オークリッジ型フード 1

γ線スペクトロメータ 3

人が通常出入りする出入口 1箇所
その他の出入口 2箇所（用途 荷物運搬用）

管
理
区
域

境界に設ける壁、柵その他の区画物 建屋壁面をもって境界とする。

標識を付ける箇所 出入口またはその付近 3箇所（図3-3参照）

作業室

仕様

排気設備に連結されており面風速0.5m/s以上

核燃料物質は、飛散しない状態で使用する。

N6建屋使用施設の設備

出入口
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

  (放射線管理設備) 

建屋 管理設備名称(測定対象) 数量 

D10 

γ線ｴﾘｱﾓﾆﾀ        (γ線) 

ﾀﾞｽﾄﾓﾆﾀ          (β線) 

ﾀﾞｽﾄﾓﾆﾀ           (α線) 

ｶﾞｽﾓﾆﾀ            (γ線) 

一式 

一式 

一式 

一式 

ﾊﾝﾄﾞ･ﾌｯﾄ･ｸﾛｽﾓﾆﾀ   (β、γ線)  1 台 

GM 式ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ       (β、γ線) 

ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ式ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ (γ線) 

汚染ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ       (β、γ線) 

汚染ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ        (α線) 

 3 台以上 

 1 台以上 

 1 台以上 

 1 台以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎ１５建屋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

壁 柱 床 はり 屋根 階段

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

壁 柱 床 階段

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

突起物及びくぼみの状況

仕上材の目地等の状況

床面積 室の容積

床 腰壁 壁 天井 流し その他 （ｍ2） （ｍ3）

照射室Ⅰ
鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし なし 39 160

照射室Ⅱ
鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし なし 27 257

設備の名称

個数

仕様

突起物およびくぼみの状況

仕上材の目地等の状況

位置

形態

主
要
構
造
部
等

施設の構造

材料

建築物

居室

核
燃
料
物
質
を
取
り
扱
う
室

構造
内部の壁、床、天井等の表面は平滑で、突起物及びくぼみの少ない構造である。

床はコンクリート、樹脂塗装又はリノリウム貼りとし、目地の少ない仕上げである。

表面材料等

                     区分
室名

表面材料

使用施設の設備

フード、グローブボックス等の個数
及び排気設備との連結状況

密封された核燃料のみを利用する。

遮

蔽

物

等

遮

蔽

壁

そ

の

他

の

施設内の常時立ち入る場所に対する閉じ込め
及び遮蔽

必要に応じて鉛等により遮蔽する。使用施設の実効線量（外部被ばく及び内部被ばくの総
量）は1年間につき4.5mSv、5年間につき22mSvであり年間50mSvや延べ5年で100mSvを超える
ことはない。被ばく評価、条件及び算定時間を超えて作業を行う場合については添付書類
（11-1.の1.1放射線業務従事者に係る安全評価）を参照のこと。

管理区域内の閉じ込め及びその境界に対する
遮蔽並びに周辺監視区域の境界に対する遮蔽

管理区域境界における使用施設の実効線量は3月間につき 4.6E-8mSvであり、3ヶ月間で
1.3mSv超えることはない。また、周辺監視区域境界における実効線量は1年間につき9.3E-
2mSv以下であり、1年間で1mSvを超えることはない。線量評価の詳細や条件については添付
書類（11-1.の1.2管理区域に係る評価及び1.3周辺監視区域に係る評価）を参照のこと。な
お、事業所内に居住区域はない。

その他

汚
染
検
査
を
す
る
た
め
の
設
備

場所

構造

表面材料等

 区分
室名

床 腰壁 流し

更衣設備

汚染検査用の放射線測定器の種類および台数

使用施設の位置は神奈川県川崎市川崎区浮島町の東芝エネルギーシステムズ
原子力技術研究所の事業所内にあり、位置、面積、標高は次のとおりである。

・位置 北緯35.53、東経139.77
・標高 最低水位を基準として4ｍの高さにあり、建物の床はさらに1ｍ

の盛土をした上にある。

・面積 約 868 ｍ2

敷地は、北側には多摩川を挟んで羽田空港、南側に国道409号線を挟んで石油
プラント、西側に産業廃棄物リサイクル事業者及び化学工場、東側に倉庫事業
者に接している。

事業所の立地図を図1に、事業所内の建屋配置図を図2に、施設の詳細図を図
3-4-1,2に示す。

建 築 物   居 室 その他( )

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 1階建 一部 2階建である。建築確認申請書により許可（昭和35年 7月 8日
付、2540号）を得ており、建築基準法に定める水平震度 0.2を満足する耐震構造であり、
主要設備については建屋の 1.2倍の水平震度を満足する耐震設計。

汚染の除去に必要な器材

洗浄設備の排水管と排水設備との連結状況

洗浄設備

         区分
 名称

N15建屋

         区分
 名称

照射室Ⅰ

照射室Ⅱ

天井

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

下記「N15建屋使用施設の設備」を参照

天井壁
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

 

  該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う記

載変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

室名 設備の名称 個数

照射室Ⅰ、Ⅱ 中性子照射装置 1

管
理
区
域

境界に設ける壁、柵その他の区画物 建屋壁面をもって境界とする。

標識を付ける箇所 出入口またはその付近 4箇所（図3-4-1,2参照）

仕様

密封された核燃料物質を取り扱う。中性子照射装置はドップラー効果
測定装置及び中性子計数装置を有している。

N15建屋使用施設の設備

出入口
人が通常出入りする出入口 1箇所
その他の出入口 3箇所（用途 荷物運搬用）
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

８．  核燃料物質の貯蔵施設の位置、構造及び設備 

 

８． １ 貯蔵施設の位置 

 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

貯蔵施設の位置 

 

 貯蔵施設を有する建屋として N9、D10、N6、N15、N28-1 があり、一般住宅までの最短距

離は 1500m である。敷地は、最高水位を基準にして 4m の高さにあり、建家の床は更に

1m 以上の盛土をした後 0.45m の礎石の上にあるので、浸水のおそれはない。また、基

礎として、シルト混り砂層に地下8m 以上の深さまでｺﾝｸﾘｰﾄ杭を打ってあり、地崩れのお

それはない。 

 

 

 

 

 

建屋名称 貯蔵施設の名称と位置 
 

 

 

N9 

第１RI 室         

第２RI 室          図-3     

ｾﾐﾎｯﾄｾﾙ 

N15 照射室Ⅰ          図-4.1   

N6 燃料室            図-5 

D10 RI 貯蔵室          図-7.1    

N28-1 核燃料保管室      図-8.2 

 

 

 

 (施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

貯蔵施設の位置 

 

 貯蔵施設を有する建屋として N28-2 があり、一般住宅までの最短距離は 1500m であ

る。敷地は、最高水位を基準にして 4m の高さにあり、建家の床は更に 1m 以上の盛土を

した後 0.45m の礎石の上にあるので、浸水のおそれはない。また、基礎として、シルト混

り砂層に地下8m 以上の深さまでｺﾝｸﾘｰﾄ杭を打ってあり、地崩れのおそれはない。 

 

 

 

 

 

建屋名称 貯蔵施設の名称と位置 
 

 

 

N28-2 保管管理室        図-8.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．  核燃料物質の貯蔵施設の位置、構造及び設備 

 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

  N9 建屋 

 
 

 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う記

載変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
室名

壁 柱 床 はり 天井 階段 扉 窓

第１RI室
鉄筋コン
クリート
及び鋼製

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし 鋼製 なし

第２RI室
鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし 鋼製 なし

冷却のための措置

貯
蔵
容
器

出入口

施錠又は立入制限の措置

固体又は液体
ガラス、プラスチック、金属の封入容器
バットまたは外容器
容器表面

人が通常出入する出入口 ２箇所
その他の出入口  0箇所（用途 ）

貯蔵室及び貯蔵箱を施錠
セミホットセル室円筒縦型貯蔵孔は、ホイスト開閉とし、操作盤で操作する。

内容物の物理的性状
構造及び材料
受皿、吸収材等
標識を付ける箇所

種類及び個数

使用施設に同じ

使用施設に同じ
管理区域

境界に設ける壁、
柵その他の区画物

標識をつける箇所

貯蔵能力

第１RI貯蔵室：
横穴型貯蔵孔 1台（引出し5個、鉄筋コンクリート及びステンレス鋼製）

第２RI貯蔵室：
耐火性貯蔵容器 １個（耐火性金庫）
鉄製ロッカー １個（前面鉛 ２cm、鋼製）
ロッカー １個（前面鉛 ２cm、鋼製）

セミホットセル室：
円筒縦型貯蔵孔 １台（孔２個、鉄筋コンクリート及びステンレス鋼）

施設内の常時立ち入る場所
に対する閉じ込め及び遮蔽

必要に応じて鉛容器等により遮蔽する。貯蔵施設の実効線量（外部被ばく）は1年間
につき3.2mSv、5年間につき16mSvであり、年間50mSvや延べ5年で100mSvを超える
ことはない。被ばく評価、条件及び算定時間を超えて作業を行う場合については添付
書類（11-1.の1.1放射線業務従事者に係る安全評価）を参照のこと。

管理区域内の閉じ込め及び
その境界に対する遮蔽並び
に周辺監視区域の境界に
対する遮蔽

耐火構造及び鋼製の特定防火戸

出入口扉2箇所及び貯蔵箱容器表面5箇所（図3-1参照）

遮
蔽
物
等

遮
へ
い
壁
そ
の
他
の

使用施設に同じ

位置

貯蔵室の
材料

貯
蔵
の
た
め
の
施
設
又
は
設
備

貯蔵施設の構造

貯蔵箱の設置位置、個数、
構造及び材料

標識を付ける箇所

使用施設に同じ

36



核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

８．２ 貯蔵施設の構造 

 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

建屋 貯蔵施設の名称 主構造 床面積 設計仕様 

    N9 

第１RI 室 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

（特定防火設備） 
約6.9m２ 

使用施設に同じ 

ｺﾝｸﾘｰﾄの壁厚は 15cm 以上 

第２RI 室 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

（特定防火設備） 
約9.6m２ 

使用施設に同じ 

ｺﾝｸﾘｰﾄの壁厚は 15cm 以上 

ｾﾐﾎｯﾄｾﾙ 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

（特定防火設備） 
約7.0m２ 

使用施設に同じ 

ｺﾝｸﾘｰﾄの壁厚は 80cm 以上 

    N15 照射室Ⅰ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 約39m２ 
使用施設同じ 

ｺﾝｸﾘｰﾄの壁厚は 1m 以上 

N6 燃料室 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

鉄製扉 
約40m２ 

使用施設に同じ 

ｺﾝｸﾘｰﾄの壁厚は 40cm 以上 

D10 RI 貯蔵室 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 約9m２ 
使用施設に同じ 

ｺﾝｸﾘｰﾄの壁厚は 50cm 以上 

N28-1 核燃料保管室 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り窓なし 

鉄製扉 
約21m２ 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 2 階建耐火性

である。建築確認申請書により

許可（平成 7 年 5 月 24 日付、

55038 号）を得ており、建築基準

法に定める水平震度 0.3 を満

足する耐震構造である。主要設

備については建屋の 1.2 倍の

水平震度を満足する耐震設計。 

ｺﾝｸﾘｰﾄの壁厚は 20cm 以上 

 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

建屋 貯蔵施設の名称 主構造 床面積 設計仕様 

N28-2 保管管理室 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り窓なし 

鉄製扉 
約21m２ 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 2 階建耐火性

である。建築確認申請書により

許可 

（平成10年2月25日付、55224

号）を得ており、建築基準法に

定める水平震度 0.3を満足する

耐震構造である。主要設備につ

いては建屋の 1.2 倍の水平震

度を満足する耐震設計。 

 

 

 

 

 

D10 建屋 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
室名

壁 柱 床 はり 天井 階段 扉 窓

RI貯蔵室
鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし 鋼製 なし

貯蔵能力

管理区域
境界に設ける壁、
柵その他の区画物

使用施設に同じ

標識をつける箇所 使用施設に同じ

冷却のための措置

出入口
人が通常出入する出入口 1箇所
その他の出入口 0箇所（用途 ）

施錠又は立入制限の措置 貯蔵室及び貯蔵箱を施錠

貯
蔵
容
器

種類及び個数
内容物の物理的性状 固体又は液体
構造及び材料 ガラス、プラスチック、金属の封入容器
受皿、吸収材等 バットまたは外容器
標識を付ける場所 容器表面

遮
蔽
物
等

遮
へ
い
壁
そ
の
他
の

施設内の常時立ち入る場所
に対する閉じ込め及び遮蔽

必要に応じて鉛容器等により遮蔽する。貯蔵施設の実効線量（外部被ばく）は1年間
につき10mSv、5年間につき50mSvであり、年間50mSvや延べ5年で100mSvを超える
ことはない。被ばく評価、条件及び算定時間を超えて作業を行う場合については添付
書類（11-1.の1.1放射線業務従事者に係る安全評価）を参照のこと。

管理区域内の閉じ込め及び
その境界に対する遮蔽並び
に周辺監視区域の境界に
対する遮蔽

使用施設に同じ

貯
蔵
の
た
め
の
施
設
又
は
設

備

貯蔵施設の構造 耐火構造及び鋼製の特定防火戸

貯蔵室の
材料

貯蔵箱の設置位置、個数、
構造及び材料

RI貯蔵室：
貯蔵容器 １式（鋼製 図5-2参照）

標識を付ける箇所 出入口扉1箇所及び貯蔵箱容器表面1箇所（図3-2-1参照）

位置 使用施設に同じ

37



核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

８．３ 貯蔵施設の設備     

 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

建屋 
貯蔵施設の 

名称 
貯蔵設備の名称 個数 

内容物の 

物理的性状 
仕様 

N9 

第１RI 室 横穴型貯蔵孔 5 個 

固体、液

体 

必要に応じ鉛容器に収納

し、保管する。貯蔵室の出

入口を施錠する 第２RI 室 

耐火性貯蔵容

器 

鉄製ﾛｯｶ  ー

ﾛｯｶ  ー

各1

個 

ｾﾐﾎｯﾄｾﾙ 
円筒縦型貯

蔵孔 
2 個 

円筒縦型貯蔵孔に電動鍵

を設け、更に出入口を施錠

する。 

D10 RI 貯蔵室 貯蔵容器 1 個 
固体、液

体 

必要に応じ鉛容器に収納

し、保管する。貯蔵室の出

入口を施錠する (図-11) 

N15 照射室Ⅰ 
耐火性貯蔵箱 

貯蔵箱 
2 個 固体 

必要に応じ鉛容器に収納

し、耐火性貯蔵箱(金庫)、貯

蔵箱を施錠する。 (図-

12,13) 

N6 燃料室 

鉄製ﾛｯｶ  ー

耐火性貯蔵容

器 

3 個 

1 個 
固体 

必要に応じ鉛容器に収納

し、出入口を施錠する。 

N28-1 
核燃料保管

室 
ﾄﾞﾗﾑ缶収納棚 

2 式

以上 

固体、液

体 

固体は、50Lの鋼製ﾄﾞﾗﾑ缶

に封入し、ﾄﾞﾗﾑ缶収納棚

に収納する。 

液体は、内側25L のﾎﾟﾘｴﾁﾚ

ﾝ製の容器等に入れた後、外

側50L の鋼製ﾄﾞﾗﾑ缶に封入

し、ﾄﾞﾗﾑ缶収納棚に収納す

る。 

出入口は、施錠する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N6 建屋 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
室名

壁 柱 床 はり 天井 階段 扉 窓

貯蔵能力

管理区域
境界に設ける壁、
柵その他の区画物

使用施設に同じ

標識をつける箇所 使用施設に同じ

冷却のための措置

出入口 使用施設に同じ

施錠又は立入制限の措置 貯蔵箱を施錠

貯
蔵
容
器

種類及び個数
内容物の物理的性状 固体
構造及び材料 プラスチック、金属の封入容器
受皿、吸収材等 バットまたは外容器
標識を付ける場所 容器表面

遮
蔽
物
等

遮
へ
い
壁
そ
の
他
の

施設内の常時立ち入る場所
に対する閉じ込め及び遮蔽

必要に応じて鉛容器等により遮蔽する。貯蔵施設の実効線量（外部被ばく）は1年間につき
1.3mSv、5年間につき6.3mSvであり、年間50mSvや延べ5年で100mSvを超えることはない。被ば
く評価、条件及び算定時間を超えて作業を行う場合については添付書類（11-1.の1.1放射線業務従
事者に係る安全評価）を参照のこと。

管理区域内の閉じ込め及び
その境界に対する遮蔽並び
に周辺監視区域の境界に
対する遮蔽

使用施設に同じ

位置 使用施設に同じ
貯
蔵
の
た
め
の
施
設
又
は
設
備

貯蔵施設の構造 耐火構造及び鋼製の特定防火戸

貯蔵室の
材料

貯蔵箱の設置位置、個数、
構造及び材料

燃料室：
耐火性貯蔵箱 1個（鋼製）
鉄製ロッカー 3個（鋼製）

標識を付ける箇所 貯蔵箱容器表面4箇所
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

建屋 
貯蔵施設 

の名称 
貯蔵設備の名称 個数 

内容物の 

物理的性状 
仕様 

N28-2 保管管理室 ﾄﾞﾗﾑ缶収納棚 2 式以上 固体、液体 

固体は、50Lの鋼製ﾄﾞﾗﾑ缶に封入し、ﾄﾞﾗﾑ

缶収納棚に収納する。 

液体は、内側25L のﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ製の容器等に

入 

れた後、外側 50L の鋼製ﾄﾞﾗﾑ缶に封入し、ﾄﾞﾗ

ﾑ缶収納棚に収納する。 

 

出入口は、施錠する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N15 建屋 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
室名

壁 柱 床 はり 天井 階段 扉 窓

貯蔵能力

位置 使用施設に同じ

貯
蔵
の
た
め
の
施
設
又
は
設
備

貯蔵施設の構造 耐火構造及び鋼製の特定防火戸

貯蔵室の
材料

貯蔵箱の設置位置、個数、
構造及び材料

照射室Ⅰ：
耐火性貯蔵箱 1個（鋼製、図5-4-1参照）
貯蔵箱 1個（鋼製、図5-4-2参照）

標識を付ける箇所 貯蔵箱容器表面2箇所

遮
蔽
物
等

遮
へ
い
壁
そ
の
他
の

施設内の常時立ち入る場所
に対する閉じ込め及び遮蔽

必要に応じて鉛容器等により遮蔽する。貯蔵施設の実効線量（外部被ばく）は1年間
につき1.7E-2mSv、5年間につき8.3E-2mSvであり、年間50mSvや延べ5年で100mSv
を超えることはない。被ばく評価、条件及び算定時間を超えて作業を行う場合につい
ては添付書類（11-1.の1.1放射線業務従事者に係る安全評価）を参照のこと。

管理区域内の閉じ込め及び
その境界に対する遮蔽並び
に周辺監視区域の境界に
対する遮蔽

使用施設に同じ

貯
蔵
容
器

種類及び個数
内容物の物理的性状 固体
構造及び材料

施錠又は立入制限の措置 貯蔵室及び貯蔵箱を施錠

管理区域
境界に設ける壁、
柵その他の区画物

使用施設に同じ

標識をつける箇所 使用施設に同じ

プラスチック、金属の封入容器
受皿、吸収材等 バットまたは外容器
標識を付ける場所 容器表面
冷却のための措置

出入口 使用施設に同じ
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

８．４ 貯蔵施設の最大収納量(貯蔵量)       

                             

      (施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

 

種類 

核燃料物質の貯蔵量(g)  

N9* 
D10 

RI 貯蔵室 

N6  

燃料室 

N15 

照射室Ⅰ 

N28-1 

核燃料保管室 

   

     (施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

 

種類 
核燃料物質の貯蔵量(g) 

貯蔵に係わる制限 

 

N28-2 
保管管理室 

 

 

 

 

N28-1 建屋 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
室名

壁 柱 床 はり 天井 階段 扉 窓

核燃料保管室
鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし 鋼製 なし

貯蔵能力

管理区域
境界に設ける壁、
柵その他の区画物

建屋壁面をもって境界とする

標識をつける箇所 出入口またはその付近 2箇所（図3-6-1参照）

冷却のための措置

出入口
人が通常出入する出入口 1箇所
その他の出入口 0箇所（用途 ）

施錠又は立入制限の措置 貯蔵室を施錠

貯
蔵
容
器

種類及び個数 容器256個

内容物の物理的性状

構造及び材料

受皿、吸収材等
標識を付ける場所 容器表面

固体

50L容器

50L容器

液体
ガラス、プラスチック又は金属の封入
容器入り50L容器
50L容器及び吸水材

遮
蔽
物
等

遮
へ
い
壁
そ
の
他
の

施設内の常時立ち入る場所
に対する閉じ込め及び遮蔽

貯蔵施設及び廃棄施設の実効線量（外部被ばく）は1年間につき14mSv、5年間につき
70mSvであり、年間50mSvや延べ5年で100mSvを超えることはない。被ばく評価、条
件及び算定時間を超えて作業を行う場合については添付書類（11-1.の1.1放射線業務
従事者に係る安全評価）を参照のこと。

管理区域内の閉じ込め及び
その境界に対する遮蔽並び
に周辺監視区域の境界に
対する遮蔽

管理区域境界における貯蔵施設の実効線量は3月間につき 1.5E-2mSvであり、3ヶ月
間で1.3mSvを超えることはない。また、周辺監視区域境界における実効線量は1年間
につき9.3E-2mSv以下であり、1年間で1mSvを超えることはない。線量評価の詳細や
条件については添付書類（11-1.の1.2管理区域に係る評価及び1.3周辺監視区域に係る
評価）を参照のこと。なお、事業所内に居住区域はない。

貯
蔵
の
た
め
の
施
設
又
は
設
備

貯蔵施設の構造 耐火構造及び鋼製の特定防火戸 容器収納棚 2式（鋼製）

貯蔵室の
材料

貯蔵箱の設置位置、個数、
構造及び材料

標識を付ける箇所 出入口扉1箇所（図3-6-2参照）

位置

貯蔵施設の位置は神奈川県川崎市川崎区浮島町の東芝エネルギーシステムズ 原子力
技術研究所の事業所内にあり、位置、面積、標高は次のとおりである。

位置 北緯35.53、東経139.77
標高 最低水位を基準として4ｍの高さにあり、建物の床はさらに1ｍ
の盛土をした上にある。
面積 約 2389 ｍ２

敷地は、北側には多摩川を挟んで羽田空港、南側に国道409号線を挟んで石油プラ
ント、西側に産業廃棄物リサイクル事業者及び化学工場、東側に倉庫事業者に接して
いる。

事業所の立地図を図1に、事業所内の建屋配置図を図2に、施設の詳細図を図3-6-
1,2に示す。
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

８．５ 貯蔵施設の安全設備 

 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

 

(放射線管理設備) 

建屋 管理設備名称(測定対象) 数量 

N9 

使用施設に同じ 
N15 

N6 

D10 

N28-1 

ﾊﾝﾄﾞ･ﾌｯﾄ･ｸﾛｽﾓﾆﾀ  (β､γ線) 1 台 

GM 式ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ      (β､γ線) 

汚染ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ      (β､γ線) 

1 台以上 

1 台以上 

 

 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

 

(放射線管理設備) 

建屋 管理設備名称(測定対象) 数量 

N28-2 
GM 式ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ      (β､γ線) 

汚染ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ      (β､γ線) 

1 台以上 

1 台以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

N28-2 建屋 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う記

載変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
室名

壁 柱 床 はり 天井 階段 扉 窓

保管管理室
鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし 鋼製 なし

貯蔵能力

管理区域
境界に設ける壁、
柵その他の区画物

建屋壁面をもって境界とする

標識をつける箇所 出入口又はその付近 2箇所（図3-6-1参照）

冷却のための措置

出入口
人が通常出入する出入口 １箇所
その他の出入口 ０箇所（用途 ）

施錠又は立入制限の措置 貯蔵室を施錠

貯
蔵
容
器

種類及び個数 容器216個

内容物の物理的性状

構造及び材料

受皿、吸収材等
標識を付ける場所 容器表面

遮
蔽
物
等

遮
へ
い
壁
そ
の
他
の

施設内の常時立ち入る場所
に対する閉じ込め及び遮蔽

貯蔵施設及び廃棄施設の実効線量（外部被ばく）は1年間につき13mSv、5年間につき
63mSvであり、年間50mSvや延べ5年で100mSvを超えることはない。被ばく評価、条
件及び算定時間を超えて作業を行う場合については添付書類（11-1.の1.1放射線業務
従事者に係る安全評価）を参照のこと。

管理区域内の閉じ込め及び
その境界に対する遮蔽並び
に周辺監視区域の境界に
対する遮蔽

管理区域境界における貯蔵施設の実効線量は3月間につき 6.3E-2mSvであり、3ヶ月
間で1.3mSvを超えることはない。また、周辺監視区域境界における実効線量は1年間
につき9.3E-2mSv以下であり、1年間で1mSvを超えることはない。線量評価の詳細や
条件については添付書類（11-1.の1.2管理区域に係る評価及び1.3周辺監視区域に係る
評価）を参照のこと。なお、事業所内に居住区域はない。

固体 液体

50L容器
ガラス、プラスチック又は金属の封入
容器入り50L容器

50L容器 50L容器及び吸水材

位置

貯蔵施設の位置は神奈川県川崎市川崎区浮島町の東芝エネルギーシステムズ 原子力
技術研究所の事業所内にあり、位置、面積、標高は次のとおりである。

位置 北緯35.53、東経139.77
標高 最低水位を基準として4ｍの高さにあり、建物の床はさらに1ｍ
の盛土をした上にある。
面積 約 2389 ｍ２

敷地は、北側には多摩川を挟んで羽田空港、南側に国道409号線を挟んで石油プラ
ント、西側に産業廃棄物リサイクル事業者及び化学工場、東側に倉庫事業者に接して
いる。

事業所の立地図を図1に、事業所内の建屋配置図を図2に、施設の詳細図を図3-6-
1,2に示す。

貯
蔵
の
た
め
の
施
設
又
は
設
備

貯蔵施設の構造 耐火構造及び鋼製の特定防火戸 容器収納棚 2式（鋼製）

貯蔵室の
材料

貯蔵箱の設置位置、個数、
構造及び材料

標識を付ける箇所 出入口扉1箇所（図3-6-1参照）
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

９．核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄施設の位置、構造及び設備 

 

   廃棄施設として気体廃棄施設、固体廃棄施設、液体廃棄施設があり、うち液体廃棄物のみを処理する施設が N7 であり、 

核燃料物質に汚染されたものを保管する保管廃棄施設が N28-1 である。 

 

９．１ 気体廃棄施設 

 

９．１．１ 気体廃棄施設の位置 

 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

気体廃棄施設の位置 

 

 

 

建屋名 気体廃棄施設の位置 

 

N9 図-3 

N6 図-5 

N7 図-6.2 

D10 図-7.3 

N28-1 図-8.2 

 

 

 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

気体廃棄施設の位置 

 

 

 
建屋名 気体廃棄施設の位置 

 

N28-2 図-8.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９． 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄施設の位置、構造及び設備 

 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

  Ｎ９建屋 

 
 

 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う記

載変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
名称

床 はり 屋根 階段

廃棄物保管室
（廃棄物一時保
管室）

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

スレート なし

排気機械室
鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

第2中継槽
（中継槽）

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄骨、鉄
板

鉄骨構造

種類および台数

位置

性能

種類および台数

位置

性能

標識を付ける箇
所

構造

材料及び塗装

標識を付ける箇
所

排気口の高さ

隣接する建物と
の関係

標識を付ける箇
所

実験室系統  1台 セル系統 1台

210 ｍ3/min 90 ｍ3/min

プレフィルタ 6枚
ヘパフィルタ 6枚

 プレフィルタ 3枚
 ヘパフィルタ 3枚

0.3ﾐｸﾛﾝの粒子に対し99% 以上の除去性
能

0.3ﾐｸﾛﾝの粒子に対し99% 以上の除去性
能

排気浄化装置表面に1箇所 排気浄化装置表面に1箇所

位置 使用施設に同じ

廃棄の方
法

気体状のもの
排気浄化装置により浄化した後、排気口より排気する。排気口での放射能濃度
は、排気筒モニタ（ダストモニタ）で監視し、周辺監視区域境界の空気中濃度
が濃度限度以下であること確認している。（図4-1参照）

液体状のもの

液体状の放射性物質は排水浄化槽で測定を実施し、必要に応じて希釈処理や廃
液除去装置による浄化を行い、濃度限度を下回ることを確認し、排水する。濃
度限度を下回らない液体状の放射性物質は全量回収し、主にN28-1で保管するが
N9廃棄物一時保管室においても保管ができる。（図7参照）

固体状のもの
専用容器に収納し、保管廃棄施設に保管する。固体状の放射性廃棄物を保管す
る場合は主にN28-1で行うが、N9廃棄物一時保管室においても保管ができる。

主

要

構

造

部

等

施設の構造 使用施設に同じ

材料

遮

蔽

物

等

遮

蔽

壁

そ

の

他

の

施設内の常時立ち
入る場所に対する
閉じ込め及び遮蔽

必要に応じて鉛容器等による遮蔽と立入制限時間を設定する。廃棄施設の実効
線量（外部被ばく）は1年間につき5.5E-3mSv、5年間につき2.8E-2mSvであり、
年間50mSvや延べ5年で100mSvを超えることはない。被ばく評価、条件及び算定
時間を超えて作業を行う場合については添付書類（11-1.の1.1放射線業務従事
者に係る安全評価）を参照のこと。

管理区域内の閉じ込め

及びその境界に対する

遮蔽並びに周辺監視区域の境界に対

する遮蔽

使用施設に同じ

壁

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

柱

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

排
気
施
設

排風機 排気機械室（図3-1参照）

排気浄化
装置

排気機械室

汚染空気の広がりの防止装
置

排気系統にはダンパ（防火ダンパ）を設ける。更にフード等の排気口には手動
ダンパを設ける。

焼却炉を設置した室及び焼却炉と排

気設備との連結状況

焼却炉を設置した室等に対
する換気能力

排気管

フランジ継手又はパッキン

めっき鋼板、樹脂管、ステンレス鋼板、鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

排気管表面 23箇所

排気口

地上高20m

北側にN28建屋、東側にN7建屋、南側にD10建屋がある。

排気口付近 1箇所
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

９．１．２ 気体廃棄施設の構造   

 

 (施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

 

気体廃棄 

施設の名称 

構造 床面積 設計仕様 

N9 

排気機械室 
使用施設に同じ 約109ｍ2 使用施設に同じ 

D10 

排気機械室 
使用施設に同じ  約125ｍ2 使用施設に同じ 

 

N6 

排気機械室 

使用施設に同じ  約40ｍ2 使用施設に同じ 

N7 

排気機械室 

床 

 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾍﾟｲﾝﾄ塗装 

 

 

約26ｍ2 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り、一部 

鉄骨造り。1 階建一部2 

階建。建築確認申請書に

より許可（昭和36年6月1

日付、1554 号）を得てお

り、建築基準法に定める

水平震度 0.3 を満足する

耐震構造である。主要設

備については建屋の 1.2

倍の水平震度を満足する

耐震設計。 

ｺﾝｸﾘｰﾄの壁厚は 20cm 以上 

壁 

 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾍﾟｲﾝﾄ塗装 

 

 

天

井 

 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾎﾞー  

ﾄﾞ、ﾍﾟｲﾝﾄ仕上げ 

 

N28-1 

排気室 

床 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾍﾟｲﾝﾄ塗装 

約15ｍ2 貯蔵施設に同じ 壁 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾍﾟｲﾝﾄ塗装 

天

井 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾍﾟｲﾝﾄ仕上げ 

 

 

 (施設区分Ⅱ)  

 

気体廃棄施設

の名称 

構造 床面積 設計仕様 

 

N28-2 

排気室 

床 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾍﾟｲﾝﾄ塗装 

約15ｍ2 貯蔵施設に同じ 壁 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾍﾟｲﾝﾄ塗装 

天井 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾍﾟｲﾝﾄ仕上げ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料

継目の構造

標識を付ける箇
所

種類および台数

位置

容量

構造及び材料

排液流出調節装置

標識を付ける箇所

種類および台数

位置

構造及び材料

性能

標識を付ける箇所

種類および台数

位置

容量

構造及び材料

排液流出調節装置

標識を付ける箇所

突起物及びくぼみ
の状況

仕上材の目地等
の状況

床面積 室の容積

床 腰壁 壁 天井 流し その他 （ｍ2） （ｍ3）

排気機械室 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 なし なし 109 512

第2中継槽 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装
鉄骨鉄板
塗装仕上
げ

なし なし 20 85

廃棄物一時保管
室

樹脂塗装又

は樹脂シー

ト
樹脂塗装 樹脂塗装

鉄骨ス
レート

なし なし 17 74

突起物及びくぼみ
の状況

仕上材の目地等
の状況

名称 区分 床 腰壁 流し その他

表面材料

手動弁 手動弁

表面 1箇所 表面 1箇所

天井壁

排水施設

排水管

ライニング鋼管、樹脂配管、ステンレス鋼管

フランジ継手又は差込み継手

地上に露出している部分の排水管表面

排水浄化
槽

排液処理
装置

洗浄設備
更衣設備

構造

その他

第2中継槽

その他（第2中継槽）1台 その他（第3中継槽）1台

2ｍ3 1ｍ3

円筒形ライニング鋼製 円筒形ライニング鋼製

汚染検査用の放射線測定器の
種類及び台数

汚染の除去に必要な器材

洗浄設備の排水管と排水設備
との連結状況

使用施設に同じ

使用施設に同じ

核燃料物
質等を取
り扱う部

屋

構造

表面材料
等

      区分
名称

フード等の個数及び排気設備
との連結状況

汚染検査
をするた
めの設備

場所

表面材料
等 使用施設に同じ
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

９．１．３ 気体廃棄施設の設備 

 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

建屋 
気体廃棄施

設の名称 
設備名称 

 

仕様 

 

備考 

N9 排気機械室 

排風機 
ﾌｰﾄﾞ系  295m３/min 

ｾﾙ系    131m３/min 

 

 

 

気体状の廃棄物に

ついては、各使用施設

の気体廃棄施設を介

し、放射能濃度を測定

(N9,D10,N6)した後、排

気口より排気される。         

 

排気ﾌｨﾙﾀ 
HEPA ﾌｨﾙﾀ 

ﾌﾟﾚﾌｨﾙﾀ 

排気口 地上20m    (排気ﾌﾛ  ー : 図-16 ) 

排気ﾓﾆﾀ 
ﾀﾞｽﾄﾓﾆﾀ(α、β) 

ｶﾞｽﾓﾆﾀ 

その他 
ﾀﾞｸﾄ : 硬質塩ビ又は鉄板製ﾍﾟｲﾝﾄ塗装及びｽﾃ

ﾝﾚｽ鋼板 

N6 排気機械室 

排風機 

装置室系    110m３/min 

作業室系      30m３/min 

汚染検査室系   6m３/min 

機械室系      21m３/min 

排気ﾌｨﾙﾀ 
HEPA ﾌｨﾙﾀ 

ﾌﾟﾚﾌｨﾙﾀ 

排気口 地上14m    (排気ﾌﾛ  ー : 図-17 ) 

排気ﾓﾆﾀ 
ﾀﾞｽﾄﾓﾆﾀ(α、β) 

ｶﾞｽﾓﾆﾀ 

その他 ﾀﾞｸﾄ : 亜鉛鍍鋼板仕上げ 

D10 排気機械室 

排風機 
ﾋｭｰﾑ系  416m３/min 

ﾀﾞｽﾄ系  500m３/min 

排気ﾌｨﾙﾀ 
HEPA ﾌｨﾙﾀ 

ﾌﾟﾚﾌｨﾙﾀ 

排気口 地上10ｍ         (排気ﾌﾛ  ー : 図-18 ) 

排気ﾓﾆﾀ 
ﾀﾞｽﾄﾓﾆﾀ(α、β) 

ｶﾞｽﾓﾆﾀ 

その他 ﾀﾞｸﾄ : 硬質塩ビ管亜鉛引き鉄板ﾍﾟｲﾝﾄ塗装 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容物の物理的
性状

構造及び材料

受皿、吸収材等

標識を付ける箇
所

容器表面

50L容器

200L容器

固体

200L容器

200L容器

容器表面

液体用容器25L入り
50L容器

2本

液体

ガラス、プラス
チック又は金属の
25L容器入り
50L容器

50L容器

容器表面

12.5本/200L換算

焼却物の種類

焼却設備

焼却残渣搬出口の位置

焼却の方法

固型化設
備

種類および台数

位置

構造及び材料

性能

外部との区画状況 鉄筋コンクリート壁等で区画されている。

閉鎖のための設備又は器具 シリンダ錠

標識を付ける箇所

熱源及び炉室容積

構造及び材料

排気施設との連結状況

管理区域

境界に設ける壁、柵その他
の区画物

使用施設に同じ

標識を付ける箇所 出入口、柵またはその付近 13箇所

冷却のための措置

出入口
人が通常出入りする出入口 5箇所
その他の出入口 8箇所（用途 荷物運搬用）

保管廃棄
容器

種類及び個数

保管廃棄
施設

構造及び材料

出入口扉 3箇所

壁床は鉄筋コンクリート、天井は鉄骨スレート(廃棄物一時保管室)

50L容器

固体

50L容器
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

建屋 
気体廃棄施

設の名称 
設備名称 仕様 備考 

N7 排気機械室 

排風機 

実験室系      47m３/min 

機械室系      91m３/min 

汚染検査室系   6m３/min 

 

 

 

 

気体状の廃棄物の

発生はなく、室内の換

気を主な目的として気

体廃棄施設を設けてい

る。 

 

排気ﾌｨﾙﾀ 
HEPA ﾌｨﾙﾀ 

ﾌﾟﾚﾌｨﾙﾀ 

排気口 地上11ｍ     (排気ﾌﾛ  ー : 図-19 ) 

排気ﾓﾆﾀ 該当なし 

その他 
ﾀﾞｸﾄ : 硬質塩ビ管又は亜鉛ﾒｯｷ鉄板及びｽﾃﾝﾚ

ｽ鋼板 

N28-1 排気室 

排風機 排風機: 160m３/min 

排気ﾌｨﾙﾀ HEPA ﾌｨﾙﾀ 

排気口 排気口: 地上 11.5m      (排気ﾌﾛ  ー : 図-20 ) 

排気ﾓﾆﾀ 該当なし 

その他 ﾀﾞｸﾄ : 亜鉛引き鉄板ﾍﾟｲﾝﾄ塗装 

 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

建屋 
気体廃棄施設

の名称 
設備名称 仕様 備考 

N28-2 排気室 

排風機 排風機: 160m３/min 
 

 

気体状の廃棄物の発

生はなく、室内の換気

を主な目的として気体

廃棄施設を設けてい

る。 

 

排気ﾌｨﾙﾀ HEPA ﾌｨﾙﾀ 

排気口 地上 11.5m           (排気ﾌﾛ  ー : 図-20 ) 

排気ﾓﾆﾀ 該当なし 

その他 ﾀﾞｸﾄ : 亜鉛引き鉄板ﾍﾟｲﾝﾄ塗装 

 

 

 

 

 

 

 

 

  D10 建屋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
名称

床 はり 屋根 階段

排気室
コンク
リート

鉄骨 鉄骨、鉄板 なし

保管廃棄室（廃
棄物一時保管
室）

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

（天井）鉄
筋コンク
リート

なし

N25
鉄筋コン
クリート

鉄骨 スレート
鉄製垂直

梯子

N26
鉄筋コン
クリート

鉄骨 スレート
鉄製垂直

梯子

N27
鉄筋コン
クリート

鉄骨 スレート
鉄製垂直

梯子

種類および台数

位置

性能

種類および台数

位置

性能

標識を付ける箇
所

構造

材料及び塗装

標識を付ける箇
所

排気口の高さ

隣接する建物と
の関係

標識を付ける箇
所

292 ｍ3/min 350 ｍ3/min

プレフィルタ 12枚
ヘパフィルタ 12枚

プレフィルタ 20枚
ヘパフィルタ 20枚

位置 使用施設に同じ

廃棄の方
法

気体状のもの
排気浄化装置により浄化した後、排気口より排気する。。排気口での放射能濃度
は、排気筒モニタ（ダストモニタ）で監視し、周辺監視区域境界の空気中濃度が
濃度限度以下であること確認している。（図4-2参照）

液体状のもの

液体状の放射性物質は排水浄化槽で測定を実施し、必要に応じて希釈処理や廃液
処理装置による浄化を行い、濃度限度を下回ることを確認し、排水する。濃度限
度を下回らない液体状の放射性物質は全量回収し、主にN28-1で保管するがN9廃棄
物一時保管室においても保管ができる。（図7参照）

固体状のもの
専用容器に収納し、保管廃棄施設に保管する。固体状の放射性廃棄物を保管する
場合は主にN28-1で行うが、D10廃棄物一時保管室においても保管ができる。

主

要

構

造

部

等

施設の構造 使用施設に同じ

材料

遮

蔽

壁

そ

の

他

の

遮

蔽

物

等

施設内の常時立ち
入る場所に対する
閉じ込め及び遮蔽

必要に応じて鉛容器等による遮蔽と立入制限時間を設定する。廃棄施設の実効線
量（外部被ばく）は1年間につき5.5E-1mSv、5年間につき2.8mSvであり、年間
50mSvや延べ5年で100mSvを超えることはない。被ばく評価、条件及び算定時間を
超えて作業を行う場合については添付書類（11-1.の1.1放射線業務従事者に係る
安全評価）を参照のこと。

管理区域内の閉じ込め

及びその境界に対する

遮蔽並びに周辺監視区域の境界に対

する遮蔽

使用施設に同じ

壁

鉄骨軽量ｺﾝｸﾘｰﾄ

鉄筋コンクリート

スレート及び一部
鉄筋コンクリート

スレート及び一部
鉄筋コンクリート

スレート及び一部
鉄筋コンクリート

柱

鉄骨

鉄筋コンクリート

鉄骨

鉄骨

鉄骨

排気施設

排風機 排気機械室

排気浄化
装置

排気機械室（図3-2-3参照）

0.3ﾐｸﾛﾝの粒子に対し99% 以上の除去性能

汚染空気の広がりの防止装
置

排気系統にはダンパ（モータダンパ、防火ダンパ）を設ける。更にフード等の排
気口には手動ダンパを設ける。

焼却炉を設置した室及び焼却炉と排

気設備との連結状況

焼却炉を設置した室等に対
する換気能力

排気管

フランジ継手又はパッキン

樹脂管又はめっき鋼板

排気管表面 36箇所

排気口

各 地上高12m

北側にN9建屋、東側にN6建屋がある。

排気口付近 2箇所

排気浄化装置表面 1箇所 排気浄化装置表面 1箇所

ヒューム系統  1台 ダスト系統 1台
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

９．２  液体廃棄施設 

 

９．２．１ 液体廃棄施設の位置 

 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

液体廃棄施設の位置 

 

  

 

 

施設名 液体廃棄施設の位置 

 

N9           図-3    図-14   図-15 

N6         図-5    図-14   図-15 

N7       図-6.1  図-14   図-15 

D10  図-7.1  図-14   図-15 

N28-1  図-8.1  図-8.2  図-14  図-15 

 

 

 

 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

液体廃棄施設の位置 

 

 

 

施設名 液体廃棄施設の位置 
 

N28-2   図-8.2   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料

継目の構造

標識を付ける箇
所

種類および台数

容量

構造及び材料

排液流出調節装置

標識を付ける箇所

種類および台数

位置

構造及び材料

性能

標識を付ける箇所

種類および台数

位置

容量

構造及び材料

排液流出調節装置

標識を付ける箇所

突起物及びくぼみ
の状況

仕上材の目地等
の状況

床面積 室の容積

床 腰壁 壁 天井 流し その他 （ｍ2） （ｍ3）

排気機械室
樹脂塗装
又は樹脂
シート

樹脂塗装 樹脂塗装
鉄板断熱
材吹付仕
上げ

樹脂製床
ドレン

なし 125 581

N25 樹脂塗装 樹脂塗装
樹脂塗装
又はｺﾝｸ
ﾘｰﾄ

スレート なし なし 34 340

N26 樹脂塗装 樹脂塗装
樹脂塗装
又はｺﾝｸ
ﾘｰﾄ

スレート なし なし 37 370

N27 樹脂塗装 樹脂塗装
樹脂塗装
又はｺﾝｸ
ﾘｰﾄ

スレート なし なし 37 370

工学実験室Ⅰ
樹脂塗装
又は樹脂
シート

樹脂塗装 樹脂塗装
耐火ボー
ド

ステンレ
ス

なし 402 4824

保管廃棄室（廃
棄物一時保管
室）

樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 なし なし 16 64

突起物及びくぼみ
の状況

仕上材の目地等
の状況

床 腰壁 流し その他

N26

30m3

円筒形ライニング鋼製

手動弁

壁 天井

位置

希釈槽
（第2希釈槽）

1台

N27

50m3

円筒形ステンレス鋼

手動弁

槽表面 1箇所

図3-2-1参照

貯留槽
（床ドレン、機器ドレン、

保持）3台

N25、N26

希釈槽
（第1希釈槽）

1台

核燃料物
質等を取
り扱う部

屋

構造

使用施設に同じ

使用施設に同じ

表面材料
等

      区分
名称

表面材料

フード等の個数及び排気設備
との連結状況

汚染検査
をするた
めの設備

場所

表面材料
等

      区分
名称

洗浄設備
更衣設備

汚染検査用の放射線測定器の
種類及び台数

汚染の除去に必要な器材

洗浄設備の排水管と排水設備
との連結状況

構造

排水施設

槽表面 1箇所

各10m3

円筒形ライニング鋼製

手動弁

槽表面 各1箇所

その他

工学実験室Ⅰ

その他（サンプタンク）2台

各1ｍ3

四角柱形ステンレス鋼製

手動弁

表面 2箇所

排液処理
装置

排水管

ライニング鋼管、樹脂配管、ステンレス鋼管

フランジ継手又は差込み継手

排水管表面 47箇所

排水浄化
槽

使用施設に同じ
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

９．２．２ 液体廃棄施設の構造 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

建屋 液体廃棄施設の名称 構造 床面積 設計仕様 

N9 

廃棄物一時保管室 使用施設に同じ 約17ｍ2 

壁、床は鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り壁厚20cm 

以上 

天井は鉄骨ｽﾚｰﾄ張り窓等開口部な

し、鉄製扉 

中継槽 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

壁、天井は鉄骨波

型鉄板張り 

 約20ｍ2 
堰部鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

地下式 

N6 廃水貯槽 使用施設に同じ  約20ｍ2 
堰部鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

壁、天井は鉄骨波型ｽﾚｰﾄ張り 

N7 

廃水貯槽 

（貯留槽2～4） 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

天井は鉄骨波型 

ｽﾚｰﾄ張り 

約126ｍ2 堰部鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

廃水貯槽 

(希釈槽、保持槽) 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

天井は鉄骨波型 

ｽﾚｰﾄ張り 

約91ｍ2 堰部鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

機械室 
気体廃棄施設に 

同じ 
約164ｍ2 

壁、床鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 壁厚20cm 以上 

造り、天井は鉄骨鉄板張り 

N28-1 

無機液体廃棄物保管ｴﾘｱ 

有機液体廃棄物保管室 

貯蔵施設に同じ 

 

約15ｍ2 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 壁厚20cm 以上 

ﾍﾟｲﾝﾄ塗装 

ｻﾝﾌﾟﾀﾝｸ 

(排水ﾀﾝｸ室) 
約21ｍ2 

半地下式 

堰部鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

D10 

ｻﾝﾌﾟプﾀﾝｸ 

(工学実験室Ⅰ) 
使用施設に同じ  約2ｍ2 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

廃水貯槽 

(床ﾄﾞﾚﾝ、機器ﾄﾞﾚﾝ、 

保持ﾀﾝｸ、第1 希釈槽) 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

天井は鉄骨波型 

ｽﾚｰﾄ張り 

約71ｍ2 堰部鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

廃水貯槽 

(第2 希釈槽) 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

天井は鉄骨波型 

ｽﾚｰﾄ張り 

 約34ｍ2 堰部鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

廃棄物一時保管室 使用施設に同じ  約16ｍ2 

壁、床及び天井は鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

窓等開口部なし、鉄製扉 

壁厚20cm 以上 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

建屋 液体廃棄施設の名称 構造 床面積 設計仕様 

N28-2 液体廃棄物保管室 貯蔵施設に同じ 約15ｍ2 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

ﾍﾟｲﾝﾄ塗装 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容物の物理的性状

構造及び材料

受皿、吸収材等

標識を付ける箇所

排気施設との連結状況

固型化設
備

種類および台数

位置

構造及び材料

焼却設備

焼却物の種類

焼却の方法

熱源及び炉室容積

構造及び材料

焼却残渣搬出口の位置

性能

シリンダ錠

標識を付ける箇所 出入口扉 1箇所（図3-2-1参照）

保管廃棄
容器

種類及び個数
50L容器 200L容器

液体用容器25リッ
トル入り
50L容器

容器表面 容器表面 容器表面

9本/200L換算 36本

固体 固体 液体

50L容器 200L容器

管理区域

境界に設ける壁、柵その他
の区画物

標識を付ける箇所

冷却のための措置

出入口

保管廃棄
施設

構造及び材料 壁床は鉄筋コンクリート(廃棄物一時保管室)

外部との区画状況 鉄筋コンクリート壁等で区画されている。

閉鎖のための設備又は器具

ガラス、プラス
チック又は金属の
25L容器入り
50L容器

50L容器 200L容器 50L容器

使用施設に同じ
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

９．２．３ 液体廃棄施設の設備 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

建屋 液体廃棄施設の名称 設備名称 仕様 備考 

N9 

中継槽 排水漕 
1m３,2m３の鋼鉄円筒ﾀﾝｸ 

(ｺﾞﾑﾗｲﾆﾝｸﾞ) 

 

 

 

液体状の廃棄物

については液体廃

棄施設を介し、放射

能濃度を測定した

後、放出口から放

出、または廃棄施設

の 保管廃棄施設

(N28-1)で保管廃棄

する。 

－ 廃水処理装置 該当なし 

－ 排水ﾓﾆﾀ 該当なし 

廃棄物一時保管室 その他 
25Ｌ容器 

外側50Ｌﾄﾞﾗﾑ缶 

N6 

廃水貯槽 

(排水ﾀﾝｸ室) 
排水漕 

10m３鋼鉄製円筒ﾀﾝｸ 

（ｺﾞﾑﾗｲﾆﾝｸﾞ） 

－ 廃水処理装置 該当なし 

－ 排水ﾓﾆﾀ 該当なし 

－ その他 該当なし 

N7 

廃水貯槽 

（貯留槽2～4） 

排水漕 

地上式、ｽﾃﾝﾚｽ鋼円筒形ﾀﾝｸ 

貯留槽2,3 20m３x2 

貯留槽4  20m３x1 

廃水貯槽 

(希釈槽、保持槽) 

地上式、ｽﾃﾝﾚｽ製円筒ﾀﾝｸ 

保持槽2   10m３x1 

希釈槽    50m３x1 

機械室 廃水処理装置 

(廃液処理装置) 

保持槽1     10m３x1  

地上式、たて置き円筒(SUS 製) 

ろ過装置     1m３/h x1 地上式、

たて置き円筒形 (SS 製) 

ｲｵﾝ交換装置  1m３/h x1  

・ｲｵﾝ交換樹脂塔 

・無機ｲｵﾝ交換樹脂塔 

地上式、たて置き円筒形(SS 製) 

除去率：0.0001 

－ 排水ﾓﾆﾀ 該当なし 

－ その他 該当なし 

N28-1 

ｻﾝﾌﾟﾀﾝｸ(排水ﾀﾝｸ室) 排水漕 ｻﾝﾌﾟﾀﾝｸ    1 m３×1 

－ 廃水処理装置 該当なし 

－ 排水ﾓﾆﾀ 該当なし 

 
無機液体廃棄物保管ｴﾘｱ 

有機液体廃棄物保管室 
その他 

ﾄﾞﾗﾑ缶収納棚 

25Ｌ容器、外側50Ｌﾄﾞﾗﾑ缶 

収納可能本数 

=272 本/50L ﾄﾞﾗﾑ缶 

 

 

 

 

 

 

N6 建屋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
名称

床 はり 屋根 階段

排気機械室
鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

廃水タンク室
鉄筋コン
クリート

鉄骨 スレート なし

種類および台数

位置

性能

種類および台数

位置

性能

標識を付ける箇
所

構造

材料及び塗装

標識を付ける箇
所

排気口の高さ

隣接する建物と
の関係

標識を付ける箇
所

0.3ミクロンの粒子に対し99% 以上の除
去性能

排気浄化装置表面 各1箇所

6 ｍ3/min 21 ｍ3/min

プレフィルタ 2枚
ヘパフィルタ 2枚

プレフィルタ 1枚
ヘパフィルタ 1枚

排気機械室（図4-3参照）

位置 使用施設に同じ

廃棄の方
法

気体状のもの
排気浄化装置により浄化した後、排気口より排気する。排気口での放射能濃度
は、排気筒モニタ（ダストモニタ）で監視し、周辺監視区域境界の空気中濃度
が濃度限度以下であること確認している。（図4-3参照）

液体状のもの

液体状の放射性物質は排水浄化槽で測定を実施し、必要に応じて希釈処理や廃
液除去装置による浄化を行い、濃度限度を下回ることを確認し、排水する。濃
度限度を下回らない液体状の放射性物質は全量回収し、N28-1で保管する。
（図5参照）

固体状のもの 専用容器に収納し、保管はN28-1で行う。

主

要

構

造

部

等

施設の構造 使用施設に同じ

材料

遮

蔽

壁

そ

の

他

の

遮

蔽

物

等

施設内の常時立ち
入る場所に対する
閉じ込め及び遮蔽

管理区域内の閉じ込め

及びその境界に対する

遮蔽並びに周辺監視区域の境界に対

する遮蔽

使用施設に同じ

柱

鉄筋コンクリート

鉄骨

壁

鉄筋コンクリート

スレート及び一部鉄
筋コンクリート

排気施設

排風機 排気機械室

排気浄化
装置

汚染空気の広がりの防止装
置

排気系統にはダンパ（モータダンパ、ボリュームダンパ）を設ける。更にフー
ド等の排気口には手動ダンパを設ける。

焼却炉を設置した室及び焼却炉と排

気設備との連結状況

焼却炉を設置した室等に対
する換気能力

排気管

フランジ継手又はパッキン

めっき鋼板、樹脂管、塗装鋼板及び鉄筋コンクリート

排気管表面 16箇所

排気口

地上高14m

北側にN7建屋、西側にD10建屋がある。

排気口付近 1箇所

実験装置室・燃料
室系統  1台

作業室系統 1台
汚染検査室系統

1台
機械室系統 1台

110 ｍ3/min 30 ｍ3/min
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

建屋 液体廃棄施設の名称 設備名称 仕様 備考 

D10 

ｻﾝﾌﾟプﾀﾝｸ 

(工学実験室Ⅰ) 
排水漕 

地下式、防水ﾓﾙﾀﾙ、防水塗装 

ｽﾃﾝﾚｽ鋼円筒形ﾀﾝｸ 

ｻﾝﾌﾟﾀﾝｸ    1 m３×2 

 

 

 

液体状の廃棄物に

ついては液体廃棄施

設を介し、放射能濃度

を測定した後、放出口

から放出、または廃棄

施設の保管廃棄施設

(N28-1)で保管廃棄す

る。 

廃水貯槽 － 

地上式、鉄板製円筒形ﾀﾝｸ 

（樹脂ﾗｲﾆﾝｸﾞ） 

床ﾄﾞﾚﾝﾀﾝｸ  10m３x1 

機器ﾄﾞﾚﾝﾀﾝｸ 10m３x1 

保持ﾀﾝｸ   10m３x1 

第１希釈槽 30m３x1 

廃水貯槽 － 
地上式、ｽﾃﾝﾚｽ鋼円筒形ﾀﾝｸ 

第２希釈槽  50m３x1 

－ 廃水処理装置 該当なし 

－ 排水ﾓﾆﾀ 該当なし 

廃棄物一時保管室 その他 

25Ｌ容器、外側50Ｌﾄﾞﾗﾑ缶 

収納可能本数 

=36 本/50L ﾄﾞﾗﾑ缶 

 

 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

建屋 液体廃棄施設の名称 設備名称 仕様 備考 

N28-2 

－ 排水漕 該当なし 
 

 

当該施設での液体状の

廃棄物の発生はなく、既

に保管廃棄された液体廃

棄物の保管を実施する。 

 

－ 廃水処理装置 該当なし 

－ 排水ﾓﾆﾀ 該当なし 

液体廃棄物保管室 その他 

ﾄﾞﾗﾑ缶収納棚 

25Ｌ容器、外側50Ｌﾄﾞﾗﾑ缶 

収納可能本数 

=96 本/50L ﾄﾞﾗﾑ缶 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料

継目の構造

標識を付ける箇
所

その他

種類および台数

位置

容量

構造及び材料

排液流出調節装置

標識を付ける箇所

種類および台数

位置

構造及び材料

性能

標識を付ける箇所

突起物及びくぼみ
の状況

仕上材の目地等
の状況

床面積 室の容積

床 腰壁 壁 天井 流し その他 （ｍ2） （ｍ3）

排気機械室
樹脂塗装
又は樹脂
シート

樹脂塗装 樹脂塗装
鉄骨ス
レート

なし なし 40 160

装置室
樹脂塗装
又は樹脂
シート

樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 なし なし 109 1215

排水タンク室
樹脂塗装
又は樹脂
シート

樹脂塗装 樹脂塗装
鉄骨ス
レート

なし なし 20 97

突起物及びくぼみ
の状況

仕上材の目地等
の状況

床 腰壁 流し その他

排水施設

排水管

ライニング鋼管、樹脂配管、ステンレス鋼管

フランジ継手又は差込み継手

排水管表面 15枚

排水浄化
槽

排液処理
装置

貯留槽（廃水貯槽） 1台

排水タンク室（図3-3参照）

10 m3

円筒形ライニング鋼製

手動弁

槽表面 1箇所

核燃料物
質等を取
り扱う部

屋

構造

内部の壁、床、天井等の表面は平滑で、突起物及びくぼみの少ない構造であ
る。

床はコンクリート、樹脂塗装又は樹脂シート貼りとし、目地の少ない仕上げで
ある。

表面材料
等

      区分
名称

表面材料

フード等の個数及び排気設備
との連結状況

汚染検査
をするた
めの設備

場所

表面材料
等

      区分
名称

洗浄設備
更衣設備

汚染検査用の放射線測定器の
種類及び台数

汚染の除去に必要な器材

洗浄設備の排水管と排水設備
との連結状況

構造

壁 天井

使用施設に同じ
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

９．３ 固体廃棄物 

 

９．３．１ 固体廃棄施設の位置 

 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

固体廃棄施設の位置 

  

 

 

施設名 固体廃棄施設の位置 

 

 

N9   図-3 

N28-1   図-8.1  図-8.2 

D10   図-7.1 

 

 

 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

固体廃棄施設の位置 

  

  

 

 
施設名 固体廃棄施設の位置  

 
 N28-2   図-8.1  図-8.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容物の物理的性状

構造及び材料

受皿、吸収材等

標識を付ける箇所

排気施設との連結状況

固型化設
備

種類および台数

位置

構造及び材料

焼却設備

焼却物の種類

焼却の方法

熱源及び炉室容積

構造及び材料

焼却残渣搬出口の位置

性能

保管廃棄
容器

種類及び個数

管理区域

境界に設ける壁、柵その他
の区画物

建屋壁面をもって境界とする。

標識を付ける箇所 出入口またはその付近 6箇所

冷却のための措置

出入口
人が通常出入りする出入口 4箇所
その他の出入口 2箇所（用途 荷物運搬用）

保管廃棄
施設

構造及び材料

外部との区画状況

閉鎖のための設備又は器具

標識を付ける箇所
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

９．３．２ 固体廃棄施設の構造 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

建屋 固体廃棄施設の名称 構造 床面積 設計仕様 

N9 廃棄物一時保管室 使用施設に同じ 約17ｍ2 

壁、床は鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

壁厚20cm以上 

天井は鉄骨ｽﾚｰﾄ張り窓等開口部

なし、鉄製扉 

N28-1 
雑固体廃棄物保管ｴﾘｱ 

(1 階、2 階) 
貯蔵施設に同じ 約495ｍ2 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 壁厚20cm以上 

窓なし、鉄製扉、ﾄﾞﾗﾑ缶収納棚(１

階のドラム缶収納棚は、更新時に

耐震ｸﾗｽ Cで設計) 

D10 廃棄物一時保管室 使用施設に同じ 約16ｍ2 

壁、床及び天井は鉄筋ｺﾝ 

ｸﾘｰﾄ造り 壁厚20cm以上 

窓等開口部なし、鉄製扉 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

建屋 固体廃棄施設の名称 構造 床面積 設計仕様 

N28-2 
雑固体廃棄物保管ｴﾘｱ 

(1 階、2 階) 
貯蔵施設に同じ 約632ｍ2 

壁、床、天井は鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 

壁厚  

窓等開口部なし、鉄製扉 

 

９．３．３ 固体廃棄施設の設備 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

建屋 固体廃棄施設の名称 設備名称 仕様 備考 

N9 廃棄物一時保管室 廃棄物保管容器 

50L，200L ﾄﾞﾗﾑ缶 

収納可能本数 

=12.5 本/200L ﾄﾞﾗﾑ缶換算 

 

固体状の廃棄物については

ポリ袋に収納し、容器に封

入して保管廃棄施設(N28-

1)内に保管廃棄する。 

 N28-1 雑固体廃棄物保管ｴﾘｱ 廃棄物保管容器 

50L，200L ﾄﾞﾗﾑ缶 

収納可能本数 

=552 本/200L ﾄﾞﾗﾑ缶換算 

（内訳：200L ﾄﾞﾗﾑ缶換算 

1 階：426 本、 2 階：144 本） 

D10 廃棄物一時保管室 廃棄物保管容器 

50L，200L ﾄﾞﾗﾑ缶 

収納可能本数 

=9 本/200L ﾄﾞﾗﾑ缶換算 

 (施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

建屋 固体廃棄施設の名称 設備名称 仕様 備考 

N28-2 雑固体廃棄物保管ｴﾘｱ 廃棄物保管容器 

50L，200L ﾄﾞﾗﾑ缶 

収納可能本数 

=1579 本/200L ﾄﾞﾗﾑ缶換算 

当該施設では、固体状の廃

棄物の発生はなく、既に保

管廃棄された固体廃棄物の

保管を実施する。固体廃棄

物は、ポリ袋等に収納し、

容器に封入した状態で保管

する。 

 

 

 

 

 

N7 建屋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         区分
名称

床 はり 屋根 階段

機械室
鉄筋コン
クリート

鉄骨
鉄骨鉄板
張り

鉄骨構造

換気室
鉄筋コン
クリート

鉄骨
繊維強化
セメント
板

なし

ポンプ室(N24)
鉄筋コン
クリート

鉄骨 スレート 鉄骨構造

タンク室(N24)
鉄筋コン
クリート

鉄骨 スレート 鉄骨構造

N29
鉄筋コン
クリート

鉄骨 鉄板 鉄骨構造

種類および台数

位置

性能

種類および台数

位置

性能

標識を付ける箇所

構造

材料及び塗装

標識を付ける箇所

排気口の高さ

隣接する建物と
の関係

標識を付ける箇所

鉄骨

鉄骨

施設内の常時立ち
入る場所に対する
閉じ込め及び遮蔽

管理区域内の閉じ込め

及びその境界に対する

遮蔽並びに周辺監視区域の境界に対

する遮蔽

周辺監視区域境界における実効線量は1年間につき9.3E-2mSv以下であり、1年間
で1mSvを超えることはない。線量評価の詳細や条件については添付書類（11-1.
の1.2管理区域に係る評価及び1.3周辺監視区域に係る評価）を参照のこと。な
お、事業所内に居住区域はない。

位置

廃棄施設の位置は神奈川県川崎市川崎区浮島町の東芝エネルギーシステムズ
原子力技術研究所の事業所内にあり、位置、面積、標高は次のとおりである。

・位置 北緯35.53、東経139.77
・標高 最低水位を基準として4ｍの高さにあり、建物の床はさらに1ｍ

の盛土をした上にある。

・面積 約 2389 ｍ2

敷地は、北側には多摩川を挟んで羽田空港、南側に国道409号線を挟んで石油
プラント、西側に産業廃棄物リサイクル事業者及び化学工場、東側に倉庫事業
者に接している。

事業所の立地図を図1に、事業所内の建屋配置図を図2に、施設の詳細図を図
3-5-1、2に示す。

廃棄の方
法

気体状のもの

液体状のもの

液体状の放射性物質は排水浄化槽で測定を実施し、必要に応じて希釈処理や廃
液除去装置による浄化を行い、濃度限度を下回ることを確認し、排水する。濃
度限度を下回らない液体状の放射性物質は全量回収し、N28-1で保管する。
（図5参照）

固体状のもの 専用容器に収納し、保管はN28-1で行う。

排気施設

排風機

主

要

構

造

部

等

施設の構造 建築基準法施行令に基づく耐震・耐火構造

材料

遮

蔽

壁

そ

の

他

の

遮

蔽

物

等

焼却炉を設置した室等に対
する換気能力

汚染空気の広がりの防止装置

焼却炉を設置した室及び焼却炉と排

気設備との連結状況

排気管

柱

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

排気浄化
装置

排気口

鉄骨

壁

鉄筋コンクリート
及び繊維強化セメ

ント板

鉄筋コンクリート
及び繊維強化セメ

ント板

スレート及び鉄筋
コンクリート

スレート及び鉄筋
コンクリート

鉄板及び鉄筋コン
クリート
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

９．４ 廃棄施設の安全設備 

 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

 

 

 

             (放射線管理設備) 

 
建屋 管理設備名称(測定対象) 数量 

 

N9 

使用施設に同じ 
N15 

N6 

D10 

N28-1 貯蔵施設に同じ 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

(施設区分Ⅱ)  

 

         (放射線管理設備) 

 
建屋 管理設備名称(測定対象) 数量 

 

N28-2 貯蔵施設に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料

継目の構造

標識を付ける箇
所

その他

種類および台数

容量

構造及び材料

排液流出調節装置

標識を付ける箇所

種類および台数

位置

構造及び材料

性能

標識を付ける箇所

突起物及びくぼみ
の状況

仕上材の目地等
の状況

床面積 室の容積

床 腰壁 壁 天井 流し その他 （ｍ2） （ｍ3）

機械室
樹脂塗装又

は樹脂シー

ト
樹脂塗装 樹脂塗装

鉄骨ス
レート

なし なし 164 1394

N24
樹脂塗装又

は樹脂シー

ト
樹脂塗装 樹脂塗装

鉄骨ス
レート

ステンレ
ス

なし 126 907

N29
樹脂塗装又

は樹脂シー

ト
樹脂塗装 樹脂塗装

鉄骨ス
レート

なし なし 91 956

突起物及びくぼみ
の状況

仕上材の目地等
の状況

汚染検査室 樹脂塗装 樹脂塗装 陶器 なし

シャワー室
タイル又は

樹脂塗装

タイル又は

樹脂塗装
なし なし

排水施設

排水管

ライニング鋼管、樹脂配管、ステンレス鋼管

フランジ継手又は差込み継手

排水管表面 29箇所

排水浄化
槽

希釈槽
（希釈槽）

1台

50m3

円筒形 ステンレ
ス鋼製

ポンプ及び手動弁

貯槽表面 1箇所

貯留槽
（保持槽2）

1台

10m3

円筒形 ステンレス鋼製

ポンプ及び手動弁

貯槽表面 1箇所

10 m３

N29
位置

図3-5-1参照

貯留槽
（貯留槽2、3、4）

3台

排液処理
装置

ろ過装置：
円筒形、鋼製

1 m３/h

装置表面 1箇所

イオン交換装置：
イオン交換樹脂塔、無機イオン交換樹
脂塔、円筒形、鋼製

1 m３/h、除去率 99.99％

装置表面 1箇所

内部の壁、床、天井等の表面は平滑で、突起物及びくぼみの少ない構造であ
る。

床は樹脂塗装又は樹脂シート貼りとし、目地の少ない仕上げである。

表面材料

保持槽1：
円筒形、ステンレ
ス製

汚染検査
をするた
めの設備

場所

          区分
名称

洗浄設備

更衣設備

汚染検査用の放射線測定器の種
類及び台数

汚染の除去に必要な器材

洗浄設備の排水管と排水設備と
の連結状況

核燃料物
質等を取
り扱う部

屋

構造

          区分
名称

フード等の個数及び排気設備と
の連結状況

表面材料
等

廃棄施設の出入口

内部の壁、床、天井等の表面は平滑で、突起物及びくぼみの少ない構造である。

床はタイル、樹脂塗装又は樹脂シート貼りとし、目地の少ない仕上げである。

ライニング鋼管、樹脂配管、ステンレス鋼管で接続されている。

構造

表面材料
等

ハンドフットクロスモニタ1台、汚染サーベイメータ(β、γ線用)1台

その他

手洗い器1台、シャワー1台

ロッカー1式、靴脱ぎ台、下駄箱

腰壁 壁 流し床

樹脂塗装

タイル又は樹脂塗装

天井

繊維板、樹脂塗装

繊維強化セメント板又は

樹脂塗装

円筒形 ステンレス鋼製

ポンプ及び手動弁

貯槽表面 各1箇所

N24

各20m3

排液処理装置 1台

機械室（図3-5-1参照）

装置表面 1箇所
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容物の物理的性
状

構造及び材料

受皿、吸収材等

標識を付ける箇所

排気施設との連結状況

固型化設
備

種類および台数

位置

構造及び材料

焼却設備

焼却物の種類

焼却の方法

熱源及び炉室容積

構造及び材料

焼却残渣搬出口の位置

性能

保管廃棄
施設

構造及び材料

外部との区画状況

閉鎖のための設備又は器具

標識を付ける箇所

保管廃棄
容器

種類及び個数

人が通常出入りする出入口 3箇所
その他の出入口 3箇所（用途 荷物運搬用）

管理区域

境界に設ける壁、柵その他
の区画物

建屋壁面及び柵

標識を付ける箇所 出入口、柵またはその付近6箇所

冷却のための措置

出入口
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N28-1 建屋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
名称

床 はり 屋根 階段

排水タンク室
鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

有機液体廃棄物
保管室

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

無機液体廃棄物
保管エリア及び
雑固体廃棄物保
管エリア(2階）

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

雑固体廃棄物保
管エリア(1階）

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

種類および台数

位置

性能

種類および台数

位置

性能

標識を付ける箇
所

構造

材料及び塗装

標識を付ける箇
所

排気口の高さ

隣接する建物と
の関係

標識を付ける箇
所

主

要

構

造

部

等

施設の構造 貯蔵施設に同じ

材料

遮

蔽

壁

そ

の

他

の

遮

蔽

物

等

施設内の常時立ち
入る場所に対する
閉じ込め及び遮蔽

貯蔵施設に同じ

管理区域内の閉じ込め

及びその境界に対する

遮蔽並びに周辺監視区域の境界に対

する遮蔽

貯蔵施設に同じ

壁

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

柱

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

位置 貯蔵施設に同じ

廃棄の方
法

気体状のもの

液体状のもの

高濃度の廃液を専用容器に入れ保管する。N28-1で発生する液体状の放射性物質は、低濃度
の廃水（手洗い水等）しかない。低濃度の廃水は、排水浄化槽にて放射能濃度の測定、必
要に応じて希釈槽での希釈処理や廃液処理装置による浄化を行い、排水口での濃度限度以
下であることを確認した後、希釈槽から排水している。（図5参照）

固体状のもの 専用容器に収納し、保管廃棄施設に保管する。

排気施設

排風機

排気浄化
装置

汚染空気の広がりの防止装
置

焼却炉を設置した室及び焼却炉と排

気設備との連結状況

焼却炉を設置した室等に対
する換気能力

排気管

排気口
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料

継目の構造

標識を付ける箇
所

種類および台数

位置

容量

構造及び材料

排液流出調節装置

標識を付ける箇所

種類および台数

位置

構造及び材料

性能

標識を付ける箇所

種類および台数

位置

容量

構造及び材料

排液流出調節装置

標識を付ける箇所

突起物及びくぼみ
の状況

仕上材の目地等
の状況

床面積 室の容積

床 腰壁 壁 天井 流し その他 （ｍ2） （ｍ3）

排水タンク室 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 なし なし 21 210

有機液体廃棄物
保管室

樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 なし なし 12 54

無機液体廃棄物
保管エリア

樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 なし なし

雑固体廃棄物保
管エリア

樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 なし なし

突起物及びくぼみ
の状況

仕上材の目地等
の状況

汚染検査室
樹脂シー
ト

樹脂塗装 陶器 なし

天井壁

排水管

配管用鋼管にゴム又は樹脂ライニング、ステンレス鋼管

フランジ継手又は差込み継手

排水管表面 3箇所

排水浄化
槽

排水タンク室

核燃料物
質等を取
り扱う部

屋

構造

貯蔵施設に同じ

貯蔵施設に同じ

      区分
名称

表面材料

フード等の個数及び排気設備
との連結状況

排液処理
装置

495

その他（サンプタンク）1台

1ｍ3

円筒形ライニング鋼製

手動弁

表面 1箇所

汚染検査
をするた
めの設備

場所

表面材料
等

      区分
名称

洗浄設備

更衣設備

汚染検査用の放射線測定器の
種類及び台数

汚染の除去に必要な器材

構造

流し

繊維板樹脂塗装

2228

その他

手洗い器1台

作業衣掛1式、ロッカー1式、下駄箱1式

ハンドフットクロスモニタ1台、汚染サーベイメータ(β、γ線用)1台

中性洗剤及びハンドブラシ、ペーパータオル

腰壁

表面材料
等

その他

排水施設

汚染検査室（廃棄施設の出入口）

内部の壁、床、天井等の表面は平滑で、突起物及びくぼみの少ない構造である。

床は樹脂シート貼りとし、目地の少ない仕上げである。

床
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容物の物理的性状

構造及び材料

受皿、吸収材等

標識を付ける箇所

洗浄設備の排水管と排水設備
との連結状況

固型化設
備

種類および台数

位置

構造及び材料

焼却設備

焼却物の種類

焼却の方法

熱源及び炉室容積

構造及び材料

焼却残渣搬出口の位置

200L容器

固体

50L容器 200L容器

外部との区画状況

閉鎖のための設備又は器具

標識を付ける箇所

排気施設との連結状況

シリンダ錠

雑固体廃棄物保管
エリア(1階）

無機液体廃棄物保
管エリア

鉄筋コンクリート壁等で外部とは区画
されている。雑固体廃棄物保管エリア
(2階）と無機液体廃棄物保管エリアは
収納棚で区画。

壁、床、天井は鉄
筋コンクリート。
鋼製収納棚。

鉄筋コンクリート
壁等で区画されて
いる。

シリンダ錠

出入口扉 8箇所（図3-6-1、2参照）

壁、床、天井は鉄筋コンクリート。
鋼製収納棚。

管理区域

境界に設ける壁、柵その他
の区画物

貯蔵施設に同じ

標識を付ける箇所 出入口またはその付近 2箇所

人が通常出入りする出入口 4箇所
その他の出入口 1箇所（用途 荷物運搬用）

構造及び材料

有機液体廃棄物保
管室

雑固体廃棄物保管
エリア(2階）

壁、床、天井は鉄
筋コンクリート。
鋼製収納棚。

鉄筋コンクリート
壁等で区画されて
いる。

シリンダ錠

容器表面 容器表面

液体用容器25リットル入り
50L容器

272本

液体

ガラス、プラスチック又は金属の25L容
器入り 50L容器

50L容器

容器表面

50L容器 200L容器

552本/200L換算

固体

出入口

冷却のための措置

保管廃棄
容器

種類及び個数

保管廃棄
施設

50L容器
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番号⑨に係わる施設 

N28-2 建屋 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う記

載変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
名称

床 はり 屋根 階段

液体廃棄物保管
室

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

雑固体廃棄物保
管ｴﾘｱ(1階）

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

雑固体廃棄物保
管ｴﾘｱ(2階）

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

鉄筋コン
クリート

なし

種類および台数

位置

性能

種類および台数

位置

性能

標識を付ける箇
所

構造

材料及び塗装

標識を付ける箇
所

排気口の高さ

隣接する建物と
の関係

標識を付ける箇
所

位置 貯蔵施設に同じ

廃棄の方
法

気体状のもの

液体状のもの 廃液は専用容器に入れ保管する。

固体状のもの 専用容器に収納し、保管廃棄施設に保管する。

主

要

構

造

部

等

施設の構造 貯蔵施設に同じ

材料

遮

蔽

壁

そ

の

他

の

遮

蔽

物

等

施設内の常時立ち
入る場所に対する
閉じ込め及び遮蔽

貯蔵施設と同じ

管理区域内の閉じ込め

及びその境界に対する

遮蔽並びに周辺監視区域の境界に対

する遮蔽

貯蔵施設と同じ

壁 柱

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート

排気施設

排風機

排気浄化
装置

汚染空気の広がりの防止装
置

焼却炉を設置した室及び焼却炉と排

気設備との連結状況

焼却炉を設置した室等に対
する換気能力

排気管

排気口
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料

継目の構造

標識を付ける箇所

その他

種類および台数

位置

容量

構造及び材料

排液流出調節装置

標識を付ける箇所

種類および台数

位置

構造及び材料

性能

標識を付ける箇所

突起物及びくぼみ
の状況

仕上材の目地等
の状況

床面積 室の容積

床 腰壁 壁 天井 流し その他 （ｍ2） （ｍ3）

液体廃棄物保管
室

樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 なし なし 15 68

雑固体廃棄物保
管エリア（1階、
2階）

樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 樹脂塗装 なし なし 632 2970

突起物及びくぼみ
の状況

仕上材の目地等
の状況

排水施設

排水管

排水浄化
槽

排液処理
装置

核燃料物
質等を取
り扱う部

屋

構造

内部の壁、床、天井等の表面は平滑で、突起物及びくぼみの少ない構造である。

床は樹脂塗装とし、目地の少ない仕上げである。

表面材料
等

      区分
名称

表面材料

フード等の個数及び排気設備
との連結状況

汚染検査
をするた
めの設備

場所

表面材料
等

      区分
名称

床 腰壁

更衣設備

汚染検査用の放射線測定器の
種類及び台数

汚染サーベイメータ(β、γ線用)1台

汚染の除去に必要な器材 N28-1汚染検査室を利用する。

流し その他

洗浄設備

壁 天井

構造

Ｎ２８－１汚染検査室を利用する。
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容物の物理的性状

構造及び材料

受皿、吸収材等

標識を付ける箇所

焼却残渣搬出口の位置

固型化設
備

排気施設との連結状況

種類および台数

位置

焼却設備

洗浄設備の排水管と排水設備
との連結状況

焼却物の種類

焼却の方法

熱源及び炉室容積

構造及び材料

構造及び材料

保管廃棄
施設

外部との区画状況 鉄筋コンクリート壁等で区画されている。

閉鎖のための設備又は器具 シリンダ錠

標識を付ける箇所

50L容器 200L容器

容器表面 容器表面 容器表面

出入口扉 6枚

種類及び個数

液体用容器25リットル入り

50L容器

1579本/200L換算 96本

固体 固体

構造及び材料

液体廃棄物保管室

壁、床、天井は鉄筋
コンクリート。
鋼製収納棚。

雑固体廃棄物保管エリア
(1階及び2階）

壁、床、天井は鉄筋コンクリート。
鋼製収納棚。

管理区域

境界に設ける壁、柵その他
の区画物

貯蔵施設に同じ

標識を付ける箇所 出入口またはその付近 2箇所

冷却のための措置

出入口
人が通常出入りする出入口 3箇所
その他の出入口 2箇所（用途 荷物運搬用）

液体

50L容器 200L容器
ガラス、プラスチック又は

金属の25L容器入り

50L容器

50L容器 200L容器 50L容器

保管廃棄
容器
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

１０．使用施設等の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項･ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０．使用施設等の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項･ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１．閉じ込めの機能、遮蔽その他の事項に関する使用施設、貯蔵施設及び廃棄施設の位置、構造及び設備 
 

(施設区分Ⅰ) 使用の目的番号①～⑧に係わる施設 

 

(1) 閉じ込めの機能 

使用施設：密封の核燃料物質は容器に封入されている。非密封の核燃料物質はフ

ード又はグローブボックスで使用している。施設内の管理区域、フードおよびグロ

ーブボックスは排風機により負圧管理されている。 

貯蔵施設：核燃料物質は容器等に封入し、貯蔵室に施錠して管理している。液体状

の核燃料物質は吸収材を入れた容器に封入し、汚染の拡大を防止している。 

廃棄施設：使用施設に設置したフード、グローブボックスはプレフィルタ及びヘパフ

ィルタを設置した排気設備に連結して核燃料物質の放出を防止している。放射性

廃棄物は50L又は200Lの鋼製容器に封入して保管している。液体の廃棄物につ

いては、容器を受皿として容器内に吸収材を入れて汚染の拡大を防止している。 

 

 

(2) 遮蔽 

管理区域においては、核燃料物質を保管している貯蔵室の壁及び実験室の壁に

より遮蔽を行うとともに、核燃料物質の使用時には必要に応じて鉛等を配置すること

により遮蔽を行っている。また、管理区域境界及び周辺監視区域においては建屋の

壁により遮蔽を行っている。なお、事業所内に人の居住はない。 

周辺監視区域内の他の施設からの線量寄与も評価して、施設内の常時人が立ち

入る場所及び管理区域境界、周辺監視区域における線量を評価し、線量告示に示

された基準を満たしていることを確認している。（詳細は、11.添付資料の「11-1 1．核

燃料物質等による放射線の遮蔽に関する説明」を参照。） 

 

 

(3) 火災等による損傷の防止 

使用施設：火災又は爆発により安全性が損なわれないように、建屋は建築基準法等

関係法令で定める耐火構造、鉄筋コンクリート造りである。また、早期に火災発生

を感知し消火を行う設備として、建屋内には火災報知器及び消火器を設置してい

る。 

貯蔵施設：火災又は爆発により安全性が損なわれないように、建屋は建築基準法等

関係法令で定める耐火構造、鉄筋コンクリート造りである。貯蔵室は耐火構造で鋼

製の特定防火戸を設け、貯蔵容器は耐火性の構造である。また、早期に火災発生

を感知し消火を行う設備として、建屋内には火災報知器及び消火器を設置してい

る。 

廃棄施設：保管廃棄施設は火災又は爆発により安全性が損なわれないように、建屋

は建築基準法等関係法令で定める耐火構造、鉄筋コンクリート造りである。また、

早期に火災発生を感知し消火を行う設備として、建屋内には火災報知器及び消火

器を設置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う追

記 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 立ち入りの防止 

管理区域及び周辺監視区域の境界は、壁、柵などの区画物によって区画され、所

定の標識が設けられており、人がみだりに立ち入らないようにするための措置が講

じられている（図 2、図 3-1、図 3-2-1、図 3-2-2、図 3-2-3、図 3-3、図 3-4-1、図 3-

4-2、図3-5-1、図3-5-2、図3-6-1、図3-6-2）。 

 

使用施設：壁、柵などの区画物によって区画され、所定の標識が設けられており、人

がみだりに立ち入らないようにするための措置が講じられている。 

貯蔵施設：壁、柵などの区画物によって区画され、所定の標識が設けられており、人

がみだりに立ち入らないようにするための措置が講じられている。 

廃棄施設：壁、柵などの区画物によって区画され、所定の標識が設けられており、人

がみだりに立ち入らないようにするための措置が講じられている。 

 

 

(5) 自然現象による影響の考慮 

使用施設を含む当事業所敷地周辺では施設の安全性が損なわれるような津波、

洪水、台風、竜巻の実績はない。川崎市が公開している「川崎市津波ハザードマッ

プ」でも津波による浸水がない。周辺には石油コンビナートが有るが石油コンビナー

ト等災害防止法に基づき管理されており施設の安全性が損なわれた実績はない。地

震に対する耐震性については、施設は建築基準法施行令に基づき建築されてい

る。（詳細は、11.添付資料の 「11-1 3．自然災害に係るハザードマップ」を参照。） 

 

 

(6) 核燃料物質の臨界防止 

 

 

 

 

(7) 施設検査対象施設の地盤 

 

 

 

 

(8) 地震による損傷の防止 

 

 

 

 

(9) 津波による損傷の防止 

 

 

 

 

(10) 外部からの衝撃による損傷の

防止 

 

 

 

 

(11) 施設検査対象施設への人の不

法な侵入等の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う追

記 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(12) 溢水による損傷の防止 

 

 

 

 

(13) 化学薬品の漏えいによる損傷

の防止 

 

 

 

 

(14) 飛散物による損傷の防止 

 

 

 

 

(15) 重要度に応じた安全機能の確保 

 

 

 

 

(16) 環境条件を考慮した設計 

 

 

 

 

(17) 検査等を考慮した設計 

 

 

 

 

(18) 施設検査対象施設の共用 

 

 

 

 

(19) 誤操作の防止 

 

 

 

 

(20) 安全避難通路等 

 

 

 

 

(21) 設計評価事故時の放射線障害

の防止 

 

 

 

 

(22) 貯蔵施設 

核燃料物質を貯蔵するに必要な容量を有している。管理区域境界は壁、柵によっ

て区画され、所定の標識が設けられており、人がみだりに立ち入らないようにするた

めの措置が講じられている。貯蔵室は、核燃料物質を搬出入する場合その他特に必

要がある場合を除き、施錠管理することで立入制限の措置を講じている。貯蔵室、貯

蔵箱には所定の標識を付し許可なく立ち入ること、許可なく触れることを禁じている。 

 

 

 

 

様式変更に伴う追

記 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(23) 廃棄施設 

廃棄施設は、壁、柵により外部と区画され、施錠管理による立入制限の措置を講

じ、施設又は設備には所定の標識を設けて、人がみだりに立ち入らないようにする

ための措置を講じている。 

 

排気施設：非密封核燃料物質の取扱は排気処理設備に連結されたフード、グローブ

ボックス内にて取扱い、施設外への排気は、排気浄化設備により浄化した後、排

気中の放射性物質濃度をダストモニタで監視し、周辺監視区域境界の空気中の放

射性物質の濃度が法令で定める濃度限度以下であることを確認しながら排出して

いる。 

排気ダクトは建屋内にのみ設置され鋼製又は樹脂製で腐食しにくく漏れにくい構

造としている。 

排水施設：排水中の放射性物質の濃度は貯留槽等で排液を採取して放射能濃度を

測定し、必要に応じて希釈槽や排液処理装置による浄化を行い、法令で定める濃

度限度以下であることを確認して排水している。 

排水浄化槽の出口には排液の流出を調整する弁、上部開口部には蓋が設けられ

ており、排水浄化槽は建屋に設置され、周囲と壁で区画され人がみだりに立ち入

らないようにするための措置を講じている。 

配管はライニング鋼管、ステンレス鋼管等でフランジ継手又は差込み継手で接続

し、浸透しにくく腐食しにくい材料を使用し、漏れにくい構造である。 

保管廃棄施設：放射性廃棄物を保管廃棄するために必要な容量を有している。ま

た、外部と壁により区画され、放射性廃棄物を搬出入する場合その他特別に必要

が有る場合を除き、施錠管理によるり人がみだりに立ち入らないようにするための

立入制限の措置を講じている。 

 

排気中の放射性物質の３月間の平均濃度、排水中の放射性物質の３月間平均濃

度を評価し、法令で定める濃度限度以下であることを確認している。（詳細は、11.添

付資料の 「1.3.2 放出される排気に係る評価」及び「1.3.2 放出される排水に係る評

価」を参照。） 

周辺監視区域の境界における線量評価は、周辺監視区域内の他の施設からの線

量寄与も合算し、法令で定める線量濃度限度以下であることを確認している。（詳細

は、11.添付資料の 「1.3.1 外部被ばく（直接放射線とスカイシャイン）に係る評価」を

参照。） 

放射線業務従事者の線量評価は、廃棄施設単独の場合は外部被ばく、廃棄施設

が使用施設と同じ場合は内部被ばくと外部被ばくを合算し、法令で定める線量濃度

限度以下であることを確認している。（詳細は、11.添付資料の 「1.1 放射線業務従

事者に係る安全評価」を参照。） 

 

 

 

 

(24) 汚染を検査するための設備 

密封されていない核燃料物質を使用する施設の管理区域出入り口付近に汚染検

査室を設けている。 

汚染検査室の壁、床その他放射性物質によって汚染されるおそれのある部分は、

樹脂シートや樹脂塗装により汚染の除去及び拡大防止が容易な構造とている。 

汚染検査室には、汚染を検査する設備としてハンド・フット・クロスモニタ及び汚染

サーベイメータを設置するとともに、汚染を除去するための洗浄設備を設置し、中性

洗剤、ハンドブラシその他除染機材を備えている。洗浄設備は排水設備に連結され

ている。 

 

 

様式変更に伴う追

記 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(25) 監視設備 

 

 

 

 

(26) 非常用電源設備 

 

 

 

 

 (27) 通信連絡設備等 

 

 

 

 

(28) 多量の放射性物質等を放出す

る事故の拡大の防止 

 

 

 

 

 

 

(施設区分Ⅱ) 使用の目的番⑨に係わる施設 
 

(1) 閉じ込めの機能 

貯蔵施設：核燃料物質は容器等に封入し、貯蔵室に施錠して管理している。液体状

の核燃料物質は吸収材を入れた容器に封入し、汚染の拡大を防止している。 

廃棄設備：放射性廃棄物は 50L 又は 200L の鋼製容器に封入して保管している。液

体の廃棄物については、容器を受皿として容器内に吸収材を入れて汚染の拡大

を防止している。 

 

 

(2) 遮蔽 

管理区域においては、核燃料物質を保管している貯蔵室の壁により遮蔽を行って

いる。また、管理区域境界及び周辺監視区域においては建屋の壁により遮蔽を行っ

ている。なお、事業所内に人の居住はない。 

周辺監視区域内の他の施設からの線量寄与も評価して、施設内の常時人が立ち

入る場所及び管理区域境界、周辺監視区域における線量を評価し、線量告示に示

された基準を満たしていることを確認している。（詳細は、11.添付資料の「11-1 1．核

燃料物質等による放射線の遮蔽に関する説明」を参照。） 

 

 

 

(3) 火災等による損傷の防止 

貯蔵施設：火災又は爆発により安全性が損なわれないように、建屋は建築基準法等

関係法令で定める耐火構造、鉄筋コンクリート造りである。貯蔵室は耐火構造で鋼

製の特定防火戸を設けている。核燃料物質は、鋼製容器に封入して保管してい

る。また、早期に火災発生を感知し消火を行う設備として、建屋内には火災報知器

及び消火器を設置している。 

廃棄施設：保管廃棄施設は火災又は爆発により安全性が損なわれないように、建屋

は建築基準法等関係法令で定める耐火構造、鉄筋コンクリート造りである。放射性

廃棄物は、鋼製容器に封入して保管している。また、早期に火災発生を感知し消

火を行う設備として、建屋内には火災報知器及び消火器を設置している。 

 

 

 

 

様式変更に伴う追

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

65



核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

(4) 立ち入りの防止 

管理区域及び周辺監視区域の境界は、壁、柵などの区画物によって区画され、所

定の標識が設けられており、人がみだりに立ち入らないようにするための措置が講

じられている（図3-6-1 及び図3-6-2）。 

 

貯蔵施設：壁を区画物として区画され、所定の標識が設けられており、人がみだりに

立ち入らないようにするための措置が講じられている。 

廃棄施設：壁を区画物として区画され、所定の標識が設けられており、人がみだりに

立ち入らないようにするための措置が講じられている。 

 

 

(5) 自然現象による影響の考慮 

 

 

 

 

(6) 核燃料物質の臨界防止 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設であり、保管管理して

いる核燃料物質は主に であり、大半は貯蔵量も少なく

臨界の恐れはない。 

については、鋼製容器1本当たり

を収納制限値とし、又、当該 の収納された鋼製容器の相

互干渉を考慮して、反応度が高くなる完全水没時の隔離条件から、 以上の保管

間隔を保って固定することにより、臨界に達する恐れがないようにしている。（詳細

は、11.添付資料の 11-2 の「2-5 臨界対策」を参照。） 

 

 

 (7) 施設検査対象施設の地盤 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設であり、安全上重要な

施設を有していない。地盤は平地であることから地崩れの恐れはなく、施設を十分

に支持することができる。 

 

 

(8) 地震による損傷の防止 

建築基準法に定める水平震度0.3を満足する耐震構造であり、貯蔵室の核燃料物

質を封入した鋼製容器の収納棚が主要設備であり、建屋の1.2倍の水平震度を有す

る耐震設計に基づき、建築及び設置している。 

 

 

(9) 津波による損傷の防止 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設であり、安全上重要な

施設を有しない。川崎市が公開している「川崎市津波ハザードマップ」でによると、当

該施設は津波による浸水がないことから、津波による損傷はない。（詳細は、11.添付

資料の 「11-1 3．自然災害に係るハザードマップ」を参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う追

記 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

(10) 外部からの衝撃による損傷の

防止 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設である。核燃料物質は

一次容器に封入した後、耐火性の保管容器に封入して収納棚に収納保管し保管管

理室内で管理している。更に、保管保管室は隔離壁、施設外壁により外部からの衝

撃による損傷を防止する構造である。 

洪水については、川崎市が公開している「洪水浸水想定区域（多摩川水系）」では

浸水が発生しない区域であり、高潮については神奈川県が公開している「高潮浸水

想定区域図（浸水区域及び浸水深）」で浸水深は 0.3～0.5ｍであることから、洪水及

び高潮に関して外部からの衝撃による損傷はない。周辺には石油コンビナートが有

るが石油コンビナート等災害防止法に基づき管理されており、火災によりこれまで当

該施設の安全性が損なわれた実績はない。（詳細は、11.添付資料の 「11-1 3．自

然災害に係るハザードマップ」を参照。） 

 

 

(11) 施設検査対象施設への人の不

法な侵入等の防止 

周辺監視区域の柵の設置及び同区域出入口の施錠、建屋及び管理区域出入口

の施錠管理により、人の不法な侵入、危険物の持ち込みを防止している。 

 

 

(12) 溢水による損傷の防止 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設であり、水を内蔵する

機器及び配管は設置していないため、設備による溢水は発生しない。 

 

 

(13) 化学薬品の漏えいによる損傷

の防止 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設であり、化学薬品を内

蔵する機器及び配管は設置していないため、化学薬品の漏洩は発生しない。 

 

 

 (14) 飛散物による損傷の防止 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設であり、ガス爆発、重量

機器の落下等によって飛来物が発生するような機器又は配管は設置していないた

め、飛散物は発生しない。 

 

 

(15) 重要度に応じた安全機能の確保 
安全上重要な施設はないため、該当せず。 

 

 

 (16) 環境条件を考慮した設計 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設であり、安全機能を確

保するための機器は設置していない。 

 

 

(17) 検査等を考慮した設計 

主要構造部（床、壁、天井、柱）は目視による外観検査が可能であり、必要な保

守、修理が出来るようになっている。 

 

 

(18) 施設検査対象施設の共用 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設であり、原子炉施設や

放射性同位元素使用施設と供用部分はない。 

 

 

(19) 誤操作の防止 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設であり、誤操作が問題

となるような、安全機能を確保するために操作する機器は設置していない。 

 

 

様式変更に伴う追

記 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

(20) 安全避難通路等 

照明用の電源が喪失してもバッテリー内蔵の表示器により安全避難通路を容易に

認識でき、事故対策のための作業が発生した場合にはバッテリー内蔵の照明を使用

して必要な作業を行うことができる。 

 

 

(21) 設計評価事故時の放射線障害

の防止 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設である。核燃料物質は

一次容器に封入した後、耐火性の保管容器に封入して保管管理室内で管理してい

る。更に、保管管理室は、隔離壁、施設外壁により有効に遮蔽することにより、放射

線に無用に被ばくすることのないように設計している。 

 

 

(22) 貯蔵施設 

核燃料物質を貯蔵するに必要な容量を有している。管理区域境界は壁、柵によっ

て区画され、所定の標識が設けられており、人がみだりに立ち入らないようにするた

めの措置が講じられている。貯蔵室は、核燃料物質を搬出入する場合その他に特に

必要がある場合を除き、施錠管理することで立入制限の措置を講じている。貯蔵室、

貯蔵箱には所定の標識を付し許可なく立ち入ること、許可なく触れることを禁じてい

る。 

 

(23) 廃棄施設 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設である。壁により外部と

区画され、施錠管理による立入制限の措置を講じ、施設又は設備には標識を設けて

人がみだりに立ち入らないようにするための措置を講じている。核燃料物質により汚

染されたものは容器等に封入して核燃料物質による汚染が拡大する恐れのない状

態で保管している。 

 

保管廃棄施設：放射性廃棄物を保管廃棄するために必要な容量を有している。ま

た、外部と壁により区画され、放射性廃棄物を搬出入する場合その他特別に必要

が有る場合を除き、施錠管理による立入制限の措置を講じて人がみだりに立ち入

らないようにするための措置を講じている。 

 

周辺監視区域の境界における線量評価は、周辺監視区域内の他の施設からの線

量寄与も合算し、法令で定める線量濃度限度以下であることを確認している。（詳細

は、11.添付資料の 「11-1 1.3.1 外部被ばく（直接放射線とスカイシャイン）に係る評

価」を参照。） 

放射線業務従事者の線量評価は、外部被ばくにより法令で定める線量濃度限度

以下であることを確認している。（詳細は、11.添付資料の 「1.1 放射線業務従事者

に係る安全評価」を参照。） 

 

 

(24) 汚染を検査するための設備 
核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設であり、管理区域の出入り

口付近に、汚染サーベイメータを設置している。 

 

(25) 監視設備 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設である。周辺監視区域

周辺において放射性物質の濃度及び空間線量率を測定及び監視する場合は常備

しているサーベイメータ等により測定する。 

核燃料物質の取扱いはなく保管のみであるので、排気口モニタ、エリアモニタは

設置していない。施設内及び周辺監視区域における放射性物質の空間線量率はサ

ーベイメータによる定期測定で監視している。 

 

 

 

様式変更に伴う追

記 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

(26) 非常用電源設備 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設である。放射線監視設

備、管理区域の排気設備、その他施設の安全機能を確保するために必要な設備は

なく、非常用発電設備はない。 

 

 

(27) 通信連絡設備等 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設であり、事業所内に事

故の発生等と必要な指示ができる構内放送設備を、事業所外へは衛星専用電話を

保有しており、通信連絡設備を設けている。 

 

 

(28) 多量の放射性物質等を放出す

る事故の拡大の防止 

核燃料物質及び放射性廃棄物の保管管理のみを行う施設であり、設計評価事故

を超える事故であって、周辺監視区域周辺の公衆の実効線量の評価値が発生事故

当たり５ミリシーベルトを超えるものは、使用許可量からの評価では発生しないことか

ら、本条に該当する事故は想定していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う追

記 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

図－２     事業所内建屋配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標識設置位置を

追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２  事業所建屋配置図 

71
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変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 核分裂計数管の一例 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

図5-2 Ｄ１０貯蔵容器 （×2） 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

図５-４-１ Ｎ15照射室Ⅰに設置の耐火性貯蔵箱 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-4-2 Ｎ１５貯蔵箱 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

19 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象設備を明確

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外気取入口 

 

原子炉室 
制御室 

研究室 

送風機 

プレフィルタ

 

化 学 実 験 室 

Ⅳ 

セミホットセ

ル 

 

エアワッシャ

 

空気調和機 空気調和機 空気調和機 

排 気 口 

ダ ス 
ト 

 

ダンパー ダンパー 

排気浄化装置 

セ ル 

排風機 

非常系 炉 室 

排風機 

（負圧）  

送風機 送風機 

フード系 

排風機 

排気浄化装

 

排気浄化装置 

ガ ス 

ダス ト モニタ 

（排気機械室Ⅰ） 

（排気機械室Ⅱ） 

ダンパー 

化学実験室Ⅱ(ﾌｰﾄﾞ) 

化学実験室Ⅲ(ﾌｰﾄﾞ、装置) 

測定室Ⅱ(装置) 

測定室Ⅳ（装置） 

 

図-16 Ｎ９換気系統図 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

21 

 

 

 

 
 

図－１７    Ｎ６換気系統図 
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図 6-３ N6 換気系統 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

添付2．変更後における障害対策書 

－ 施設区分 Ⅰ － 

 

1. 核燃料物質等による放射線の遮蔽に関する説明 

 

 当事業所において、核燃料物質を取り扱う施設は、次の施設である。 

 

施設区分Ⅰ Ｎ６建屋、Ｎ９建屋、Ｎ１５建屋、Ｄ１０建屋、Ｎ２８－１建屋 

施設区分Ⅱ Ｎ２８－２建屋（施行令第41 条で規定する核燃料物質の保有施設）  

 

  以下に対象施設に係わる安全評価の詳細を示す。 

 

１．１  放射線業務従事者に係る安全評価 

 

  放射線務従事者の被ばく評価は、対象施設である N28-2 保管管理室内に年間使用予定数量の核燃料物質が貯蔵された条件で算定した。 室内

への立ち入りは、定期的な点検が目的であり 週最大で2時間( 50週/年)をこえる事はなく算定の結果は、 0.25 mSv/週であり法令で定める値をこえる

ことはない。 

  尚、放射線業務従事者の被ばく評価については、当事業所で他の使用の目的( 使用の目的番号①～⑧ )に係わる施設で取り扱われる核燃料物質

による被ばくも合わせて評価した。  

算定の結果の最大は、0.55mSv/週 （0.55mSv/週×50 週＝28mSv/年）であり法令で定める値 1mSv/週（50mSv/年）をこえることはない。また、管

理区域の立ち入りにあたって、個人毎に個人線量計による線量の測定ならびに集計を行うことによって法令で定める 100mSv/5 年を超えることがな

いよう管理をする。 

 

 

 

 

  各施設での評価は、使用施設で使用される核燃料物質と、貯蔵施設および廃棄施設に保管される核燃料物質等からの直接線による｢外部被ばく｣、

空気中の放射性物質の吸入による｢内部被ばく｣の合算により評価した。ただし、N28-2における核燃料物質の貯蔵は、鋼製ﾄﾞﾗﾑ缶に封入された状態

であるため業務従事者の内部被ばくは生じない。 

  算定に係わる詳細を「1.1.1 外部被ばくに係わる算定」と｢1.1.2 内部被ばくに係わる算定｣とし、両者の合算を｢ 1.1.3 外部被ばくと内部被ばくの

合算｣として以下に示す。 

 

1.1.1 外部被ばくに係わる算定 

 

  放射線業務従事者の外部被ばくは、使用の目的①～⑨での各使用施設、貯蔵施設における核燃料物質の取扱い量から算定する。 

  又、各施設での評価における共通の条件は、次表のとおりである。  

尚、実効線量換算定数は、アイソトープ手帳11 版より、子孫核種が放射平衡にある場合の値を引用した。 

実効線量透過率は、「放射線施設の遮へい計算実務マニュアル 2007 財団法人原子力安全技術センター」を引用し、 

子孫核種が放射平衡にある場合の値を算出した。 

 

 

 

 

 

１２．添付書類（原子炉等規制法施行令第38条第2項に定める書類） 

 
１２－１．使用施設等の位置、構造及び設備の基準に対する適合性に関する説明書（事故に関するものを除く） 

 

別紙として、１１．の詳細を説明するための計算結果、図面等を添付 

 

1. 核燃料物質等による放射線の遮蔽に関する説明 

 

 当事業所において、核燃料物質を取り扱う施設は、次の施設である。 

 

施設区分Ⅰ Ｎ６建屋、Ｎ９建屋、Ｎ１５建屋、Ｄ１０建屋、Ｎ２８－１建屋 

施設区分Ⅱ Ｎ２８－２建屋（施行令第41 条で規定する核燃料物質の保有施設）  

 

  以下に対象施設に係わる安全評価の詳細を示す。 

 

１．１  放射線業務従事者に係る安全評価 

 

  放射線務従事者の被ばく評価は、対象施設である N28-2 保管管理室内に年間使用予定数量の核燃料物質が貯蔵された条件で算定した。 室内

への立ち入りは、定期的な点検が目的であり 週最大で2時間( 50週/年)として算定した結果は、0.25 mSv/週であり法令で定める値をこえることはな

い。 

  尚、放射線業務従事者の被ばく評価については、当事業所で他の使用の目的( 使用の目的番号①～⑧ )に係わる施設で取り扱われる核燃料物

質による被ばくも合わせて評価した。  

算定の結果の最大は、0.55mSv/週 （0.55mSv/週×50 週＝28mSv/年）であり法令で定める値1mSv/週（50mSv/年）をこえることはない。また、管

理区域の立ち入りにあたって、個人毎に個人線量計による線量の測定ならびに集計を行うことによって法令で定める 100mSv/5 年を超えることが

ないよう管理をする。 

放射線業務従事者は、算定時間を超える立ち入りに関しては直読式線量計等の線量を適時確認できる機器を利用し 1mSv/週（50mSv/年）を超

えないように管理する。 

工事等で一時的に立ち入る者は 0.1mSv/週(ただし 1mSv/年を超えないこと)、見学納品等で一時的に立ち入る者の場合は 0.02mSv/週を超え

ないように管理をする。 

  各施設での評価は、使用施設で使用される核燃料物質と、貯蔵施設および廃棄施設に保管される核燃料物質等からの直接線による｢外部被ば

く｣、空気中の放射性物質の吸入による｢内部被ばく｣の合算により評価した。ただし、N28-2における核燃料物質の貯蔵は、50 L容器に封入された状

態であるため業務従事者の内部被ばくは生じない。 

  算定に係わる詳細を「1.1.1 外部被ばくに係わる算定」と｢1.1.2 内部被ばくに係わる算定｣とし、両者の合算を｢ 1.1.3 外部被ばくと内部被ばく

の合算｣として以下に示す。 

 

1.1.1 外部被ばくに係わる算定 

 

  放射線業務従事者の外部被ばくは、使用の目的①～⑨での各使用施設、貯蔵施設における核燃料物質の取扱い量から算定する。 

  又、各施設での評価における共通の条件は、次表のとおりである。  

尚、実効線量換算定数は、アイソトープ手帳11 版より、子孫核種が放射平衡にある場合の値を引用した。 

実効線量透過率は、「放射線施設の遮へい計算実務マニュアル 2007 財団法人原子力安全技術センター」を引用し、子孫核種が放射平衡にある

場合の値を算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

算定時間を超えた

際の管理方法を

追加 

 

 

表現統一 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

表-1（１） 線量換算定数                                                           

  種類 
実効線量率定数 

(μSv･m２･MBq-１･ｈ-1） 
比放射能(Bq/g) 

実効線量透過率（コンクリート） 

10ｃｍ 17ｃｍ 20ｃｍ 34cm 40ｃｍ 50cm 65ｃｍ 

  U-238  2.08×10－３  1.24x10４ 6.42E-1 3.64E-1 2.87E-1 8.18E-2 4.91E-2 1.95E-2 3.63E-2 

  U-235  2.97×10－２ 8.00x10４ 3.68E-1 1.12E-1 6.47E-2 4.12E-3 1.21E-3 1.52E-4 7.07E-6 

  Th-232  2.80×10―１ 4.04x10３ 6.74E-1 4.41E-1 3.64E-1 1.45E-1 9.71E-2 4.97E-2 1.78E-2 

 

種類 
実効線量透過率（コンクリート） 

68ｃｍ 85ｃm 100ｃｍ 120ｃｍ 165ｃｍ 168cm 200ｃｍ 248cm 250cm 302cm 

U-238 3.98E-3 9.69E-4 2.42E-4 4.18E-5 8.33E-7 6.41E-7 3.89E-8 5.87E-10 4.93E-10 5.25E-12 

U-235 4.91E-6 1.17E-7 5.42E-9 8.97E-11 8.10E-15 4.33E-15 5.53E-18 2.61E-22 1.72E-22 3.68E-27 

Th-232 1.44E-2 4.38E-3 1.49E-3 3.44E-4 1.16E-5 9.27E-6 8.04E-7 1.96E-8 1.68E-8 3.10E-10 

 

  表-1 （2） 線量換算定数（汚染物：使用目的番号②）                                                           

種類 
実効線量率定数 

(μSv･m２･MBq-１･ｈ-1） 

実効線量透過率（コンクリート） 

10ｃｍ 17ｃｍ 20ｃｍ 34cm 40ｃｍ 50cm 65ｃｍ 68ｃｍ 

Sb-125 0.0604 5.90E-1 2.95E-1 2.10E-1 3.58E-2 1.58E-2 3.90E-3 4.36E-4 2.79E-4 

Cs-134 0.211 6.30E-1 3.52E-1 2.64E-1 5.67E-2 2.78E-2 8.20E-3 1.38E-3 8.37E-4 

Cs-137 0.0779 6.36E-1 3.66E-1 2.55E-1 5.17E-2 2.48E-2 6.85E-3 9.08E-4 5.96E-4 

Co-60 0.305 6.63E-1 4.13E-1 3.37E-1 1.02E-1 6.19E-2 2.43E-2 5.46E-3 4.08E-3 

Eu-154 0.161 5.63E-1 3.30E-1 2.57E-1 7.32E-2 4.08E-2 1.51E-2 3.23E-3 1.91E-3 

H-3  ---- *1         

C-14  ---- *1         

 

種類 
実効線量透過率（コンクリート） 

85ｃm 100ｃｍ 120ｃｍ 165ｃｍ 168cm 200ｃｍ 248cm 250cm 302cm 

Sb-125 2.23E-5 2.29E-6 1.08E-7 9.75E-11 6.09E-11 3.94E-13 1.95E-16 1.42E-16 3.79E-20 

Cs-134 9.48E-5 1.44E-5 1.21E-6 6.41E-9 4.58E-9 1.31E-10 6.70E-13 5.38E-13 1.75E-15 

Cs-137 5.36E-5 6.30E-6 3.33E-7 1.96E-9 1.47E-9 8.81E-11 2.74E-12 2.41E-12 1.14E-13 

Co-60 7.16E-4 1.52E-4 1.81E-5 1.43E-7 1.06E-7 5.76E-9 1.59E-10 1.39E-10 5.93E-12 

Eu-154 3.95E-4 7.99E-5 9.33E-6 1.16E-7 9.05E-8 8.06E-9 4.08E-10 3.65E-10 2.65E-11 

 

注：*1 印は、純β核種であるため、外部被ばくは考慮しないことを示す。 

なお、表中の実効線量率定数は、アイソトープ手帳11 版より、子孫核種が放射平衡にある場合の値を引用した。 

実効線量透過率は、「放射線施設の遮へい計算実務マニュアル 2007 財団法人原子力安全技術センター」を引用し、 

子孫核種が放射平衡にある場合の値を算出 

 

 

  又、算定評価は、「放射線施設の遮へい計算実務マニュアル 2007 財団法人原子力安全技術センター」記載

の「1.2γ線（X線）のしゃへい計算方法」を引用した。 

表1（１） 線量換算定数                                                           

  種類 
実効線量率定数 

(μSv･m２･MBq-１･ｈ-1） 
比放射能(Bq/g) 

実効線量透過率（コンクリート） 

10ｃｍ 17ｃｍ 20ｃｍ 34cm 40ｃｍ 50cm 65ｃｍ 

  U-238  2.08×10－３  1.24x10４ 6.42E-1 3.64E-1 2.87E-1 8.18E-2 4.91E-2 1.95E-2 3.63E-2 

  U-235  2.97×10－２ 8.00x10４ 3.68E-1 1.12E-1 6.47E-2 4.12E-3 1.21E-3 1.52E-4 7.07E-6 

  Th-232  2.80×10―１ 4.04x10３ 6.74E-1 4.41E-1 3.64E-1 1.45E-1 9.71E-2 4.97E-2 1.78E-2 

 

種類 
実効線量透過率（コンクリート） 

68ｃｍ 85ｃm 100ｃｍ 120ｃｍ 165ｃｍ 168cm 200ｃｍ 248cm 250cm 302cm 

U-238 3.98E-3 9.69E-4 2.42E-4 4.18E-5 8.33E-7 6.41E-7 3.89E-8 5.87E-10 4.93E-10 5.25E-12 

U-235 4.91E-6 1.17E-7 5.42E-9 8.97E-11 8.10E-15 4.33E-15 5.53E-18 2.61E-22 1.72E-22 3.68E-27 

Th-232 1.44E-2 4.38E-3 1.49E-3 3.44E-4 1.16E-5 9.27E-6 8.04E-7 1.96E-8 1.68E-8 3.10E-10 

 

  表1 （2） 線量換算定数（汚染物：使用目的番号②）                                                           

種類 
実効線量率定数 

(μSv･m２･MBq-１･ｈ-1） 

実効線量透過率（コンクリート） 

10ｃｍ 17ｃｍ 20ｃｍ 34cm 40ｃｍ 50cm 65ｃｍ 68ｃｍ 

Sb-125 0.0604 5.90E-1 2.95E-1 2.10E-1 3.58E-2 1.58E-2 3.90E-3 4.36E-4 2.79E-4 

Cs-134 0.211 6.30E-1 3.52E-1 2.64E-1 5.67E-2 2.78E-2 8.20E-3 1.38E-3 8.37E-4 

Cs-137 0.0779 6.36E-1 3.66E-1 2.55E-1 5.17E-2 2.48E-2 6.85E-3 9.08E-4 5.96E-4 

Co-60 0.305 6.63E-1 4.13E-1 3.37E-1 1.02E-1 6.19E-2 2.43E-2 5.46E-3 4.08E-3 

Eu-154 0.161 5.63E-1 3.30E-1 2.57E-1 7.32E-2 4.08E-2 1.51E-2 3.23E-3 1.91E-3 

H-3  ---- *1         

C-14  ---- *1         

 

種類 
実効線量透過率（コンクリート） 

85ｃm 100ｃｍ 120ｃｍ 165ｃｍ 168cm 200ｃｍ 248cm 250cm 302cm 

Sb-125 2.23E-5 2.29E-6 1.08E-7 9.75E-11 6.09E-11 3.94E-13 1.95E-16 1.42E-16 3.79E-20 

Cs-134 9.48E-5 1.44E-5 1.21E-6 6.41E-9 4.58E-9 1.31E-10 6.70E-13 5.38E-13 1.75E-15 

Cs-137 5.36E-5 6.30E-6 3.33E-7 1.96E-9 1.47E-9 8.81E-11 2.74E-12 2.41E-12 1.14E-13 

Co-60 7.16E-4 1.52E-4 1.81E-5 1.43E-7 1.06E-7 5.76E-9 1.59E-10 1.39E-10 5.93E-12 

Eu-154 3.95E-4 7.99E-5 9.33E-6 1.16E-7 9.05E-8 8.06E-9 4.08E-10 3.65E-10 2.65E-11 

 

注：*1 印は、純β核種であるため、外部被ばくは考慮しないことを示す。 

なお、表中の実効線量率定数は、アイソトープ手帳11 版より、子孫核種が放射平衡にある場合の値を引用した。 

実効線量透過率は、「放射線施設の遮へい計算実務マニュアル 2007 財団法人原子力安全技術センター」を引用し、 

子孫核種が放射平衡にある場合の値を算出 

 

又、算定評価は、「放射線施設の遮へい計算実務マニュアル 2007 財団法人原子力安全技術センター」記載の

「1.2γ線（X線）のしゃへい計算方法」を引用した。 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

  R = A × Ｓ  × 10-6 × Г１ｃｍ× ｒ-2 × W × 10-3  ･･･… 式-1 

      但し   Ｒ   : 線量（mSv/w） 

Ａ   : 使用量または貯蔵量(g) （汚染物は数量(Bq)） 

Ｓ   : 比放射能(Bq/g)（汚染物は１を置く） 

10-6   : BqからMBqへの換算 

Г１ｃｍ  : 実効線量率定数(μSv･m2･MBq-1･ｈ-1）  

ｒ   : 距離(m) 

 w   : 評価時間(h/w) 

10-3   : μSvからmSvへの換算 

 

 

1.1.1.1 使用施設における外部被ばくの算定条件 

  施設区分Ⅱ N28-2 保管管理室では、既に貯蔵されている核燃料物質の保管管理を目的としているため、核燃料物質に対する取扱いはなく

定期的な点検が主な作業となる。  よって、放射線業務従事者外部被ばくは、後述する｢1.1.1.2 貯蔵施設における外部被ばくの算定｣におい

て他の貯蔵施設とあわせ記載する。 

  本項では、他の施設における核燃料物質の取扱いに係わる放射線業務従事者の外部被ばくの評価条件をまとめた。対象は、施設区分Ⅰ使

用の目的①～⑧での使用施設 N9,D10,N6,N15 であり、各施設における使用は使用目的により同一核燃料物質を複数の建屋（使用室）にて使

用することが可能な物もあるが最大使用数量を同時に使用する条件にて外部被ばくを評価した。各使用場所における使用数量は次表のとおり

となり、放射線業務従事者と核燃料物質の距離は、0.5m として算定する。 

 

 

 

 

表-2 各使用施設の使用数量（外部被ばく評価時） 

建家 使用場所 種類 数量 (g) 

N9 
目的番号①②⑧ 

化学実験室Ⅱ ﾌｰﾄﾞ内 

  

D10 目的番号①②⑥⑦⑧ ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U 

 

 

 

  R = A × Ｓ  × 10-6 × Г１ｃｍ× ｒ-2 × W × 10-3  ･･･… 式-1 

      但し   Ｒ   : 線量（mSv/w） 

Ａ   : 使用量または貯蔵量(g) （汚染物は数量(Bq)） 

Ｓ   : 比放射能(Bq/g)（汚染物は１を置く） 

10-6   : BqからMBqへの換算 

Г１ｃｍ  : 実効線量率定数(μSv･m2･MBq-1･ｈ-1）  

ｒ   : 距離(m) 

 w   : 評価時間(h/w) 

10-3   : μSvからmSvへの換算 

 

 

1.1.1.1 使用施設における外部被ばくの算定条件 

  施設区分Ⅱ N28-2 保管管理室では、既に貯蔵されている核燃料物質の保管管理を目的としているため、核燃料物質に対する取扱いはな

く定期的な点検が主な作業となる。  よって、放射線業務従事者外部被ばくは、後述する｢1.1.1.2 貯蔵施設における外部被ばくの算定｣にお

いて他の貯蔵施設とあわせ記載する。 

  本項では、他の施設における核燃料物質の取扱いに係わる放射線業務従事者の外部被ばくの評価条件をまとめた。対象は、施設区分Ⅰ使

用の目的①～⑧での使用施設 N9,D10,N6,N15 であり、各施設における使用は使用目的により同一核燃料物質を複数の建屋（使用室）にて使

用することが可能な物もあるが最大使用数量を同時に使用する条件にて外部被ばくを評価した。各使用場所における使用数量は次表のとお

りとなり、放射線業務従事者と核燃料物質の距離は、0.5m として算定する。 

 

 

 

 

表2 各使用施設の使用数量（外部被ばく評価時） 

建家 使用場所 種類 数量 (g) 

N9 
目的番号①②⑧ 

化学実験室Ⅱ ﾌｰﾄﾞ内 

  

D10 目的番号①②⑥⑦⑧ ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U 

 

 

変更なし 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 化学実験室Ⅰ ﾌｰﾄﾞ内 

 

目的番号② 

化学実験室Ⅲ ﾌｰﾄﾞ内 

 

Sb-125 3.0×105(Bq) 

Cs-134 1.5×104(Bq) 

Cs-137 5.0×107(Bq) 

Co-60 1.0×105(Bq) 

Eu-154 1.5×104(Bq) 

H-3 3.5×108(Bq) 

C-14 5.0×105(Bq) 

N6 

 

目的番号③④⑤ 

作業室 

 

ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U 

N15 
目的番号③④⑤⑦ 

照射室Ⅰ又はⅡ 

ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U 

     (計算条件) 

･    

 

・当該建家内の使用数量の全てが使用場所に記された部屋にあるとして、安全側に数量を配置した。 

 

 

 

 

 

 

1.1.1.2 貯蔵施設における外部被ばくの算定条件 

  貯蔵施設に係わる放射線業務従事者の外部被ばくは、施設区分Ⅱ：N28-2 保管管理室で、当施設に係わる使用の目的(⑨)の年間使用予定

数量が貯蔵されたとし、算定評価する。 施設区分Ⅰの施設についても各施設に係わる年間使用予定数量(使用の目的①～⑧)が N9、D10、N6

及び N15 の各貯蔵室内に貯蔵されたとし算定評価する。 

 各貯蔵施設の貯蔵量は、次表のとおりであり算定時の各貯蔵室への入室制限時間は、2 時間として算定した。 

 化学実験室Ⅰ ﾌｰﾄﾞ内 

 

目的番号② 

化学実験室Ⅲ ﾌｰﾄﾞ内 

 

Sb-125 3.0×105(Bq) 

Cs-134 1.5×104(Bq) 

Cs-137 5.0×107(Bq) 

Co-60 1.0×105(Bq) 

Eu-154 1.5×104(Bq) 

H-3 3.5×108(Bq) 

C-14 5.0×105(Bq) 

N6 

 

目的番号③④⑤ 

作業室 

 

ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U 

N15 
目的番号③④⑤⑦ 

照射室Ⅰ又はⅡ 

ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U 

(計算条件) 

･   

 

・当該建家内の使用数量の全てが使用場所に記された部屋にあるとして、安全側に数量を配置した。 

 

 

 

 

 

 

1.1.1.2 貯蔵施設における外部被ばくの算定条件 

  貯蔵施設に係わる放射線業務従事者の外部被ばくは、施設区分Ⅱ：N28-2 保管管理室で、当施設に係わる使用の目的(⑨)の年間使用予定数量が

貯蔵されたとし、算定評価する。 施設区分Ⅰの施設についても各施設に係わる年間使用予定数量(使用の目的①～⑧)が N9、D10、N6及びN15の各

貯蔵室内に貯蔵されたとし算定評価する。 

 各貯蔵施設の貯蔵量は、次表のとおりであり算定時の各貯蔵室への入室制限時間は、2 時間として算定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了による使

用量の変更 

 

 

 

同上 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

表-3(1)  N28-2 保管管理室(貯蔵施設)の最大保管数量  （施設区分Ⅱ） 

核燃料物質の種類 

貯蔵量の最大(g) 

N28-2 保管管理室 

ｳ 

ﾗ 

ﾝ 

の 

種 

類 

 元素重量 23５U 量 23８U 量 

 (計算条件) 

   

 

 

 

 

 

表-3(2) 貯蔵施設の最大貯蔵数量  （施設区分Ⅰ） 

核燃料物質の種類 
N9 貯蔵量の最大(g) 

第1RI 室* 一時保管室 

ｳ 

ﾗ 

ﾝ 

の 

種 

類 

 元素重量 23５U 量 23８U 量 元素重量 23５U 量 23８U 量 

 

表3(1)  N28-2 保管管理室(貯蔵施設)の最大保管数量  （施設区分Ⅱ） 

核燃料物質の種類 

貯蔵量の最大(g) 

N28-2 保管管理室 

ｳ 

ﾗ 

ﾝ 

の 

種 

類 

 元素重量 23５U 量 23８U 量 

(計算条件) 

･  

 

 

 

 

 

 

表-3(2) 貯蔵施設の最大貯蔵数量  （施設区分Ⅰ） 

核燃料物質の種類 
N9 貯蔵量の最大(g) 

第1RI 室* 一時保管室 

ｳ 

ﾗ 

ﾝ 

の 

種 

類 

 元素重量 23５U 量 23８U 量 元素重量 23５U 量 23８U 量 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

核燃料物質の種類 
Ｄ１０ 貯蔵量の最大(g) 

RI 貯蔵室 一時保管室 

ｳ 

ﾗ 

ﾝ 

の 

種 

類 

 元素重量 23５U 量 23８U 量 元素重量 23５U 量 23８U 量 

核燃料物質の種類 
Ｎ6 貯蔵量の最大(g) Ｎ15 貯蔵量の最大(g) 

燃料室 照射室Ⅰ 

ｳ 

ﾗ 

ﾝ 

の 

種 

類 

 元素重量 23５U 量 23８U 量 元素重量 23５U 量 23８U 量 

核燃料物質の種類 
Ｎ28-1 貯蔵量の最大(g) 

燃料室 

ｳ 

ﾗ 

ﾝ 

の 

種 

類 

 元素重量 23５U 量 23８U 量 

注 : ･( )内は密封された核燃料物質の量。 

        ･N9 には、第1RI 室、第2RI 室、ｾﾐﾎｯﾄｾﾙの貯蔵室があり全て第1RI 室に貯蔵された条件とした。 

･N9、D10 の一時保管室は、施設内で取り扱ったものを一時的に保管し、N28-1 へ移動する為の部屋である。 

        ・各一時保管室の貯蔵量は、一日最大使用量である。但し、N9 一時保管室の  

核燃料物質の種類 
Ｄ１０ 貯蔵量の最大(g) 

RI 貯蔵室 一時保管室 

ｳ 

ﾗ 

ﾝ 

の 

種 

類 

 元素重量 23５U 量 23８U 量 元素重量 23５U 量 23８U 量 

核燃料物質の種類 
Ｎ6 貯蔵量の最大(g) Ｎ15 貯蔵量の最大(g) 

燃料室 照射室Ⅰ 

ｳ 

ﾗ 

ﾝ 

の 

種 

類 

 元素重量 23５U 量 23８U 量 元素重量 23５U 量 23８U 量 

核燃料物質の種類 
Ｎ28-1 貯蔵量の最大(g) 

核燃料保管室 

ｳ 

ﾗ 

ﾝ 

の 

種 

類 

 元素重量 23５U 量 23８U 量 

注 : ･( )内は密封された核燃料物質の量。 

        ･N9 には、第1RI 室、第2RI 室、ｾﾐﾎｯﾄｾﾙの貯蔵室があり全て第1RI 室に貯蔵された条件とした。 

･N9、D10 の一時保管室は、施設内で取り扱ったものを一時的に保管し、N28-1 へ移動する為の部屋である。 

        ・各一時保管室の貯蔵量は、一日最大使用量である。但し、N9 一時保管室の  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の見直し 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

施設の貯蔵量とした。 

    

 

 

 

 

表-3(3) 貯蔵施設の最大貯蔵数量 （施設区分Ⅰ：使用目的番号②取扱方法③で使用する汚染物） 

核燃料物質の種類 
貯蔵量の最大(Bq) 

N9 第1RI 室* D10 RI 貯蔵室 

Sb-125 6.0×105 6.0×105 

Cs-134 3.0×104 3.0×104 

Cs-137 1.0×10８ 1.0×10８ 

Co-60 2.0×105 2.0×105 

Eu-154 3.0×104 3.0×104 

H-3 7.0×108 7.0×108 

C-14 1.0×10６ 1.0×10６ 

   注 : N6、N15、N28-1 及び N28-2 には保管しない。  

   ･N9 には、第1RI 室、第2RI 室、ｾﾐﾎｯﾄｾﾙの貯蔵室があり全て第1RI 室に貯蔵された条件とした。 

   ・H-3 及び C-14 は、外部被ばく評価上の寄与が少ない為、評価は行わない。 

 

1.1.1.3 各施設での外部被ばく算定結果 

  算定の結果、施設区分Ⅱの対象施設である N28-2 保管管理室での放射線業務従事者の外部被ばくは、下記の通りである。 

N28-2 保管管理室   2.5×10-1  mSv/w  

又、施設区分Ⅰの対象施設である使用施設、貯蔵施設、廃棄施設での外部被ばく算定結果は、下記のとおり。

各施設からの線量寄与算定結果 （mSv/w) 算定結果合計
（核燃料物質） （汚染物）

使用施設 貯蔵施設 廃棄施設 使用施設 貯蔵施設 (mSv/w)
Ｎ９ 5.0E-03 1.2E-04 1.1E-04 1.3E-01 6.3E-02 2.0E-01
Ｄ１０ 2.1E-01 1.4E-01 1.1E-02 1.3E-01 6.3E-02 5.5E-01
Ｎ６ 1.2E-01 2.5E-02 1.5E-01
Ｎ１５ 9.1E-02 3.3E-04 9.1E-02
Ｎ２８－１ 2.8E-01 2.8E-01

 

     上記の結果を算定条件とあわせ ｢ 表-4 外部被ばくの算定結果 ｣ にまとめた。 

 

施設の貯蔵量とした。 

     

 

 

 

 

表3(3) 貯蔵施設の最大貯蔵数量 （施設区分Ⅰ：使用目的番号②取扱方法③で使用する汚染物） 

核燃料物質の種類 
貯蔵量の最大(Bq) 

N9 第1RI 室* D10 RI 貯蔵室 

Sb-125 6.0×105 6.0×105 

Cs-134 3.0×104 3.0×104 

Cs-137 1.0×10８ 1.0×10８ 

Co-60 2.0×105 2.0×105 

Eu-154 3.0×104 3.0×104 

H-3 7.0×108 7.0×108 

C-14 1.0×10６ 1.0×10６ 

注 : N6、N15、N28-1 及び N28-2 には保管しない。  

･N9 には、第1RI 室、第2RI 室、ｾﾐﾎｯﾄｾﾙの貯蔵室があり全て第1RI 室に貯蔵された条件とした。 

・H-3 及び C-14 は、外部被ばく評価上の寄与が少ない為、評価は行わない。 

 

1.1.1.3 各施設での外部被ばく算定結果 

  算定の結果、施設区分Ⅱの対象施設である N28-2 保管管理室での放射線業務従事者の外部被ばくは、下記の通りである。 

N28-2 保管管理室   2.5×10-1  mSv/w  

又、施設区分Ⅰの対象施設である使用施設、貯蔵施設、廃棄施設での外部被ばく算定結果は、下記のとおり。 

核燃料物質 汚染物 合算 核燃料物質 汚染物 合算

Ｎ９ 5.0E-03 1.3E-01 1.4E-01 1.2E-04 6.3E-02 6.3E-02 1.1E-04 2.0E-01

Ｄ１０ 2.1E-01 1.3E-01 3.4E-01 1.4E-01 6.3E-02 2.0E-01 1.1E-02 5.5E-01

Ｎ６ 1.2E-01 1.2E-01 2.5E-02 2.5E-02 1.5E-01

Ｎ１５ 8.9E-02 8.9E-02 3.3E-04 3.3E-04 8.9E-02

Ｎ２８－１ 2.8E-01

算定結果合計

（ｍSv/w）

2.8E-01

使用施設 貯蔵施設
建屋

各施設からの線量寄与算定結果（mSv/w）

廃棄施設

 

     上記の結果を算定条件とあわせ ｢ 表-4 外部被ばくの算定結果 ｣ にまとめた。 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

表-4(1)  外部被ばく算定結果 （施設区分Ⅱ N28-2）

比放射能（Bq/g) 実効線量率定数（μSv・ｍ
２
・MBq

－１
・ｈ

－１
）

238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 合計 算定時間(h/w)

1.24E+04 8.00E+04 4.04E+0 2.08E-03 2.97E-02 2.80E-01 2.5E-01

表-4(2)  外部被ばく算定結果 （施設区分Ⅰ N28-2 以外）

比放射能（Bq/g) 実効線量率定数（μSv・ｍ
２
・MBq

－１
・ｈ

－１
）

238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 合計 算定時間(h/w)

N9 1.24E+04 8.00E+04 4.04E+03 2.08E-03 2.97E-02 2.80E-01 5.0E-03
D10 1.24E+04 8.00E+04 4.04E+03 2.08E-03 2.97E-02 2.80E-01 2.1E-01
N6 1.24E+04 8.00E+04 2.08E-03 2.97E-02 1.2E-01
N15 1.24E+04 8.00E+04 2.08E-03 2.97E-02 9.1E-02

N9 1.24E+04 8.00E+04 2.08E-03 2.97E-02 1.2E-04

D10 1.24E+04 8.00E+04 4.04E+03 2.08E-03 2.97E-02 2.80E-01 1.4E-01
N6 1.24E+04 8.00E+04 2.08E-03 2.97E-02 2.5E-02
N15 1.24E+04 8.00E+04 2.08E-03 2.97E-02 3.3E-04

N9(一時保管 1.24E+04 8.00E+04 2.08E-03 2.97E-02 1.1E-04
D10(一時保管 1.24E+04 8.00E+04 4.04E+03 2.08E-03 2.97E-02 2.80E-01 1.1E-02

N28-1 1.24E+04 8.00E+04 4.04E+03 2.08E-03 2.97E-02 2.80E-01 2.8E-01

貯
蔵
施
設
他

算定結果(mSv/w)

N28-2

対象施設

対象施設
数量(g) 放射能量(Bq) 線量当量率(mSv/h)

数量(g) 放射能量(Bq) 線量当量率(mSv/h) 算定結果(mSv/w)

使
用
施
設

 

 

表-4(3)  外部被ばく算定結果 （施設区分Ⅰ 汚染物）

１２５Sb １３４Cs １３７Cs ６０Co １５４Eu １２５Sb １３４Cs １３７Cs ６０Co １５４Eu １２５Sb １３４Cs １３７Cs ６０Co １５４Eu 合計 算定時間(h/w)

N9 化実Ⅱﾌｰﾄﾞ 3.00E+05 1.50E+04 1.00E+07 1.00E+05 1 50E+04 6.04E-02 2.11E-01 7.79E-02 3.05E-01 1 61E-01 7 25E-05 1.27E-05 3.12E-03 1.22E-04 9.66E-06 3.33E-03 40 1.3E-01
貯蔵 6.00E+05 3.00E+04 1.00E+08 2.00E+05 3 00E+04 6.04E-02 2.11E-01 7.79E-02 3.05E-01 1 61E-01 1.45E-04 2.53E-05 3.12E-02 2.44E-04 1.93E-05 3.16E-02 2 6.3E-02

D10 化実Ⅰﾌｰﾄﾞ 3.00E+05 1.50E+04 1.00E+07 1.00E+05 1 50E+04 6.04E-02 2.11E-01 7.79E-02 3.05E-01 1 61E-01 7 25E-05 1.27E-05 3.12E-03 1.22E-04 9.66E-06 3.33E-03 40 1.3E-01
貯蔵 6.00E+05 3.00E+04 1.00E+08 2.00E+05 3 00E+04 6.04E-02 2.11E-01 7.79E-02 3.05E-01 1 61E-01 1.45E-04 2.53E-05 3.12E-02 2.44E-04 1.93E-05 3.16E-02 2 6.3E-02

線量当量率(mSv/h) 算定結果(mSv/w)対象施設 放射能量（Bq) 実効線量率定数（μSv・ｍ２・MBq－１・ｈ－１）

 

(計算条件) 

・各施設での数量は、表－２、３（１）（２）に示される量を用いた。 

  

 

 

  汚染物を取り扱う場合、フード１台当りの Cs-137 の放射能量は、1×10７Bq を上限とした。 

  ・放射線業務従事者と核燃料物質の距離は、0.5m とした。 

 

 

 

 

表-4(1)  外部被ばく算定結果 （施設区分Ⅱ N28-2）

比放射能（Bq/g) 実効線量率定数（μSv・ｍ
２
・MBq

－１
・ｈ

－１
）

238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 合計 算定時間(h/w)

1.24E+04 8.00E+04 4.04E+03 2.08E-03 2.97E-02 2.80E-01 2.5E-01

表-4(2)  外部被ばく算定結果 （施設区分Ⅰ N28-2 以外）

比放射能（Bq/g) 実効線量率定数（μSv・ｍ
２
・MBq

－１
・ｈ

－１
）

238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 238U 235U 232Th 合計 算定時間(h/w)

N9 1.24E+04 8.00E+04 4.04E+03 2.08E-03 2.97E-02 2.80E-01 5.0E-03
D10 1.24E+04 8.00E+04 4.04E+03 2.08E-03 2.97E-02 2.80E-01 2.1E-01
N6 1.24E+04 8.00E+04 2.08E-03 2.97E-02 1.2E-01
N15 1.24E+04 8.00E+04 2.08E-03 2.97E-02 8.9E-02

N9 1.24E+04 8.00E+04 2.08E-03 2.97E-02 1.2E-04

D10 1.24E+04 8.00E+04 4.04E+03 2.08E-03 2.97E-02 2.80E-01 1.4E-01
N6 1.24E+04 8.00E+04 2.08E-03 2.97E-02 2.5E-02
N15 1.24E+04 8.00E+04 2.08E-03 2.97E-02 3.3E-04

N9(一時保管 1.24E+04 8.00E+04 2.08E-03 2.97E-02 1.1E-04
D10(一時保管 1.24E+04 8.00E+04 4.04E+03 2.08E-03 2.97E-02 2.80E-01 1.1E-02

N28-1 1.24E+04 8.00E+04 4.04E+03 2.08E-03 2.97E-02 2.80E-01 2.8E-01

算定結果(mSv/w)

N28-2

対象施設

対象施設
数量(g) 放射能量(Bq) 線量当量率(mSv/h)

数量(g) 放射能量(Bq) 線量当量率(mSv/h) 算定結果(mSv/w)

使
用
施
設

貯
蔵
施
設
他

 

 

表-4(3)  外部被ばく算定結果 （施設区分Ⅰ 汚染物）

１２５Sb １３４Cs １３７Cs ６０Co １５４Eu １２５Sb １３４Cs １３７Cs ６０Co １５４Eu １２５Sb １３４Cs １３７Cs ６０Co １５４Eu 合計 算定時間(h/w)

N9 化実Ⅱﾌｰﾄﾞ 3.00E+05 1.50E+04 1.00E+07 1.00E+05 1 50E+04 6.04E-02 2.11E-01 7.79E-02 3.05E-01 1.61E-01 7 25E-05 1 27E-05 3.12E-03 1.22E-04 9.66E-06 3 33E-03 40 1.3E-01
貯蔵 6.00E+05 3.00E+04 1.00E+08 2.00E+05 3 00E+04 6.04E-02 2.11E-01 7.79E-02 3.05E-01 1.61E-01 1.45E-04 2 53E-05 3.12E-02 2.44E-04 1.93E-05 3.16E-02 2 6.3E-02

D10 化実Ⅰﾌｰﾄﾞ 3.00E+05 1.50E+04 1.00E+07 1.00E+05 1 50E+04 6.04E-02 2.11E-01 7.79E-02 3.05E-01 1.61E-01 7 25E-05 1 27E-05 3.12E-03 1.22E-04 9.66E-06 3 33E-03 40 1.3E-01
貯蔵 6.00E+05 3.00E+04 1.00E+08 2.00E+05 3 00E+04 6.04E-02 2.11E-01 7.79E-02 3.05E-01 1.61E-01 1.45E-04 2 53E-05 3.12E-02 2.44E-04 1.93E-05 3.16E-02 2 6.3E-02

線量当量率(mSv/h) 算定結果(mSv/w)対象施設 放射能量（Bq) 実効線量率定数（μSv・ｍ２・MBq－１・ｈ－１）

 

(計算条件) 

・各施設での数量は、表－２、３（１）（２）に示される量を用いた。 

  

 

 

  汚染物を取り扱う場合、フード１台当りの Cs-137 の放射能量は、1×10７Bq を上限とした。 

 ・放射線業務従事者と核燃料物質の距離は、0.5m とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため

の変更 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

1.1.2 内部被ばくに係わる算定 

  施設区分Ⅱの施設である N28-2 保管管理室では、既に貯蔵されている核燃料物質の保管管理を目的とし、容器に封入された核燃料物質

の点検が主な作業であり、放射線業務従事者の内部被ばくのおそれはない。施設区分Ⅰの施設（使用の目的(①～⑧)係わる施設）である N9、

D10、N6 では、密封されていない核燃料物質を取扱うため、内部被ばくの評価を行う。 (N15 は、密封された核燃料物質を取扱う施設であるた

め、対象外である) 

 次表に各施設において有意となる内部被ばくを考慮し、各使用施設の最大取扱い条件及び換気条件、使用数量等を「表－5 各使用施設に

おける内部被ばく評価時の使用数量」にまとめた。 

 

内部被ばくの算定は、「外部被ばく及び内部被ばくの評価方法に係る技術的指針 ２００１年８月２１日放射線審議会」を参考に行った。 

 １）空気中濃度限度 

    １週間につき１mSv の実効線量に相当する濃度以下とすることが適当であるとしている。 

・空気中濃度限度(Bq／cm3) 

＝1(mSv／週)／｛線量係数(mSv／Bq)×呼吸率（cm3／時間）×作業時間(時間／週)｝ 

 

 ２）排気中濃度限度及び排水中濃度限度 

排気中濃度限度及び排水中濃度限度の算出は、年齢依存性を考慮し、同一人が 0 歳児から 70 歳になるまで の期間について年

平均 1mSv の被ばく線量に基づくものとするとともに、当該期間における各年齢層に対する線量係数及び年間呼吸量又は年間摂水

量に基づくものとすることが適当であるとしている。 

イ． 排気中濃度限度(Bq／cm3) 

＝1(mSv／年)×70(年)／∑(70)｛各年齢層の線量係数(mSv／Bq)×各年齢層の年間呼吸量(cm3)｝ 

ロ．排水中濃度限度(Bq／cm3) 

＝1(mSv／年)×70(年)／∑(70)｛各年齢層の線量係数(mSv／Bq)×各年齢層の年間摂水量(cm3)｝  

 

 

 

 

表-5 各使用施設における内部被ばく評価時の使用数量 

建家 使用場所 種類 数量 (g) 使用状態 

N9 

目的番号①②⑧ 

化学実験室Ⅱ ﾌｰﾄﾞ内 

気積：33m
３
 

換気回数 :30 回/hr 

 

建家排気量 

17700m
３
/h 

（295ｍ３/min） 

ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U 塊状/一般操

作 

ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U  

液体/化学反

応 
Sb-125 3.0×105(Bq) 

Cs-134 1.5×104(Bq) 

Cs-137 1.0×107(Bq) 

Co-60 1.0×105(Bq) 

Eu-154 1.5×104(Bq) 

H-3 3.5×108(Bq) 

C-14 5.0×105(Bq) 

1.1.2 内部被ばくに係わる算定 

  施設区分Ⅱの施設である N28-2 保管管理室では、既に貯蔵されている核燃料物質の保管管理を目的とし、容器に封入された核燃料物質

の点検が主な作業であり、放射線業務従事者の内部被ばくのおそれはない。施設区分Ⅰの施設（使用の目的(①～⑧)係わる施設）である 

N9、D10、N6 では、密封されていない核燃料物質を取扱うため、内部被ばくの評価を行う。 (N15 は、密封された核燃料物質を取扱う施設であ

るため、対象外である) 

 次表に各施設において有意となる内部被ばくを考慮し、各使用施設の最大取扱い条件及び換気条件、使用数量等を「表－5 各使用施設に

おける内部被ばく評価時の使用数量」にまとめた。 

 

内部被ばくの算定は、「外部被ばく及び内部被ばくの評価方法に係る技術的指針 ２００１年８月２１日放射線審議会」を参考に行った。 

 １）空気中濃度限度 

    １週間につき１mSv の実効線量に相当する濃度以下とすることが適当であるとしている。 

・空気中濃度限度(Bq／cm3) 

＝1(mSv／週)／｛線量係数(mSv／Bq)×呼吸率（cm3／時間）×作業時間(時間／週)｝ 

 

 ２）排気中濃度限度及び排水中濃度限度 

排気中濃度限度及び排水中濃度限度の算出は、年齢依存性を考慮し、同一人が 0 歳児から 70 歳になるまで の期間について

年平均1mSvの被ばく線量に基づくものとするとともに、当該期間における各年齢層に対する線量係数及び年間呼吸量又は年間摂

水量に基づくものとすることが適当であるとしている。 

イ． 排気中濃度限度(Bq／cm3) 

＝1(mSv／年)×70(年)／∑(70)｛各年齢層の線量係数(mSv／Bq)×各年齢層の年間呼吸量(cm3)｝ 

ロ．排水中濃度限度(Bq／cm3) 

＝1(mSv／年)×70(年)／∑(70)｛各年齢層の線量係数(mSv／Bq)×各年齢層の年間摂水量(cm3)｝  

 

 

 

 

表5 各使用施設における内部被ばく評価時の使用数量 

建家 使用場所 種類 数量 (g) 使用状態 

N9 

目的番号①②⑧ 

化学実験室Ⅱ ﾌｰﾄﾞ内 

気積：33m
３
 

換気回数 :30 回/h 

 

建家排気量 

17700m
３
/h 

（295ｍ３/min） 

ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U 塊状/一般操

作 

ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U  

液体/化学反

応 
Sb-125 3.0×105(Bq) 

Cs-134 1.5×104(Bq) 

Cs-137 1.0×107(Bq) 

Co-60 1.0×105(Bq) 

Eu-154 1.5×104(Bq) 

H-3 3.5×108(Bq) 

C-14 5.0×105(Bq) 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

D10 

 

目的番号①②⑥⑦ 

化学実験室Ⅰ ﾌｰﾄﾞ内 

気積：276m
３
 

換気回数:20 回/hr 

 

建家排気量 

24960m
３
/h 

（416ｍ３/min） 

 

ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U 
塊状/加熱 

ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U  

液体/化学反

応 

 

 

目的番号② 

化学実験室Ⅲ ﾌｰﾄﾞ内 

気積：87m
３
 

換気回数：16 回/hr 

建家排気量 

24960m
３
/h 

（416ｍ３/min） 

Sb-125 3.0×105(Bq) 

液体/化学反

応 

Cs-134 1.5×104(Bq) 

Cs-137 1.0×107(Bq) 

Co-60 1.0×105(Bq) 

Eu-154 1.5×104(Bq) 

H-3 3.5×108(Bq) 

C-14 5.0×105(Bq) 

N6 

 

目的番号④ 

作業室 ﾌｰﾄﾞ内 

気積：108m
３
 

換気回数 15 回/hr 

建家排気量 

8400m
３
/h 

（110ｍ３/min+30ｍ３/min） 

ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U 

粉末/一般操

作 

   

 

 (計算条件) 

*.N9建屋の換気回数は、安全側に評価するために、36回/hを30回/hとして評価した。 

  

・当該建家内の使用数量の全てが使用場所に記された部屋にあるとして、安全側に数量を配置した。 

 

又、算定式は、次のとおり。 

 

  C = B × W × fa × fb × ( V × n × 8 )-1  ･･･… 式-2 

      但し  

C  : 空気中の放射性物質の濃度（Bq/cm3） 

B  : 単位g当たりの放射性物質の量(Bq/g) 

W  : 使用数量(g) 

fa : 飛散率 (h-1)  

fb : 漏洩率  

V : 使用場所の気積(cm3) 

D10 

 

目的番号①②⑥⑦ 

化学実験室Ⅰ ﾌｰﾄﾞ内 

気積：276m
３
 

換気回数:20 回/h 

 

建家排気量 

24960m
３
/h 

（416ｍ３/min） 

 

ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U 
塊状/加熱 

ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U  

液体/化学反

応 

 

 

目的番号② 

化学実験室Ⅲ ﾌｰﾄﾞ内 

気積：87m
３
 

換気回数：16 回/h 

建家排気量 

24960m
３
/h 

（416ｍ３/min） 

Sb-125 3.0×105(Bq) 

液体/化学反

応 

Cs-134 1.5×104(Bq) 

Cs-137 1.0×107(Bq) 

Co-60 1.0×105(Bq) 

Eu-154 1.5×104(Bq) 

H-3 3.5×108(Bq) 

C-14 5.0×105(Bq) 

N6 

 

目的番号④ 

作業室 ﾌｰﾄﾞ内 

気積：108m
３
 

換気回数 15 回/h 

建家排気量 

8400m
３
/h 

（110ｍ３/min+30ｍ３/min） 

ｳﾗﾝの種類 元素重量 23５U 23８U 

粉末/一般操

作 

   

 

 (計算条件) 

*.N9建屋の換気回数は、安全側に評価するために、36回/hを30回/hとして評価した。 

  

・当該建家内の使用数量の全てが使用場所に記された部屋にあるとして、安全側に数量を配置した。 

 

又、算定式は、次のとおり。 

 

  C = B × W × fa × fb × ( V × n × 8 )-1  ･･･… 式-2 

      但し  

C  : 空気中の放射性物質の濃度（Bq/cm3） 

B  : 単位g当たりの放射性物質の量(Bq/g) 

W  : 使用数量(g) 

fa : 飛散率 (h-1)  

fb : 漏洩率  

V : 使用場所の気積(cm3) 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

n  : 換気回数(h-1)  

8  : 一日の作業時間 (h/day) 

 

ここで式-2 での漏洩率 fb は、一般に使用されている 0.1 を用いる。飛散率 fa は、使用する物、その状態、使用の方法によって決まり次の値*1

が与えられている。 

 

ａ） 飛散率ｆａ(h-1) –  飛散に関わる核種の分類と飛散率 

第1 グループ：飛散しやすい核種  ( 3H､14C､35S 等 )  10-3 

第2 グループ：中程度の核種      ( 77As､103Ru､125I､131I､137Cs 等 ) 10-4 

第3 グループ：飛散しにくい核種  ( 22Na､32P､51Cr､198Au､201Tl 等 ) 10-7  

 

     放射性物質の状態や取扱行為により上記a）飛散率 fa を修飾する係数 

    ｂ） 状態・形態による係数  

粉末      ×10 

液体      ×1 

塊状      ×0.1 

 

    ｃ） 取扱行為による係数  

加熱             ×100 

化学反応､機械工作   ×10 

一般的操作         ×1 

静置              ×0.1 

 

*1 放射線安全管理の実際2 版（日本ｱｲｿﾄｰﾌﾟ協会）「参考資料７ 放射性物質の種々の取扱条件における飛散率 

の概算法（試験研究）」 

RADIO ISOTOPES 32.'83「放射性物質の種々の取扱い条件での飛散率の概算法」 

   東京都立ｱｲｿﾄｰﾌﾟ総合研究所、日本ｱｲｿﾄｰﾌﾟ協会ＲＩ飛散率試験委員会 

 

  以上の条件による算定評価の結果、各使用場所での濃度限度比は、次のとおりであり、尚、算定評価の詳細を 

｢ 表-6 内部被ばく算定結果 ｣ に示す。 

                             濃度限度との比 

           N9  化学実験室Ⅱ     3.0×10-４ 

           D10 化学実験室Ⅰ     3.４×10-4 

           N6  作業室           1.1×10-５  

  濃度限度は、内部被ばくが線量限度である年間５０ｍSv（週１ｍSv）となる空気中濃度であるので、濃度限度比をこの線量限度に乗じることで、

内部被ばくが算定される。 

 

n  : 換気回数(h-1)  

8  : 一日の作業時間 (h/day) 

 

ここで式-2 での漏洩率 fb は、一般に使用されている 0.1 を用いる。飛散率 fa は、使用する物、その状態、使用の方法によって決まり次の値*1

が与えられている。 

 

ａ） 飛散率ｆａ(h-1) –  飛散に関わる核種の分類と飛散率 

第1 グループ：飛散しやすい核種  ( 3H､14C､35S 等 )  10-3 

第2 グループ：中程度の核種      ( 77As､103Ru､125I､131I､137Cs 等 ) 10-4 

第3 グループ：飛散しにくい核種  ( 22Na､32P､51Cr､198Au､201Tl 等 ) 10-7  

 

     放射性物質の状態や取扱行為により上記a）飛散率 fa を修飾する係数 

    ｂ） 状態・形態による係数  

粉末      ×10 

液体      ×1 

塊状      ×0.1 

 

    ｃ） 取扱行為による係数  

加熱             ×100 

化学反応､機械工作   ×10 

一般的操作         ×1 

静置              ×0.1 

 

*1 放射線安全管理の実際2 版（日本ｱｲｿﾄｰﾌﾟ協会）「参考資料７ 放射性物質の種々の取扱条件における飛散率 

の概算法（試験研究）」 

RADIO ISOTOPES 32.'83「放射性物質の種々の取扱い条件での飛散率の概算法」 

   東京都立ｱｲｿﾄｰﾌﾟ総合研究所、日本ｱｲｿﾄｰﾌﾟ協会ＲＩ飛散率試験委員会 

 

  以上の条件による算定評価の結果、各使用場所での濃度限度比は、次のとおりであり、尚、算定評価の詳細を 

｢ 表6 内部被ばく算定結果 ｣ に示す。 

                             濃度限度との比 

           N9  化学実験室Ⅱ     3.0×10-４ 

           D10 化学実験室Ⅰ     3.４×10-4 

           N6  作業室           1.1×10-５  

  濃度限度は、内部被ばくが線量限度である年間５０ｍSv（週１ｍSv）となる空気中濃度であるので、濃度限度比をこの線量限度に乗じること

で、内部被ばくが算定される。 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

表－６（１） 内部被ばく算定結果 (Ｎ９)
使用場所 種類 使用数量 評価核種 存在比 核種数量 比放射能 放射能量 飛散率 算定濃度 濃度限度 濃度限度比

(g) (%) (g) (Bq/g) (Bq) ｆａ 状態 行為 (Bq/cm3) (Bq/cm3)
化学実験室Ⅱ 8.00E+04 1.0E-07 0.1 1

(ﾌｰﾄﾞ内) 1.24E+04 1.0E-07 0.1 1
8.28E+11 1.0E-07 1 10
2.30E+08 1.0E-07 1 10
8.00E+04 1.0E-07 1 10
2.40E+06 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
4.04E+03 1.0E-07 1 10
6.34E+11 1.0E-07 1 10
3.83E+12 1.0E-07 1 10
8.00E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
8.00E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
8.00E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10

Sb-125 - - - - - 3.00E+05 1.0E-04 1 10 3.79E-09 6.0E-03 6.31E-07
Cs-134 - - - - - 1.50E+04 1.0E-04 1 10 1.89E-10 2.0E-03 9.47E-08
Cs-137 - - - - - 1.00E+07 1.0E-04 1 10 1.26E-07 3.0E-03 4.21E-05
Co-60 - - - - - 1.00E+05 1.0E-07 1 10 1.26E-12 1.0E-03 1.26E-09
Eu-154 - - - - - 1.50E+04 1.0E-07 1 10 1.89E-13 6.0E-04 3.16E-10

H-3 - - - - - 3.50E+08 1.0E-03 1 10 4.42E-05 7.0E-01 6.31E-05
C-14 - - - - - 5.00E+05 1.0E-03 1 10 6.31E-08 4.0E-02 1.58E-06

合計 3.0E-04

飛散率ｆａを修飾する係数

 

 

表－６（２） 内部被ばく算定結果 (Ｄ１０)
使用場所 種類 使用数量 評価核種 存在比 核種数量 比放射能 放射能量 飛散率 算定濃度 濃度限度 濃度限度比

(g) (%) (g) (Bq/g) (Bq) fa 状態 行為 (Bq/cm3) (Bq/cm3)

8.00E+04 1.0E-07 0.1 100
1.24E+04 1.0E-07 0.1 100
8.00E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
8.28E+11 1.0E-07 1 10
2.30E+08 1.0E-07 1 10
8.00E+04 1.0E-07 1 10
2.40E+06 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
4.04E+03 1.0E-07 1 10

化学実験室Ⅰ 6.34E+11 1.0E-07 1 10
3.83E+12 1.0E-07 1 10

（ﾌｰﾄﾞ内） 8.00E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
8.00E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
8.00E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10

3.00E+05 1.0E-04 1 10 2.69E-09 6.0E-03 4.49E-07
Cs-134 - - - - 1.50E+04 1.0E-04 1 10 1.35E-10 2.0E-03 6.73E-08

化学実験室Ⅲ Cs-137 - - - - 1.00E+07 1.0E-04 1 10 8.98E-08 3.0E-03 2.99E-05
Co-60 - - - - 1.00E+05 1.0E-07 1 10 8.98E-13 1.0E-03 8.98E-10

（ﾌｰﾄﾞ内） Eu-154 - - - - 1.50E+04 1.0E-07 1 10 1.35E-13 6.0E-04 2.24E-10

H-3 - - - - 3.50E+08 1.0E-03 1 10 3.14E-05 7.0E-01 4.49E-05

C-14 - - - - 5.00E+05 1.0E-03 1 10 4.49E-08 4.0E-02 1.12E-06

合計 3.4E-04

飛散率ｆａを修飾する係数

 

 

 

表６（１） 内部被ばく算定結果 (Ｎ９)
使用場所 種類 使用数量 評価核種 存在比 核種数量 比放射能 放射能量 飛散率 算定濃度 濃度限度 濃度限度比

(g) (%) (g) (Bq/g) (Bq) ｆａ 状態 行為 (Bq/cm3) (Bq/cm3)
化学実験室Ⅱ 8.00E+04 1.0E-07 0.1 1

(ﾌｰﾄﾞ内) 1.24E+04 1.0E-07 0.1 1
8.28E+11 1.0E-07 1 10
2.30E+08 1.0E-07 1 10
8.00E+04 1.0E-07 1 10
2.40E+06 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
4.04E+03 1.0E-07 1 10
6.34E+11 1.0E-07 1 10
3.83E+12 1.0E-07 1 10
8.00E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
8.00E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
8.00E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10

- 3.00E+05 1.0E-04 1 10 3.79E-09 6.0E-03 6.31E-07
Cs-134 - - - - - 1.50E+04 1.0E-04 1 10 1.89E-10 2.0E-03 9.47E-08
Cs-137 - - - - - 1.00E+07 1.0E-04 1 10 1.26E-07 3.0E-03 4.21E-05
Co-60 - - - - - 1.00E+05 1.0E-07 1 10 1.26E-12 1.0E-03 1.26E-09
Eu-154 - - - - - 1.50E+04 1.0E-07 1 10 1.89E-13 6.0E-04 3.16E-10

H-3 - - - - - 3.50E+08 1.0E-03 1 10 4.42E-05 7.0E-01 6.31E-05
C-14 - - - - - 5.00E+05 1.0E-03 1 10 6.31E-08 4.0E-02 1.58E-06

合計 3.0E-04

飛散率ｆａを修飾する係数

 

表６（２） 内部被ばく算定結果 (Ｄ１０)
使用場所 種類 使用数量 評価核種 存在比 核種数量 比放射能 放射能量 飛散率 算定濃度 濃度限度 濃度限度比

(Bq/g) (Bq) fa 状態 行為 (Bq/cm3) (Bq/cm3)

8.00E+04 1.0E-07 0.1 100
1.24E+04 1.0E-07 0.1 100
8.00E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
8.28E+11 1.0E-07 1 10
2.30E+08 1.0E-07 1 10
8.00E+04 1.0E-07 1 10
2.40E+06 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
4.04E+03 1.0E-07 1 10

化学実験室Ⅰ 6.34E+11 1.0E-07 1 10
3.83E+12 1.0E-07 1 10

（ﾌｰﾄﾞ内） 8.00E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
8.00E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10
8.00E+04 1.0E-07 1 10
1.24E+04 1.0E-07 1 10

Sb-125 - - - - 3.00E+05 1.0E-04 1 10 2.69E-09 6.0E-03 4.49E-07
Cs-134 - - - - 1.50E+04 1.0E-04 1 10 1.35E-10 2.0E-03 6.73E-08

化学実験室Ⅲ Cs-137 - - - - 1.00E+07 1.0E-04 1 10 8.98E-08 3.0E-03 2.99E-05
Co-60 - - - - 1.00E+05 1.0E-07 1 10 8.98E-13 1.0E-03 8.98E-10

（ﾌｰﾄﾞ内） Eu-154 - - - - 1.50E+04 1.0E-07 1 10 1.35E-13 6.0E-04 2.24E-10

H-3 - - - - 3.50E+08 1.0E-03 1 10 3.14E-05 7.0E-01 4.49E-05

C-14 - - - - 5.00E+05 1.0E-03 1 10 4.49E-08 4.0E-02 1.12E-06

合計 3.4E-04

飛散率ｆａを修飾する係数

 

 

 

変更なし 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

表－６（３） 内部被ばく算定結果 (Ｎ６)
建屋 使用場所 種類 使用数量 評価核種 存在比 核種数量 比放射能 放射能量 飛散率 算定濃度 濃度限度 濃度限度比

(g) (%) (g) (Bq/g) (Bq) fa 状態 行為 (Bq/cm3) (Bq/cm3)
8.00E+04 1.0E-07 10 1
1.24E+04 1.0E-07 10 1

N6 作業室 8.00E+04 1.0E-07 10 1
(ﾌｰﾄﾞ内) 1.24E+04 1.0E-07 10 1

8.00E+04 1.0E-07 10 1
1.24E+04 1.0E-07 10 1
8.00E+04 1.0E-07 10 1

合計 1.1E-05

飛散率ｆａを修飾する係数

 
注)  ･濃度限度は、告示別表の各評価核種で最も厳しい値を用いた。 

     、６０Co 及び１５４Eu の飛散率は、飛散しにくい核種の 1E-7 を採用した。また、13４Cs 及び１２５Sb の飛散率は、 

1E-4 を採用した。 

      

     

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表６（３） 内部被ばく算定結果 (Ｎ６)
建屋 使用場所 種類 使用数量 評価核種 存在比 核種数量 比放射能 放射能量 飛散率 算定濃度 濃度限度 濃度限度比

(g) (%) (g) (Bq/g) (Bq) fa 状態 行為 (Bq/cm3) (Bq/cm3)
8.00E+04 1.0E-07 10 1
1.24E+04 1.0E-07 10 1

N6 作業室 8.00E+04 1.0E-07 10 1
(ﾌｰﾄﾞ内) 1.24E+04 1.0E-07 10 1

8.00E+04 1.0E-07 10 1
1.24E+04 1.0E-07 10 1
8.00E+04 1.0E-07 10 1

合計 1.1E-05

飛散率ｆａを修飾する係数

 
注)  ･濃度限度は、告示別表の各評価核種で最も厳しい値を用いた。 

     ･ 、６０Co 及び１５４Eu の飛散率は、飛散しにくい核種の 1E-7 を採用した。また、13４Cs 及び１２５Sb の飛散率は、 

1E-4 を採用した。 

      

      

  

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

1.1.3 外部被ばくと内部被ばくの合算 

  放射線業務従事者の被ばく線量は、先の｢1.1.1 外部被ばくに係わる算定 ｣と｢ 1.1.2 内部被ばくに係わる算定 ｣との評価結果を対象施設

ごとに合算し総合的に評価する。  施設区分Ⅱの対象施設である28-2 保管管理室では、既に貯蔵されている核燃料物質の保管管理を目的と

し、容器に封入された核燃料物質の定期的な点検が主な作業となるため、内部被ばくの恐れはなく、評価上、放射線業務従事者への外部被ば

くのみの寄与となる。 

  各施設での結果は、下表のとおり。 

 

表-7(1) 外部被ばくと内部被ばくの合算結果 （施設区分Ⅱ） 

対象施設 外部被ばく 内部被ばく 合計 

貯蔵施設 
N28-2 

保管管理室 
2.5×10-1 － 2.5×10-1 

 

表-7(2) 外部被ばくと内部被ばくの合算結果 （施設区分Ⅰ） 

対象施設 外部被ばく 内部被ばく 合計 

使用施設 

貯蔵施設 

  N9 2.0×10-１ 3.0×10-４ 2.0×10-１ 

  D10 5.5×10-１ 3.4×10-4 5.5×10-１ 

  N6 1.5×10-１ 1.1×10-６ 1.5×10-１ 

  N15 9.0×10-2 － 9.0×10-2 

貯蔵施設 

廃棄施設 
  N28-1 2.8×10-１ － 2.8×10-１ 

注) ･ 合計は、有効数字2 桁目で四捨五入 

･ 外部被ばくの値は、１週間当たりの限度１mSv と、１年間の実効線量限度５０ミリシーベルトより誘導される年間50 週を用いて、評価

された 1 週間当たりの被ばく線量と 1 週間当たりの限度 1mSv/w との比として記載。 

・事業所全体で最も評価が厳しくなる管理区域への立入は、表-4（1）～（3）より、各貯蔵施設及び各廃棄施設へ 2 時間計 20 時間の立

入りを行った後、1 週間あたりの立入時間40 時間の残り 20 時間を使用施設で最も線量当量率が厳しいＤ１０へ立ち入った場合である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.3 外部被ばくと内部被ばくの合算 

  放射線業務従事者の被ばく線量は、先の｢1.1.1 外部被ばくに係わる算定 ｣と｢ 1.1.2 内部被ばくに係わる算定 ｣との評価結果を対象施設

ごとに合算し総合的に評価する。  施設区分Ⅱの対象施設である 28-2 保管管理室では、既に貯蔵されている核燃料物質の保管管理を目的

とし、容器に封入された核燃料物質の定期的な点検が主な作業となるため、内部被ばくの恐れはなく、評価上、放射線業務従事者への外部被

ばくのみの寄与となる。 

  各施設での結果は、下表のとおり。 

 

表-7(1) 外部被ばくと内部被ばくの合算結果 （施設区分Ⅱ） 

対象施設 外部被ばく 内部被ばく 合計 

貯蔵施設 
N28-2 

保管管理室 
2.5×10-1 － 2.5×10-1 

 

表-7(2) 外部被ばくと内部被ばくの合算結果 （施設区分Ⅰ） 

対象施設 外部被ばく 内部被ばく 合計 

使用施設 

貯蔵施設 

  N9 2.0×10-１ 3.0×10-４ 2.0×10-１ 

  D10 5.5×10-１ 3.4×10-4 5.5×10-１ 

  N6 1.5×10-１ 1.1×10-６ 1.5×10-１ 

  N15 8.9×10-2 － 8.9×10-2 

貯蔵施設 

廃棄施設 
  N28-1 2.8×10-１ － 2.8×10-１ 

注) ･ 合計は、有効数字2 桁目で四捨五入 

･ 外部被ばくの値は、１週間当たりの限度１mSv と、１年間の実効線量限度５０ミリシーベルトより誘導される年間 50 週を用いて、評

価された 1 週間当たりの被ばく線量と 1 週間当たりの限度 1mSv/w との比として記載。 

・事業所全体で最も評価が厳しくなる管理区域への立入は、表-4（1）～（3）より、各貯蔵施設及び各廃棄施設へ 2 時間計 20 時間の立

入りを行った後、1 週間あたりの立入時間 40 時間の残り 20 時間を使用施設で最も線量当量率が厳しいＤ１０へ立ち入った場合であ

る。 

・各施設においての外部被ばくおよび内部被ばくの詳細は以下の通り 

 

表7(3) 各施設の外部被ばくと内部被ばくの詳細：施設区分Ⅰ（mSv/w） 

対象施設 
使用施設 

貯蔵施設 廃棄施設 
外部被ばく 内部被ばく 合計 

N9 1.4E-1 3.0E-4 1.4E-1 6.3E-2 1.1E-4 

D10 3.4E-1 3.4E-4 3.4E-1 2.0E-1 1.1E-2 

N6 1.2E-1 1.1E-6 1.2E-1 2.5E-2 － 

N15 8.9E-2 － 8.9E-2 3.3E-4 － 

N28-1 － － － 2.8E-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため

の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細説明を追加 
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1.2 管理区域に係る評価 

 

管理区域境界に対する評価は、取り扱われる核燃料物質(貯蔵含む)からの直接放射線による寄与が最大となる評価点について算定した。 施設区

分Ⅱの施設（ N28-2 保管管理室）に係わる管理区域境界での算定は同施設に係わる年間使用予定数量である先の｢ 表-3(1) 貯蔵施設の最大保管

数量 （施設区分Ⅱ）｣が貯蔵されたとし、算定した。 

              N28-2 保管管理室   6.3×101 μSv/3 ｶ月 

 

   よって、法令で定められた 3 月間につき 1.3ｍSv をこえることはない。 

 

   又、施設区分Ⅰ（その他の施設）についても各使用施設の一日最大使用数量である「表-2 各使用施設の使用数量」が取り扱われ、年間予定使用数

量である先の｢表-3(2) 貯蔵施設の最大保管数量 （施設区分Ⅰ）｣が貯蔵施設に貯蔵されたとし、算定した。 

N9      3.6×10１  μSv/3 ｶ月 

D10     9.9×10１  μSv/3 ｶ月 

N6      3.8×102   μSv/3 ｶ月 

N15     4.7×10-5   μSv/3 ｶ月 

N28-1   1.5×101   μSv/3 ｶ月 

よって、法令で定められた 3 月間につき 1.3ｍSv をこえることはない。 

 

表7(4) 各施設の外部被ばくと内部被ばくの詳細：施設区分Ⅰ、Ⅱ（mSv/y） 

対象施設 
使用施設 

貯蔵施設 廃棄施設 
外部被ばく 内部被ばく 合計 

N9 7.0 1.5E-2  7.0 3.2 5.5E-3 

D10 17 1.7E-2 17 10 5.5E-1 

N6 6.0 5.5E-5 6.0 1.3 － 

N15 4.5 － 4.5 1.7E-2  － 

N28-1 － － － 14 

N28-2 － － － 13 

 

表7(5) 各施設の外部被ばくと内部被ばくの詳細：施設区分Ⅰ、Ⅱ（mSv/5y） 

対象施設 
使用施設 

貯蔵施設 廃棄施設 
外部被ばく 内部被ばく 合計 

N9 35 7.5E-2  35 16 2.8E-2 

D10 85 8.5E-2 85 50 2.8 

N6 30 2.8-4 30 6.3 － 

N15 22 － 22 8.3E-2  － 

N28-1 － － － 70 

N28-2 － － － 63 

 

 

1.2 管理区域に係る評価 

 

管理区域境界に対する評価は、取り扱われる核燃料物質(貯蔵含む)からの直接放射線による寄与が最大となる評価点について算定した。 施設

区分Ⅱの施設（ N28-2 保管管理室）に係わる管理区域境界での算定は同施設に係わる年間使用予定数量である先の｢ 表-3(1) 貯蔵施設の最大

保管数量 （施設区分Ⅱ）｣が貯蔵されたとし、算定した。 

              N28-2 保管管理室   6.3×101 μSv/3 ｶ月 

 

   よって、法令で定められた 3 月間につき 1.3ｍSv をこえることはない。 

 

   又、施設区分Ⅰ（その他の施設）についても各使用施設の一日最大使用数量である「表-2 各使用施設の使用数量」が取り扱われ、年間予定使用

数量である先の｢表-3(2) 貯蔵施設の最大保管数量 （施設区分Ⅰ）｣が貯蔵施設に貯蔵されたとし、算定した。 

N9      3.6×10１  μSv/3 ｶ月 

D10     9.9×10１  μSv/3 ｶ月 

N6      3.8×102   μSv/3 ｶ月 

N15     4.6×10-5   μSv/3 ｶ月 

N28-1   1.5×101   μSv/3 ｶ月 

よって、法令で定められた 3 月間につき 1.3ｍSv をこえることはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため

変更 
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表-８(1) 管理区域境界 算定結果(施設区分Ⅱ)

      直接放射線計算結果

238U 235U 232Th 遮蔽(ｺﾝｸﾘｰﾄ) 距離 計算時間 U238 U235 Th232 使用場所合計 建屋別合計

(cm) (m) (h) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月)

N28-2 貯蔵 6.26E+01 6.3E+01

表-８(2) 管理区域境界 算定結果 (施設区分Ⅰ)

      直接放射線計算結果

238U 235U 232Th 遮蔽(ｺﾝｸﾘｰﾄ) 距離 計算時間 U238 U235 Th232 使用場所合計 建屋別合計

(cm) (m) (h) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月)

N9 化実Ⅱ 3.61E-06 4.4E-03

一時保管 2.19E-09 (汚染物との合計）

貯蔵 4.42E-03 3 6E+01

D10 化実Ⅰﾌｰﾄﾞ 9.20E+01 9.2E+01

一時保管 2.89E-08 (汚染物との合計）

貯蔵 1.11E-05 9 9E+01

N6 作業室 3.85E+02 3.8E+02

貯蔵 2.44E-09

N15 使用 4.44E-05 4.7E-05

貯蔵 2.66E-06

N28-1 貯蔵 1.51E+01 1.5E+01

対象施設 数量(g) 直接放射線計算条件

対象施設 数量(g) 直接放射線計算条件

 

 

 

表-８(3) 管理区域境界 算定結果 (汚染物)

      直接放射線計算結果

Sb-125 Cs-134 Cs-137 Co-60 Eu-154 遮蔽(ｺﾝｸﾘｰﾄ) 距離 計算時間 Sb-125 Cs-134 Cs-137 Co-60 Eu-154 使用場所合計 建屋別合計

(cm) (m) (h) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月)

N9 化実Ⅱ 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04 51 37.0 6.62E-03 1.16E-03 5.73E-03 3.09E-04 1.20E-06 1.4E-02

貯蔵 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04 10 8.4 2.57E-01 4.49E-02 3.51E+01 2.87E-01 1.93E-02 3.6E+01 3.6E+01

D10 化実Ⅰﾌｰﾄﾞ 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04 0 17 3.13E-02 5.48E-03 6.74E+00 5.28E-02 4.18E-03 6.8E+00

貯蔵 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04 65 17 6.27E-02 1.10E-02 1.22E-02 5.88E-04 1.98E-05 8.6E-02 6.9E+00

500

対象施設 放射能量（Bq) 直接放射線計算条件

 
 

 

 

 

 

 

 

 

表-８(1) 管理区域境界 算定結果(施設区分Ⅱ)

      直接放射線計算結果

238U 235U 232Th 遮蔽(ｺﾝｸﾘｰﾄ) 距離 計算時間 U238 U235 Th232 使用場所合計 建屋別合計

(cm) (m) (h) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月)

N28-2 貯蔵 6.26E+01 6.3E+01

表-８(2) 管理区域境界 算定結果 (施設区分Ⅰ)

      直接放射線計算結果

238U 235U 232Th 遮蔽(ｺﾝｸﾘｰﾄ) 距離 計算時間 U238 U235 Th232 使用場所合計 建屋別合計

(cm) (m) (h) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月)

N9 化実Ⅱ 3.61E-06 4.4E-03

一時保管 2.19E-09 (汚染物との合計）

貯蔵 4.42E-03 3.6E+01

D10 化実Ⅰﾌｰﾄﾞ 9.20E+01 9.2E+01

一時保管 2.89E-08 (汚染物との合計）

貯蔵 1.11E-05 9.9E+01

N6 作業室 3.85E+02 3.8E+02

貯蔵 2.44E-09

N15 使用 4.37E-05 4.63E-05

貯蔵 2.66E-06

N28-1 貯蔵 1.51E+01 1.5E+01

対象施設 数量(g) 直接放射線計算条件

対象施設 数量(g) 直接放射線計算条件

 

 

 

表８(3) 管理区域境界 算定結果 (汚染物)

      直接放射線計算結果

Sb-125 Cs-134 Cs-137 Co-60 Eu-154 遮蔽(ｺﾝｸﾘｰﾄ) 距離 計算時間 Sb-125 Cs-134 Cs-137 Co-60 Eu-154 使用場所合計 建屋別合計

(cm) (m) (h) (μSv/3ｶ月) (μSv/3ｶ月)

N9 化実Ⅱ 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04 51 37.0 6 62E-03 1.16E-03 5.73E-03 3.09E-04 1 20E-06 1.4E-02

貯蔵 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04 10 8.4 2 57E-01 4.49E-02 3.51E+01 2.87E-01 1.93E-02 3.6E+01 3.6E+01

D10 化実Ⅰﾌｰﾄﾞ 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04 0 17 3.13E-02 5.48E-03 6.74E+00 5.28E-02 4.18E-03 6.8E+00

貯蔵 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04 65 17 6 27E-02 1.10E-02 1.22E-02 5.88E-04 1.98E-05 8.6E-02 6.9E+00

500

対象施設 放射能量（Bq) 直接放射線計算条件

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため
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変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

1.3 周辺監視区域に係る評価 

 

周辺監視区域境界に対する評価は、施設区分Ⅱ N28-2 保管管理室からの寄与を算定するが、周辺監視区域内にあるその他の施設で取り扱わ

れる核燃料物質(貯蔵含む)からの寄与も合算し、総合的に評価する。 

又、施設区分Ⅰの対象施設からの寄与は、外部被ばく（直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝ）による線量寄与と内部被ばく（施設から放出される排気、排水中

の核燃料物質）からの寄与があり、これらも個々に評価した。 

施設区分Ⅱと施設区分Ⅰの各施設からの寄与を算定した結果、寄与が最大となるのは N9 裏の事業所北側境界点である。 

 

    使用施設  外部被ばく（直接線及びｽｶｲｼｬｲﾝ）           2.2×10-2 mSv/年 

              内部被ばく（排気中放射性物質の寄与）          1.9×10-3 mSv/年 

              内部被ばく（排水中放射性物質の寄与）          6.8×10-2 mSv/年 

   

これらの合計値は 0.092 mSv/年であり、公衆の線量限度(1mSv/年) を下回っており、問題はない。 

   

  算定評価に係わる詳細を「1.3.1 直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝに係わる評価」と｢1.3.2 放出される排水に係わる評価｣、｢ 1.3.3 放出される排気に係わる評

価｣とし、各評価の合算を｢ 1.3.4 放射線と排気、排水寄与の総合評価｣として示す。 

 

 

1.3.1 外部被ばく（直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝ）に係わる評価 

 

  周辺監視区域における外部被ばくに係る評価は、直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝによる線量寄与を、周辺監視区域境界の四方向(東、西、南、北)に

評価点を設定し、使用の目的①～⑨に係わる各施設からの寄与を算定評価した。 

 各評価点を 図-7 周辺監視区域評価点 として示す。 又、各施設内で取り扱われる核燃料物質の量は、施設区分Ⅰ（その他の施設）についても各使

用施設の一日最大使用数量である「表-2 各使用施設の使用数量」が取り扱われ、年間予定使用数量である先の｢表-3(2) 貯蔵施設の最大保管数量 

（施設区分Ⅰ）｣が貯蔵施設に貯蔵されたとし、算定した。 

 

 

1.3.1.1 直接放射線による線量寄与 

 

  直接放射線による周辺監視区域境界評価点への寄与は、前記した各使用施設、貯蔵施設からの寄与を線源(核燃料物質)と評価点間距

離、遮蔽物による減衰を考慮して評価した。 算定評価に係わる計算は、先の｢ 1.1.1 外部被ばくに係わる算定 ｣で示した｢ 表-1 線量換算

定数 ｣と、「放射線施設の遮へい計算実務マニュアル 2007 財団法人原子力安全技術センター」記載の「1.2γ線（X 線）のしゃへい計算方

法」 から引用した次式を用いた。 

 

     Ｉ = Ａ × Ｓ ×  10-6 × Г１ｃｍ ×D  … 式-3 

 

                Ｉ   ：１m 位置おける線量率(μSv/h at 1m) 

                Ａ   ：数量(g) （汚染物は数量(Bq)） 

                 Ｓ   ：比放射能量(Bq/g) （汚染物は１を置く） 

 10-6   : BqからMBqへの換算 

                Г１ｃｍ  ：実効線量率定数(μSv･m
２
･MBq

－１
･h

－１
) 

Ｄ   ：実効線量透過率 

 

 

ここで、当該核種の実効線量透過率が与えられていない場合、「放射線施設の遮へい計算実務マニュアル 2007 財団法人原子力安

全技術センター」記載の「1.2γ線（X 線）のしゃへい計算方法」に従って、実行線量換算係数と実効線量透過率を用いて、実効線量率をも

とめた後、実効線量透過率を算出した。 

 

1.3 周辺監視区域に係る評価 

 

周辺監視区域境界に対する評価は、施設区分Ⅱ N28-2 保管管理室からの寄与を算定するが、周辺監視区域内にあるその他の施設で取り扱

われる核燃料物質(貯蔵含む)からの寄与も合算し、総合的に評価する。 

又、施設区分Ⅰの対象施設からの寄与は、外部被ばく（直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝ）による線量寄与と内部被ばく（施設から放出される排気、排水中

の核燃料物質）からの寄与があり、これらも個々に評価した。 

施設区分Ⅱと施設区分Ⅰの各施設からの寄与を算定した結果、寄与が最大となるのは N9 裏の事業所北側境界点である。 

 

    使用施設  外部被ばく（直接線及びｽｶｲｼｬｲﾝ）           2.2×10-2 mSv/年 

              内部被ばく（排気中放射性物質の寄与）          2.8×10-3 mSv/年 

              内部被ばく（排水中放射性物質の寄与）          6.8×10-2 mSv/年 

   

これらの合計値は 0.093 mSv/年であり、公衆の線量限度(1mSv/年) を下回っており、問題はない。 

   

  算定評価に係わる詳細を「1.3.1 直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝに係わる評価」と｢1.3.2 放出される排水に係わる評価｣、｢ 1.3.3 放出される排気に係わる評

価｣とし、各評価の合算を｢ 1.3.4 放射線と排気、排水寄与の総合評価｣として示す。 

 

 

1.3.1 外部被ばく（直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝ）に係わる評価 

 

  周辺監視区域における外部被ばくに係る評価は、直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝによる線量寄与を、周辺監視区域境界の四方向(東、西、南、北)に

評価点を設定し、使用の目的①～⑨に係わる各施設からの寄与を算定評価した。 

 各評価点を 図-7 周辺監視区域評価点 として示す。 又、各施設内で取り扱われる核燃料物質の量は、施設区分Ⅰ（その他の施設）についても各使

用施設の一日最大使用数量である「表-2 各使用施設の使用数量」が取り扱われ、年間予定使用数量である先の｢表-3(2) 貯蔵施設の最大保管数量 

（施設区分Ⅰ）｣が貯蔵施設に貯蔵されたとし、算定した。 

 

 

1.3.1.1 直接放射線による線量寄与 

 

  直接放射線による周辺監視区域境界評価点への寄与は、前記した各使用施設、貯蔵施設からの寄与を線源(核燃料物質)と評価点間距

離、遮蔽物による減衰を考慮して評価した。 算定評価に係わる計算は、先の｢ 1.1.1 外部被ばくに係わる算定 ｣で示した｢ 表-1 線量換

算定数 ｣と、「放射線施設の遮へい計算実務マニュアル 2007 財団法人原子力安全技術センター」記載の「1.2γ線（X 線）のしゃへい計

算方法」 から引用した次式を用いた。 

 

     Ｉ = Ａ × Ｓ ×  10-6 × Г１ｃｍ ×D  … 式-3 

 

                Ｉ   ：１m 位置おける線量率(μSv/h at 1m) 

                Ａ   ：数量(g) （汚染物は数量(Bq)） 

                 Ｓ   ：比放射能量(Bq/g) （汚染物は１を置く） 

 10-6   : BqからMBqへの換算 

                Г１ｃｍ  ：実効線量率定数(μSv･m
２
･MBq

－１
･h

－１
) 

Ｄ   ：実効線量透過率 

 

 

ここで、当該核種の実効線量透過率が与えられていない場合、「放射線施設の遮へい計算実務マニュアル 2007 財団法人原子力安

全技術センター」記載の「1.2γ線（X 線）のしゃへい計算方法」に従って、実行線量換算係数と実効線量透過率を用いて、実効線量率をも

とめた後、実効線量透過率を算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記訂正 

 

 

誤記訂正 
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      Ｒ(mSv/h) ＝ Ｉ ×10
-3

  × ｒ-2 × W     … 式-4 

 

                 Ｒ  ： 評価点での線量 

             W :  評価時間(h) 

使用施設   2080(h) ＝ 40(d/w)×52(w/y)   

                     貯蔵施設他  8760(h) ＝ 24(h/d)×365(d/y) 

 

          各評価点での計算条件(遮蔽厚、距離等)と算定結果を次表に示す。 

表-9(1.1)  直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅱ： N６裏 東側）
      直接放射線計算結果

遮蔽 距離 計算時間 U238 U235 Th232 合計

(cm) (m) (h) (mSv/Y) (mSv/Y) (mSv/Y) (mSv/Y)

表-９(1.2) 直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅰ： N６裏 東側）

遮蔽 距離 計算時間

(cm) (m) (h)

N9 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

D10 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

N6

N15

N9 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

D10 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

N6

N15

N9(一時保管)

D10(一時保管)

N28-1

N9 4.5E-07 1.2E-07 1.5E-04 2.4E-06 1.3E-07

D10 4.1E-08 1.5E-08 1.8E-05 5.0E-07 2.5E-08 1.7E-04

N6

N15

N9 6.9E-25 8.9E-21 3.6E-09 3.4E-11 2.1E-11

D10 1.9E-10 2.3E-10 1.5E-07 2.8E-08 1.2E-09 9.2E-07 3.6E-04

N6

N15

N9(一時保管) (N28-2との合算）

D10(一時保管) 1.9E-04 1.1E-03

N28-1

対象施設

数量(g) 直接放射線計算条件

238U 235U 232Th

N28-2 7.2E-04

対象施設

数量(g) 汚染物放射能量（Bq) 直接放射線計算条件

238U 235U 232Th Sb-125 Cs-134 Cs-137 Co-60 Eu-154

Eu-154 合計

使
用
施
設

貯
蔵
施
設

対象施設

      直接放射線計算結果  (mSv/Y)

使
用
施
設

貯
蔵
施
設
他

238U 235U 232Th Sb-125 Cs-134 Cs-137 Co-60

 

 

 

 

                  

 

      Ｒ(mSv/h) ＝ Ｉ ×10
-3

  × ｒ-2 × W     … 式-4 

 

                 Ｒ  ： 評価点での線量 

             W :  評価時間(h) 

使用施設   2080(h) ＝ 40(d/w)×52(w/y)   

                     貯蔵施設他  8760(h) ＝ 24(h/d)×365(d/y) 

 

          各評価点での計算条件(遮蔽厚、距離等)と算定結果を次表に示す。 

表9(1.1)  直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅱ： N６裏 東側）
      直接放射線計算結果

遮蔽 距離 計算時間 U238 U235 Th232 合計

(cm) (m) (h) (mSv/Y) (mSv/Y) (mSv/Y) (mSv/Y)

表９(1.2) 直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅰ： N６裏 東側）

遮蔽 距離 計算時間

(cm) (m) (h)

N9 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

D10 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

N6

N15

N9 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

D10 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

N6

N15

N9(一時保管

D10(一時保管

N28-1

N9 4.5E-07 1.2E-07 1.5E-04 2.4E-06 1.3E-07

D10 4.1E-08 1.5E-08 1.8E-05 5.0E-07 2.5E-08 1.7E-04

N6

N15

N9 6.9E-25 8.9E-21 3.6E-09 3.4E-11 2.1E-11

D10 1.9E-10 2.3E-10 1.5E-07 2.8E-08 1.2E-09 9.2E-07 3.6E-04

N6

N15

N9(一時保管 (N28-2との合算）

D10(一時保管 1.9E-04 1.1E-03

N28-1

使
用
施
設

貯
蔵
施
設
他

238U 235U 232Th Sb-125 Cs-134 Cs-137 Co-60 Eu-154 合計

使
用
施
設

貯
蔵
施
設

対象施設

      直接放射線計算結果  (mSv/Y)

238U 235U 232Th Sb-125 Cs-134 Cs-137 Co-60 Eu-154

N28-2 7.2E-04

対象施設

数量(g) 汚染物放射能量（Bq) 直接放射線計算条件

対象施設

数量(g) 直接放射線計算条件

238U 235U 232Th

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため

変更 
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表-９(2.1) 直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅱ： 国道側 南側）

遮蔽 距離 計算時間 U238 U235 Th232

(cm) (m) (h) (mSv/Y) (mSv/Y) (mSv/Y)

表-9(2.2) 直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅰ： 国道側 南側）

遮蔽 距離 計算時間

(cm) (m) (h)

N9 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

D10 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

N6

N15

N9 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

D10 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

N6

N15

N9(一時保管)

D10(一時保管)

N28-1

N9 4.4E-10 2.4E-10 2.5E-07 1.3E-08 6.1E-10

D10 3.2E-06 5.5E-07 6.8E-04 5.3E-06 4.2E-07 9.3E-04

N6

N15

N9 1.3E-21 1.1E-18 1.0E-09 9.6E-12 6.0E-12

D10 1.1E-07 4.2E-08 5.0E-05 1.4E-06 6.8E-08 5.1E-05 1.0E-03

N6

N15

N9(一時保管 (N28-2との合算）

D10(一時保管 3.4E-05 1.1E-03

N28-1

対象施設

数量(g) 直接放射線計算条件 直接放射線計算結果

238U

直接放射線計算条件

238U

貯
蔵
施
設
他

Co-60 Eu-154 合計

使
用
施
設

235U 232Th
合計

N28-2 1.3E-04

対象施設

数量(g) 汚染物放射能量（Bq)

232Th Sb-125

235U 232Th Sb-125 Cs-134 Cs-137 Co-60 Eu-154

Cs-134 Cs-137

使
用
施
設

貯
蔵
施
設
他

対象施設

      直接放射線計算結果  (mSv/Y)

238U 235U

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表９(2.1) 直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅱ： 国道側 南側）

遮蔽 距離 計算時間 U238 U235 Th232

(cm) (m) (h) (mSv/Y) (mSv/Y) (mSv/Y)

表9(2.2) 直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅰ： 国道側 南側）

遮蔽 距離 計算時間

(cm) (m) (h)

N9 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

D10 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

N6

N15

N9 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

D10 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

N6

N15

N9(一時保管

D10(一時保管

N28-1

N9 4.4E-10 2.4E-10 2.5E-07 1.3E-08 6.1E-10

D10 3.2E-06 5.5E-07 6.8E-04 5.3E-06 4.2E-07 9.3E-04

N6

N15

N9 1.3E-21 1.1E-18 1.0E-09 9.6E-12 6.0E-12

D10 1.1E-07 4.2E-08 5.0E-05 1.4E-06 6.8E-08 5.1E-05 1.0E-03

N6

N15

N9(一時保管 (N28-2との合算）

D10(一時保管 3.4E-05 1.1E-03

N28-1

Cs-134 Cs-137

使
用
施
設

貯
蔵
施
設
他

対象施設

      直接放射線計算結果  (mSv/Y)

238U 235U

Sb-125 Cs-134 Cs-137 Co-60 Eu-154

235U 232Th
合計

N28-2 1.3E-04

対象施設

数量(g) 汚染物放射能量（Bq)

238U

貯
蔵
施
設
他

Co-60 Eu-154 合計

使
用
施
設

232Th Sb-125

235U 232Th

対象施設

数量(g) 直接放射線計算条件 直接放射線計算結果

238U

直接放射線計算条件

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため

変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため

変更 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

表-９(3.1) 直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅱ： N１３裏 西側）

遮蔽 距離 計算時間 U238 U235 Th232

(cm) (m) (h) (mSv/Y) (mSv/Y) (mSv/Y)

表-９(3.2) 直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅰ： N１３裏 西側）

遮蔽 距離 計算時間

(cm) (m) (h)

N9 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

D10 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

N6

N15

N9 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

D10 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

N6

N15

N9(一時保管)

D10(一時保管)

N28-1

N9 6.0E-10 3.3E-10 3.1E-08 3.2E-09 1.4E-10

D10 4.2E-06 7.3E-07 9.0E-04 7.0E-06 5.6E-07 1.2E-03

N6

N15

N9 7.6E-16 1.3E-14 2.9E-03 2.3E-05 1.6E-06

D10 1.3E-08 6.5E-09 4.8E-08 9.0E-09 3.8E-10 2.9E-03 4.2E-03

N6

N15

N9(一時保管 (N28-2との合算）

D10(一時保管 4.7E-05 4.3E-03

N28-1

使
用
施
設

貯
蔵
施
設
他

対象施設

      直接放射線計算結果  (mSv/Y)

238U 235U 232Th Sb-125

Cs-134 Cs-137 Co-60 Eu-154

N28-2 1.8E-04

対象施設

数量(g) 汚染物放射能量（Bq) 直接放射線計算条件

238U 235U 232Th Sb-125

対象施設

数量(g) 直接放射線計算条件 直接放射線計算結果

238U 235U 232Th
合計

貯
蔵
施
設
他

Co-60 Eu-154 合計

使
用
施
設

Cs-134 Cs-137

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表９(3.1) 直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅱ： N１３裏 西側）

遮蔽 距離 計算時間 U238 U235 Th232

(cm) (m) (h) (mSv/Y) (mSv/Y) (mSv/Y)

表９(3.2) 直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅰ： N１３裏 西側）

遮蔽 距離 計算時間

(cm) (m) (h)

N9 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

D10 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

N6

N15

N9 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

D10 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

N6

N15

N9(一時保管

D10(一時保管

N28-1

N9 6.0E-10 3.3E-10 3.1E-08 3.2E-09 1.4E-10

D10 4.2E-06 7.3E-07 9.0E-04 7.0E-06 5.6E-07 1.2E-03

N6

N15

N9 7.6E-16 1.3E-14 2.9E-03 2.3E-05 1.6E-06

D10 1.3E-08 6.5E-09 4.8E-08 9.0E-09 3.8E-10 2.9E-03 4.2E-03

N6

N15

N9(一時保管 (N28-2との合算）

D10(一時保 4.7E-05 4.3E-03

N28-1

使
用
施
設

貯
蔵
施
設
他

対象施設

      直接放射線計算結果  (mSv/Y)

238U 235U 232Th Sb-125

Cs-134 Cs-137 Co-60 Eu-154

N28-2 1.8E-04

対象施設

数量(g) 汚染物放射能量（Bq) 直接放射線計算条件

238U 235U 232Th Sb-125

対象施設

数量(g) 直接放射線計算条件 直接放射線計算結果

238U 235U 232Th
合計

貯
蔵
施
設
他

Co-60 Eu-154 合計

使
用
施
設

Cs-134 Cs-137

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため

変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため

変更 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

表-９(4.1)  直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅱ： N９裏 北側）

遮蔽 距離 計算時間 U238 U235 Th232

(cm) (m) (h) (mSv/Y) (mSv/Y) (mSv/Y)

表-９(4.2) 直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅰ： N９裏 北側）

遮蔽 距離 計算時間

(cm) (m) (h)

N9 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

D10 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

N6

N15

N9 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

D10 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

N6

N15

N9(一時保管)

D10(一時保管)

N28-1

N9 1.6E-10 1.3E-10 1.1E-07 1.2E-08 5.0E-10

D10 4.0E-06 6.9E-07 8.5E-04 6.7E-06 5.3E-07 1.2E-03

N6

N15

N9 6.3E-05 1.2E-05 1.4E-02 1.2E-04 7.7E-06

D10 4.6E-11 5.8E-11 3.7E-08 7.0E-09 2.9E-10 1.4E-02 1.5E-02

N6

N15

N9(一時保管 (N28-2との合算）

D10(一時保管 3.5E-05 2.2E-02

N28-1

N28-2 6.5E-03

直接放射線計算条件

Eu-154

数量(g) 汚染物放射能量（Bq)

貯
蔵
施
設
他

直接放射線計算結果

238U 235U 232Th
合計対象施設

数量(g)

Co-60

直接放射線計算条件

使
用
施
設

貯
蔵
施
設
他

使
用
施
設

対象施設

対象施設

238U 235U 232Th Sb-125 Cs-134 Cs-137 Co-60

      直接放射線計算結果  (mSv/Y)

238U 235U 232Th Sb-125 Cs-134 Cs-137 Eu-154 合計

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表９(4.1)  直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅱ： N９裏 北側）

遮蔽 距離 計算時間 U238 U235 Th232

(cm) (m) (h) (mSv/Y) (mSv/Y) (mSv/Y)

表９(4.2) 直接線の周辺監視区域境界への寄与（施設区分Ⅰ： N９裏 北側）

遮蔽 距離 計算時間

(cm) (m) (h)

N9 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

D10 3.0E+05 1.5E+04 5.0E+07 1.0E+05 1.5E+04

N6

N15

N9 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

D10 6.0E+05 3.0E+04 1.0E+08 2.0E+05 3.0E+04

N6

N15

N9(一時保管

D10(一時保管

N28-1

N9 1.6E-10 1.3E-10 1.1E-07 1.2E-08 5.0E-10

D10 4.0E-06 6.9E-07 8.5E-04 6.7E-06 5.3E-07 1.2E-03

N6

N15

N9 6.3E-05 1.2E-05 1.4E-02 1.2E-04 7.7E-06

D10 4.6E-11 5.8E-11 3.7E-08 7.0E-09 2.9E-10 1.4E-02 1.5E-02

N6

N15

N9(一時保管 (N28-2との合算

D10(一時保管 3.5E-05 2.2E-02

N28-1

Sb-125 Cs-134 Cs-137 Eu-154 合計

238U 235U 232Th Sb-125 Cs-134 Cs-137 Co-60

使
用
施
設

貯
蔵
施
設
他

使
用
施
設

対象施設

対象施設

      直接放射線計算結果  (mSv/Y)

238U 235U 232Th

貯
蔵
施
設
他

直接放射線計算結果

238U 235U 232Th
合計対象施設

数量(g)

Co-60

直接放射線計算条件

N28-2 6.5E-03

直接放射線計算条件

Eu-154

数量(g) 汚染物放射能量（Bq)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため

変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験終了のため

変更 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

1.3.1.2 ｽｶｲｼｬｲﾝによる線量寄与 

  ｽｶｲｼｬｲﾝによる周辺監視区域境界評価点への寄与は、前記した｢ 1.3.1.1 直接放射線による線量寄与 ｣と同様の貯蔵量( ｢表-3 貯蔵施

設の最大貯蔵数量 ｣)が各施設にあるとして評価した。 

 算定は、以下に示す一回散乱近似法により行った。 

                                                                                 

      Sa= (S･ω)/(4･π･X･10
２
) x N x (dσ/dy) x (ψ２-ψ１) x (π-ψ２/2-ψ１/2-φ１) … 式-6 

 

 

Sa     : Ａ点におけるガンマ線のﾌﾙｴﾝｽ率(cm
－２

･s
－１

) 

S      : 線源Ｓより放出される毎秒当たりのガンマ線の個数 

 

Ｓ  = 放射能（Ｂｑ）×ｶﾞﾝﾏ線の放出割合 

 

ω     : 立体角(Sr:ｽﾃﾗｼﾞｱﾝ) 

N      : 空気1cm
３
に含まれる電子数 3.6x10

２０
                                 

μ     : 線減弱係数(cm
－１

) 

ｔ     : 厚さ(cm) 

(dσ/dy) : ｺﾝﾌﾟﾄﾝ散乱の微分断面積 

                                               

(dσ/dy)= 

(r０
２
/2)×(1/(1+α(1-COSθ))

２
×(1+COS

２
θ+(α

２
(1-COSθ)

２
)/(1+α(1-COSθ)))   

α=hν０/m０c
２
=1.96E０   E０は入射エネルギー(MeV) 

r０=e
２
/m０c

２
=2.818×10

－１３
cm                                                 

θ   :ｺﾝﾌﾟﾄﾝ散乱角                                                        

X    :線源と計算点Ａとの距離(m) 

ψ１,ψ２,φ１ :図示ラジアン単位の角度 

 

HＳ= Sa × 換算係数 ×Ｄ×8760×10-3   … 式-7              

 

HＳ : ｽｶｲｼｬｲﾝ線量率(mSv/y)                                            

換算係数 : 66KeV(1.85×10
－３

) 157KeV(3.38×10
－３

) 584KeV(1.21×10
－２

)               

   Ｄ ： 減衰率  Ｄ＝ exp (-μ×t) 

                     μ：減衰係数(cm-1) 

                t：遮蔽壁厚(cm)：ｺﾝｸﾘｰﾄ 

8760   ：  24(h/d)×365(d/y) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各評価点での計算条件(遮蔽厚、距離等)と算定結果を次表に示す。 

 

 

 

1.3.1.2 ｽｶｲｼｬｲﾝによる線量寄与 

  ｽｶｲｼｬｲﾝによる周辺監視区域境界評価点への寄与は、前記した｢ 1.3.1.1 直接放射線による線量寄与 ｣と同様の貯蔵量( ｢表-3 貯蔵

施設の最大貯蔵数量 ｣)が各施設にあるとして評価した。 

 算定は、以下に示す一回散乱近似法により行った。 

                                                                                 

      Sa= (S･ω)/(4･π･X･10
２
) x N x (dσ/dy) x (ψ２-ψ１) x (π-ψ２/2-ψ１/2-φ１) … 式-6 

 

 

Sa     : Ａ点におけるガンマ線のﾌﾙｴﾝｽ率(cm
－２

･s
－１

) 

S      : 線源Ｓより放出される毎秒当たりのガンマ線の個数 

 

Ｓ  = 放射能（Ｂｑ）×ｶﾞﾝﾏ線の放出割合 

 

ω     : 立体角(Sr:ｽﾃﾗｼﾞｱﾝ) 

N      : 空気1cm
３
に含まれる電子数 3.6x10

２０
                                 

μ     : 線減弱係数(cm
－１

) 

ｔ     : 厚さ(cm) 

(dσ/dy) : ｺﾝﾌﾟﾄﾝ散乱の微分断面積 

                                               

(dσ/dy)= 

(r０
２
/2)×(1/(1+α(1-COSθ))

２
×(1+COS

２
θ+(α

２
(1-COSθ)

２
)/(1+α(1-COSθ)))   

α=hν０/m０c
２
=1.96E０   E０は入射エネルギー(MeV) 

r０=e
２
/m０c

２
=2.818×10

－１３
cm                                                 

θ   :ｺﾝﾌﾟﾄﾝ散乱角                                                        

X    :線源と計算点Ａとの距離(m) 

ψ１,ψ２,φ１ :図示ラジアン単位の角度 

 

HＳ= Sa × 換算係数 ×Ｄ×8760×10-3   … 式-7              

 

HＳ : ｽｶｲｼｬｲﾝ線量率(mSv/y)                                            

換算係数 : 66KeV(1.85×10
－３

) 157KeV(3.38×10
－３

) 584KeV(1.21×10
－２

)               

   Ｄ ： 減衰率  Ｄ＝ exp (-μ×t) 

                     μ：減衰係数(cm-1) 

                t：遮蔽壁厚(cm)：ｺﾝｸﾘｰﾄ 

8760   ：  24(h/d)×365(d/y) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各評価点での計算条件(遮蔽厚、距離等)と算定結果を次表に示す。 

 

 

 

 

 

変更なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

θ 

ω 

Ａ 

Ｘ 

φ1 

Ψ2 

Ψ1

θ 

ω 

Ａ 

Ｘ 

φ1 

Ψ2 

Ψ1
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

表－１０（１） スカイシャインの周辺監視区域境界への寄与（その１）

r0^2/2 U238 U235 Th232 Co60 Cs137

U238 U235 Th232 Co60 Cs137 U238 U235 Th232 Co60 Cs137 U238 U235 Th232 Co60 Cs137

北側 0.15 0.29 2.12 1.52 1.2E-26 1.7E-26

南側 0.16 0.31 2.06 1.51 1.3E-26 1.8E-26

西側 0.11 0.23 2.40 1.60 1.0E-26 1.5E-26

東側 0.11 0.22 2.43 1.61 1.0E-26 1.4E-26

北側 0.10 0.21 2.50 1.64 9.8E-27 1.4E-26

南側 0.10 0.21 2.52 1.64 9.8E-27 1.4E-26

西側 0.09 0.20 2.62 1.68 9.5E-27 1.3E-26

東側 0.08 0.19 2.76 1.75 9.1E-27 1.3E-26

北側

南側 0.069 0.174 0.904 1.25 0.667 4.0E-26

西側

東側

北側

南側

西側

東側

北側

南側

西側

東側

北側

南側

西側

東側

Ｎ２８－１

Ｎ２８－２

Ｎ９

Ｄ１０

Ｎ６

Ｎ１５

評価点

     ガンマ線エネルギー ｺﾝﾌﾟﾄﾝ散乱の微分断面積

(MeV)        1/(1+α(1-COSθ))^2 (1+COS^2θ+(α^2(1-COSθ)^2)/1+α(1-COSθ)))             計算結果(dσ/dy)

 

 

 

 

表１０（１） スカイシャインの周辺監視区域境界への寄与（その１）

r0^2/2 U238 U235 Th232 Co60 Cs137

U238 U235 Th232 Co60 Cs137 U238 U235 Th232 Co60 Cs137 U238 U235 Th232 Co60 Cs137

北側 0.15 0.29 2.12 1.52 1.2E-26 1.7E-26

南側 0.16 0.31 2.06 1.51 1.3E-26 1.8E-26

西側 0.11 0.23 2.40 1.60 1.0E-26 1.5E-26

東側 0.11 0.22 2.43 1.61 1.0E-26 1.4E-26

北側 0.10 0.21 2.50 1.64 9.8E-27 1.4E-26

南側 0.10 0.21 2.52 1.64 9.8E-27 1.4E-26

西側 0.09 0.20 2.62 1.68 9.5E-27 1.3E-26

東側 0.08 0.19 2.76 1.75 9.1E-27 1.3E-26

北側

南側 0.069 0.174 0.904 1.25 0.667 4.0E-26

西側

東側

北側

南側

西側

東側

北側

南側

西側

東側

北側

南側

西側

東側

評価点

     ガンマ線エネルギー ｺﾝﾌﾟﾄﾝ散乱の微分断面積

(MeV)        1/(1+α(1-COSθ))^2 (1+COS^2θ+(α^2(1-COSθ)^2)/1+α(1-COSθ)))             計算結果(dσ/dy)

Ｎ２８－１

Ｎ２８－２

Ｎ９

Ｄ１０

Ｎ６

Ｎ１５

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

表－１０（２） スカイシャインの周辺監視区域境界への寄与（その２）

高さ 幅 距離 面積 半径 ω ψ1 ψ2 φ θ 散乱後のγ線エネルギー 換算係数(μSv/h)

(cm) (cm) (m) A a U238 U235 Th232 Co60 Cs137 U238 U235 Th232 Co60 Cs137

北側 435 390 56 7.0E+04 149.5 0.341 1.149 1.993 0.078 70.302 0.0630 0.1420 0.4160 0.7700 0.7680

南側 435 390 150 7.0E+04 149.5 0.341 1.149 1.993 0.029 67.494 0.0640 0.1440 0.4320 0.8270 0.8240

西側 435 180 123 7.0E+04 149.5 0.341 1.367 1.775 0.035 80.329 0.0620 0.1360 0.3650 0.6130 0.6120

東側 435 180 80 7.0E+04 149.5 0.341 1.367 1.775 0.054 81.417 0.0620 0.1350 0.3610 0.6000 0.5980 1.8E-03 3.4E-03 1.2E-02 2.2E-02 1.3E-02

北側 850 330 108 8.3E+04 162.1 0.111 1.379 1.763 0.079 83.537 0.0620 0.1340 0.3510 0.3940 0.3090

南側 850 330 97 8.3E+04 162.1 0.111 1.379 1.763 0.087 83.996 0.0620 0.1330 0.3500 0.3910 0.3070

西側 850 250 95 8.3E+04 162.1 0.111 1.425 1.717 0.089 86.746 0.0610 0.1320 0.3380 0.3780 0.2990

東側 850 250 54 8.3E+04 162.1 0.111 1.425 1.717 0.156 90.585 0.0610 0.1290 0.3240 0.3600 0.2870

北側 400 820 107 3.9E+05 354.1 1.579 0.773 2.369 0.037 46.41 0.0660 0.1570 0.5830

南側 400 820 111 3.9E+05 354.1 1.579 0.773 2.369 0.036 46.352 0.0660 0.1570 0.5840

西側 400 480 123 3.9E+05 354.1 1.579 1.03 2.112 0.033 60.905 0.0650 0.1480 0.4730

東側 400 480 20 3.9E+05 354.1 1.579 1.03 2.112 0.197 70.302 0.0630 0.1420 0.4160

北側 1200 400 176 2.7E+05 294.2 0.181 1.406 1.736 0.068 84.454 0.0610 0.1330 0.3480

南側 1200 400 60 2.7E+05 294.2 0.181 1.406 1.736 0.197 91.845 0.0610 0.1290 0.3200

西側 1200 680 76 2.7E+05 294.2 0.181 1.295 1.847 0.157 83.193 0.0620 0.1340 0.3530

東側 1200 680 128 2.7E+05 294.2 0.181 1.295 1.847 0.093 79.527 0.0620 0.1360 0.3690

北側 365 380 33 2.6E+05 286.0 1.338 1.091 2.051 0.11 68.812 0.0640 0.1430 0.4240

南側 365 380 177 2.6E+05 286.0 1.338 1.091 2.051 0.021 63.713 0.0640 0.1460 0.4550

西側 365 677 150 2.6E+05 286.0 1.338 0.823 2.319 0.024 48.53 0.0660 0.1560 0.5660

東側 365 677 86 2.6E+05 286.0 1.338 0.823 2.319 0.042 49.561 0.0660 0.1550 0.5570

北側 850 385 26 2.7E+05 292.1 0.341 1.348 1.794 0.316 95.34 0.0600 0.1270 0.3080

南側 850 385 180 2.7E+05 292.1 0.341 1.348 1.794 0.047 79.928 0.0620 0.1360 0.3670

西側 850 695 157 2.7E+05 292.1 0.341 1.183 1.959 0.054 70.875 0.0630 0.1420 0.4130

東側 850 695 78 2.7E+05 292.1 0.341 1.183 1.959 0.109 74.026 0.0630 0.1400 0.3960

Ｎ１５

Ｎ２８－１

Ｎ２８－２

評価点

Ｎ９

Ｄ１０

Ｎ６

 

 

 

表１０（２） スカイシャインの周辺監視区域境界への寄与（その２）

高さ 幅 距離 面積 半径 ω ψ1 ψ2 φ θ 散乱後のγ線エネルギー 換算係数(μSv/h)

(cm) (cm) (m) A a U238 U235 Th232 Co60 Cs137 U238 U235 Th232 Co60 Cs137

北側 435 390 56 7.0E+04 149.5 0.341 1.149 1.993 0.078 70.302 0.0630 0.1420 0.4160 0.7700 0.7680

南側 435 390 150 7.0E+04 149.5 0.341 1.149 1.993 0.029 67.494 0.0640 0.1440 0.4320 0.8270 0.8240

西側 435 180 123 7.0E+04 149.5 0.341 1.367 1.775 0.035 80.329 0.0620 0.1360 0.3650 0.6130 0.6120

東側 435 180 80 7.0E+04 149.5 0.341 1.367 1.775 0.054 81.417 0.0620 0.1350 0.3610 0.6000 0.5980 1.8E-03 3.4E-03 1.2E-02 2.2E-02 1.3E-02

北側 850 330 108 8.3E+04 162.1 0.111 1.379 1.763 0.079 83.537 0.0620 0.1340 0.3510 0.3940 0.3090

南側 850 330 97 8.3E+04 162.1 0.111 1.379 1.763 0.087 83.996 0.0620 0.1330 0.3500 0.3910 0.3070

西側 850 250 95 8.3E+04 162.1 0.111 1.425 1.717 0.089 86.746 0.0610 0.1320 0.3380 0.3780 0.2990

東側 850 250 54 8.3E+04 162.1 0.111 1.425 1.717 0.156 90.585 0.0610 0.1290 0.3240 0.3600 0.2870

北側 400 820 107 3.9E+05 354.1 1.579 0.773 2.369 0.037 46.41 0.0660 0.1570 0.5830

南側 400 820 111 3.9E+05 354.1 1.579 0.773 2.369 0.036 46.352 0.0660 0.1570 0.5840

西側 400 480 123 3.9E+05 354.1 1.579 1.03 2.112 0.033 60.905 0.0650 0.1480 0.4730

東側 400 480 20 3.9E+05 354.1 1.579 1.03 2.112 0.197 70.302 0.0630 0.1420 0.4160

北側 1200 400 176 2.7E+05 294.2 0.181 1.406 1.736 0.068 84.454 0.0610 0.1330 0.3480

南側 1200 400 60 2.7E+05 294.2 0.181 1.406 1.736 0.197 91.845 0.0610 0.1290 0.3200

西側 1200 680 76 2.7E+05 294.2 0.181 1.295 1.847 0.157 83.193 0.0620 0.1340 0.3530

東側 1200 680 128 2.7E+05 294.2 0.181 1.295 1.847 0.093 79.527 0.0620 0.1360 0.3690

北側 365 380 33 2.6E+05 286.0 1.338 1.091 2.051 0.11 68.812 0.0640 0.1430 0.4240

南側 365 380 177 2.6E+05 286.0 1.338 1.091 2.051 0.021 63.713 0.0640 0.1460 0.4550

西側 365 677 150 2.6E+05 286.0 1.338 0.823 2.319 0.024 48.53 0.0660 0.1560 0.5660

東側 365 677 86 2.6E+05 286.0 1.338 0.823 2.319 0.042 49.561 0.0660 0.1550 0.5570

北側 850 385 26 2.7E+05 292.1 0.341 1.348 1.794 0.316 95.34 0.0600 0.1270 0.3080

南側 850 385 180 2.7E+05 292.1 0.341 1.348 1.794 0.047 79.928 0.0620 0.1360 0.3670

西側 850 695 157 2.7E+05 292.1 0.341 1.183 1.959 0.054 70.875 0.0630 0.1420 0.4130

東側 850 695 78 2.7E+05 292.1 0.341 1.183 1.959 0.109 74.026 0.0630 0.1400 0.3960

Ｎ１５

Ｎ２８－１

Ｎ２８－２

評価点

Ｎ９

Ｄ１０

Ｎ６

 
 

 

 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

表－１０（３） スカイシャインの周辺監視区域境界への寄与（その３）

天井

U238 U235 Th232 U238 U235 Th232 Co60 Cs137 U238 U235 Th232 Co60 Cs137 U238 U235 Th232 Co60 Cs137 厚さ U238 U235 Th232 Co60 Cs137 合計

(g) (g) (g) (Bq) (Bq) (Bq) (Bq) (Bq)  (個/s)  (個/s)  (個/s)  (個/s)  (個/s) (cm) (mSv/y) (mSv/y) (mSv/y) (mSv/y) (mSv/y)

北側 4.3E+08 5.0E+07 2.7E+04 2.9E+05 8.6E+08 5.0E+07 2.2E-06 1.9E-05 2.3E-02 1.9E-03 63 1.8E-05 8.3E-08 1.8E-05

南側 4.3E+08 5.0E+07 2.7E+04 2.9E+05 8.6E+08 5.0E+07 8.8E-07 7.8E-06 9.4E-03 7.8E-04 63 7.3E-06 3.4E-08 7.4E-06

西側 4.3E+08 5.0E+07 2.7E+04 2.9E+05 8.6E+08 5.0E+07 4.4E-07 3.8E-06 4.4E-03 3.6E-04 63 3.4E-06 1.6E-08 3.4E-06

東側 4.3E+08 5.0E+07 2.7E+04 2.9E+05 8.6E+08 5.0E+07 6.7E-07 5.6E-06 6.6E-03 5.4E-04 63 5.1E-06 2.4E-08 5.2E-06

北側 4.3E+08 5.0E+07 5.1E+07 2.2E+08 5.3E+05 8.6E+08 5.0E+07 2.8E-04 9.2E-04 1.0E-06 1.4E-03 1.2E-04 70 5.2E-07 1.8E-09 5.2E-07

南側 4.3E+08 5.0E+07 5.1E+07 2.2E+08 5.3E+05 8.6E+08 5.0E+07 3.1E-04 1.0E-03 1.2E-06 1.6E-03 1.3E-04 70 5.8E-07 2.0E-09 5.8E-07

西側 4.3E+08 5.0E+07 5.1E+07 2.2E+08 5.3E+05 8.6E+08 5.0E+07 2.3E-04 7.7E-04 8.7E-07 1.2E-03 9.7E-05 70 4.3E-07 1.5E-09 4.3E-07

東側 4.3E+08 5.0E+07 5.1E+07 2.2E+08 5.3E+05 8.6E+08 5.0E+07 3.9E-04 1.3E-03 1.4E-06 1.9E-03 1.6E-04 70 7.0E-07 2.4E-09 7.0E-07

北側 3.7E+06 7.2E+07 2.1E-03 3.6E-02 20 1.5E-05

南側 3.7E+06 7.2E+07 2.0E-03 3.5E-02 20 1.4E-05

西側 3.7E+06 7.2E+07 9.7E-04 1.6E-02 20 6.5E-06

東側 3.7E+06 7.2E+07 4.7E-03 7.4E-02 20 3.0E-05

北側 3.8E+03 1.2E+06 1.8E-08 4.4E-06 80 3.7E-16

南側 3.8E+03 1.2E+06 4.7E-08 1.1E-05 80 9.3E-16

西側 3.8E+03 1.2E+06 6.6E-08 1.6E-05 80 1.4E-15

東側 3.8E+03 1.2E+06 4.2E-08 1.1E-05 80 8.8E-16

北側 9.8E+07 4.1E+08 1.1E+07 6.1E-02 2.1E-01 2.6E-03 15 3.0E-04

南側 9.8E+07 4.1E+08 1.1E+07 1.3E-02 4.6E-02 5.7E-04 15 6.4E-05

西側 9.8E+07 4.1E+08 1.1E+07 3.0E-02 1.1E-01 1.6E-03 15 1.6E-04

東側 9.8E+07 4.1E+08 1.1E+07 5.1E-02 1.9E-01 2.7E-03 15 2.7E-04

北側 4.4E+07 4.3E+08 6.8E+07 2.9E-03 2.1E-02 1.5E-03 33 1.7E-06

南側 4.4E+07 4.3E+08 6.8E+07 5.4E-04 4.2E-03 3.1E-04 33 3.4E-07

西側 4.4E+07 4.3E+08 6.8E+07 1.2E-03 9.6E-03 7.2E-04 33 7.9E-07

東側 4.4E+07 4.3E+08 6.8E+07 2.2E-03 1.8E-02 1.3E-03 33 1.4E-06

Ｎ２８－２

被ばく線量当量

Ｎ９

Ｄ１０

Ｎ６

保管量(g) 放射能量 S γ線フルエンス率 (cm-2・s-1)

評価点

Ｎ１５

Ｎ２８－１

 

 

 

 

 

 

表１０（３） スカイシャインの周辺監視区域境界への寄与（その３）

天井

U238 U235 Th232 U238 U235 Th232 Co60 Cs137 U238 U235 Th232 Co60 Cs137 U238 U235 Th232 Co60 Cs137 厚さ U238 U235 Th232 Co60 Cs137 合計

(g) (g) (g) (Bq) (Bq) (Bq) (Bq) (Bq)  (個/s)  (個/s)  (個/s)  (個/s)  (個/s) (cm) (mSv/y) (mSv/y) (mSv/y) (mSv/y) (mSv/y)

北側 4.3E+08 5.0E+07 2.7E+04 2.9E+05 8.6E+08 5.0E+07 2.2E-06 1.9E-05 2.3E-02 1.9E-03 63 1.8E-05 8.3E-08 1.8E-05

南側 4.3E+08 5.0E+07 2.7E+04 2.9E+05 8.6E+08 5.0E+07 8.8E-07 7.8E-06 9.4E-03 7.8E-04 63 7.3E-06 3.4E-08 7.4E-06

西側 4.3E+08 5.0E+07 2.7E+04 2.9E+05 8.6E+08 5.0E+07 4.4E-07 3.8E-06 4.4E-03 3.6E-04 63 3.4E-06 1.6E-08 3.4E-06

東側 4.3E+08 5.0E+07 2.7E+04 2.9E+05 8.6E+08 5.0E+07 6.7E-07 5.6E-06 6.6E-03 5.4E-04 63 5.1E-06 2.4E-08 5.2E-06

北 4.3E+08 5.0E+07 5.1E+07 2.2E+08 5.3E+05 8.6E+08 5.0E+07 2.8E-04 9.2E-04 1.0E-06 1.4E-03 1.2E-04 70 5.2E-07 1.8E-09 5.2E-07

南 4.3E+08 5.0E+07 5.1E+07 2.2E+08 5.3E+05 8.6E+08 5.0E+07 3.1E-04 1.0E-03 1.2E-06 1.6E-03 1.3E-04 70 5.8E-07 2.0E-09 5.8E-07

西 4.3E+08 5.0E+07 5.1E+07 2.2E+08 5.3E+05 8.6E+08 5.0E+07 2.3E-04 7.7E-04 8.7E-07 1.2E-03 9.7E-05 70 4.3E-07 1.5E-09 4.3E-07

東 4.3E+08 5.0E+07 5.1E+07 2.2E+08 5.3E+05 8.6E+08 5.0E+07 3.9E-04 1.3E-03 1.4E-06 1.9E-03 1.6E-04 70 7.0E-07 2.4E-09 7.0E-07

北 3.7E+06 7.2E+07 2.1E-03 3.6E-02 20 1.5E-05

南 3.7E+06 7.2E+07 2.0E-03 3.5E-02 20 1.4E-05

西 3.7E+06 7.2E+07 9.7E-04 1.6E-02 20 6.5E-06

東 3.7E+06 7.2E+07 4.7E-03 7.4E-02 20 3.0E-05

北 3.8E+03 1.2E+06 1.8E-08 4.4E-06 80 3.7E-16

南 3.8E+03 1.2E+06 4.7E-08 1.1E-05 80 9.3E-16

西 3.8E+03 1.2E+06 6.6E-08 1.6E-05 80 1.4E-15

東 3.8E+03 1.2E+06 4.2E-08 1.1E-05 80 8.8E-16

北 9.8E+07 4.1E+08 1.1E+07 6.1E-02 2.1E-01 2.6E-03 15 3.0E-04

南 9.8E+07 4.1E+08 1.1E+07 1.3E-02 4.6E-02 5.7E-04 15 6.4E-05

西 9.8E+07 4.1E+08 1.1E+07 3.0E-02 1.1E-01 1.6E-03 15 1.6E-04

東 9.8E+07 4.1E+08 1.1E+07 5.1E-02 1.9E-01 2.7E-03 15 2.7E-04

北側 4.4E+07 4.3E+08 6.8E+07 2.9E-03 2.1E-02 1.5E-03 33 1.7E-06

南側 4.4E+07 4.3E+08 6.8E+07 5.4E-04 4.2E-03 3.1E-04 33 3.4E-07

西側 4.4E+07 4.3E+08 6.8E+07 1.2E-03 9.6E-03 7.2E-04 33 7.9E-07

東 4.4E+07 4.3E+08 6.8E+07 2.2E-03 1.8E-02 1.3E-03 33 1.4E-06

γ線フルエンス率 (cm-2・s-1)

評価点

Ｎ１５

Ｎ２８－１

Ｎ２８－２

被ばく線量当量

Ｎ９

Ｄ１０

Ｎ６

保管量(g) 放射能量 S

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

表10(4) ｽｶｲｼｬｲﾝの周辺監視区域境界への寄与(その 4) 

評価点 

線量当量寄与線量率（mSv/y) 

N6 裏（東側） N13 裏(西側) 国道側(南側） Ｎ９裏(北側) 

N9 5.2×10-６ 3.4×10-６ 7.4×10-６ 1.8×10-５ 

D10 7.0×10-７ 4.3×10-7 5.8×10-7 5.2×10-7 

N6 3.0×10-5 6.5×10-6 1.4×10-5 1.5×10-5 

N15 8.8×10-1６ 1.4×10-15 9.3×10-1６ 3.7×10-16 

N28-1 2.7×10-4 1.6×10-4 6.4×10-5 3.0×10-4 

N28-2 1.4×10-6 7.9×10-7 3.4×10-7 1.7×10-6 

合計 3.1×10-4 1.7×10-4 8.6×10-5 3.4×10-4 

 

1.3.1.3 直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝの合算 

  本項において外部被ばくを評価するため、先の｢1.3.1.1 直接放射線による線量寄与｣と｢1.3.1.2 ｽｶｲｼｬｲﾝによる線量寄与｣を合算する。 結

果を ｢表-11 直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝの合算結果｣ として下表に示す。 

 

表-11 直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝの合算結果 

 
直接線 ｽｶｲｼｬｲﾝ 合計 

(mSv/y) (mSv/y) (mSv/y) 

N6 裏（東側） 1.1×10-３ 3.1×10-４ 1.4×10-3 

N13 裏(西側) 4.3×10-3 1.7×10-4 4.5×10-3 

国道側(南側) 1.1×10-３ 8.6×10-5 1.2×10-3 

Ｎ９裏(北側) 2.2×10-２ 3.4×10-４ 2.2×10-２ 

上記の結果、直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝからの寄与の最大は、 N9 裏(北側)の 0.022(mSv/y)であるが、法令で定められる 1(mSv/y)をこえることはない。又、

次の｢1.3.2 放出される排水に係わる評価｣と｢1.3.3 放出される排気に係わる評価｣を本項の結果と合算し、｢1.3.4 放射線と排気、排水寄与の総合評価｣

として示す。 

 

 

 

 

 

 

表10(4) ｽｶｲｼｬｲﾝの周辺監視区域境界への寄与(その 4) 

評価点 

線量当量寄与線量率（mSv/y) 

N6 裏（東側） N13 裏(西側) 国道側(南側） Ｎ９裏(北側) 

N9 5.2×10-６ 3.4×10-６ 7.4×10-６ 1.8×10-５ 

D10 7.0×10-７ 4.3×10-7 5.8×10-7 5.2×10-7 

N6 3.0×10-5 6.5×10-6 1.4×10-5 1.5×10-5 

N15 8.8×10-1６ 1.4×10-15 9.3×10-1６ 3.7×10-16 

N28-1 2.7×10-4 1.6×10-4 6.4×10-5 3.0×10-4 

N28-2 1.4×10-6 7.9×10-7 3.4×10-7 1.7×10-6 

合計 3.1×10-4 1.7×10-4 8.6×10-5 3.4×10-4 

 

1.3.1.3 直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝの合算 

  本項において外部被ばくを評価するため、先の｢1.3.1.1 直接放射線による線量寄与｣と｢1.3.1.2 ｽｶｲｼｬｲﾝによる線量寄与｣を合算する。 結

果を ｢表11 直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝの合算結果｣ として下表に示す。 

 

表11 直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝの合算結果 

 
直接線 ｽｶｲｼｬｲﾝ 合計 

(mSv/y) (mSv/y) (mSv/y) 

N6 裏（東側） 1.1×10-３ 3.1×10-４ 1.4×10-3 

N13 裏(西側) 4.3×10-3 1.7×10-4 4.5×10-3 

国道側(南側) 1.1×10-３ 8.6×10-5 1.2×10-3 

Ｎ９裏(北側) 2.2×10-２ 3.4×10-４ 2.2×10-２ 

上記の結果、直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝからの寄与の最大は、 N9 裏(北側)の 0.022(mSv/y)であるが、法令で定められる 1(mSv/y)をこえることはない。又、

次の｢1.3.2 放出される排水に係わる評価｣と｢1.3.3 放出される排気に係わる評価｣を本項の結果と合算し、｢1.3.4 放射線と排気、排水寄与の総合評価｣

として示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

1.3.2 放出される排水に係わる評価 

   施設外へ放出される排水中の核燃料物質による周辺監視区域外への線量寄与（内部被ばく）は、先ず排水口における放射性物質の放出

濃度を計算した。この計算は、各使用施設において目的番号①～⑧に係る一日最大使用数量の内、「表-5 各使用施設における内部被ば

く評価時の使用数量」に示した、密封されていない核燃料物質が取り扱われ、この内の 1% が排水中に移行したとして(但し、目的番号③⑤

は、密封された核燃料物物質のみの取扱い(N15) 、及びウランを塊状で取扱う場合は、排水系へは移行しないとした）、排水口における放

射性物質の濃度を計算した。結果を以下に示す。 

  

        Ｎ９ ： ２．０×１０－２(mSv/y) 

        Ｄ１０： ４．８×１０－２(mSv/y) 

        合計： ６．８×１０－２(mSv/y) 

 

又、算定式は、次のとおり。 

     

Ｃ = Ｂ x Ｗ  x fa x Ｖ／Ｖ’ xｔ×ｙ×Ｖ-1 ･    … 式-8 

    ここで  

Ｃ : 排水口の放射性物質の濃度（Bq/cm3）  

Ｂ : 単位ｇ当たりの放射性物質の量（Bq/g） 

Ｗ : 一日最大使用数量（g） 

ｆa ： 排水中への移行率 

t   :  希釈率 

ｙ ：廃水処理装置除去率 

Ｖ : 貯水量（cm3） 

Ｖ’： 貯留量 (cm3) 

 

  

 

建屋名 

 

Ｎ９ 

 

Ｄ１０ 

 

混入率 

 

0.01 

 

0.01 

 

希釈率 

 

0.1 

 

0.1 

廃水処理装置除

去率 

 

0.1 

 

0.1 

 

貯留量（cm3） 

 

1×107 

作業者約 50 名 

程度 

 

4×106 

作業者約 20 名 

程度 

 

貯水量（cm3） 

 

 

20×106 

 

10×106 

* 希釈率：各希釈槽での希釈操作を評価上 10 倍希釈とし、その逆数 

* 貯留量：1 日当たりの貯留量 

* 貯水量：排水浄化槽のうち当該施設の排水浄化槽 1 基分とした 

 

評価算定結果を次表に示す。 

 

1.3.2 放出される排水に係わる評価 

   施設外へ放出される排水中の核燃料物質による周辺監視区域外への線量寄与（内部被ばく）は、先ず排水口における放射性物質の放

出濃度を計算した。この計算は、各使用施設において目的番号①～⑧に係る一日最大使用数量の内、「表-5 各使用施設における内部被

ばく評価時の使用数量」に示した、密封されていない核燃料物質が取り扱われ、この内の 1% が排水中に移行したとして(但し、目的番号

③⑤は、密封された核燃料物物質のみの取扱い(N15) 、及びウランを塊状で取扱う場合は、排水系へは移行しないとした）、排水口にお

ける放射性物質の濃度を計算した。結果を以下に示す。 

  

        Ｎ９ ： ２．０×１０－２(mSv/y) 

        Ｄ１０： ４．８×１０－２(mSv/y) 

        合計： ６．８×１０－２(mSv/y) 

 

又、算定式は、次のとおり。 

     

Ｃ = Ｂ x Ｗ  x fa x Ｖ／Ｖ’ xｔ×ｙ×Ｖ-1 ･    … 式-8 

    ここで  

Ｃ : 排水口の放射性物質の濃度（Bq/cm3）  

Ｂ : 単位ｇ当たりの放射性物質の量（Bq/g） 

Ｗ : 一日最大使用数量（g） 

ｆa ： 排水中への移行率 

t   :  希釈率 

ｙ ：廃水処理装置除去率 

Ｖ : 貯水量（cm3） 

Ｖ’： 貯留量 (cm3) 

 

  

 

建屋名 

 

Ｎ９ 

 

Ｄ１０ 

 

混入率 

 

0.01 

 

0.01 

 

希釈率 

 

0.1 

 

0.1 

廃水処理装置除

去率 

 

0.1 

 

0.1 

 

貯留量（cm3） 

 

1×107 

作業者約 50 名 

程度 

 

4×106 

作業者約 20 名 

程度 

 

貯水量（cm3） 

 

 

20×106 

 

10×106 

* 希釈率：各希釈槽での希釈操作を評価上 10 倍希釈とし、その逆数 

* 貯留量：1 日当たりの貯留量 

* 貯水量：排水浄化槽のうち当該施設の排水浄化槽 1 基分とした 

 

評価算定結果を次表に示す。 

 

 

 

変更なし 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

表-11(1) 排水口での放射能算定結果 (N9)
建屋 種類 年間使用数量 評価核種 存在比 核種数量 放射能量 排水口濃度 濃度限度 濃度限度比 合計

(g) (%) (g) (Bq) (Bq/cm3) (Bq/cm3)

2.0E-02

Sb-125 - - 3.00E+05 3.00E-06 4.0E-01 7.50E-06
Cs-134 - - 1.50E+04 1.50E-07 6.0E-02 2.50E-06
Cs-137 - - 5.00E+07 5.00E-04 9.0E-02 5.56E-03
Co-60 - - 1.00E+05 1.00E-06 2.0E-01 5.00E-06
Eu-154 - - 1.50E+04 1.50E-07 4.0E-01 3.75E-07

H-3 - - 3.50E+08 3.50E-03 2.0E+01 1.75E-04
C-14 - - 5.00E+05 5.00E-06 2.0E+00 2.50E-06

Ｎ９

汚染物

 

 

表11(1) 排水口での放射能算定結果 (N9)
建屋 種類 年間使用数量 評価核種 存在比 核種数量 放射能量 排水口濃度 濃度限度 濃度限度比 合計

(g) (%) (g) (Bq) (Bq/cm3) (Bq/cm3)

2.0E-02

Sb-125 - - 3.00E+05 3.00E-06 4.0E-01 7.50E-06
Cs-134 - - 1.50E+04 1.50E-07 6.0E-02 2.50E-06
Cs-137 - - 5.00E+07 5.00E-04 9.0E-02 5.56E-03
Co-60 - - 1.00E+05 1.00E-06 2.0E-01 5.00E-06
Eu-154 - - 1.50E+04 1.50E-07 4.0E-01 3.75E-07

H-3 - - 3.50E+08 3.50E-03 2.0E+01 1.75E-04
C-14 - - 5.00E+05 5.00E-06 2.0E+00 2.50E-06

Ｎ９

汚染物

 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

表-11(2) 排水口での放射能算定結果(D10)
建屋 種類 年間使用数量 評価核種 存在比 核種数量 放射能量 排水口濃度 濃度限度 濃度限度比 合計

(g) (%) (g) (Bq) (Bq/cm3) (Bq/cm3)

Ｄ１０

Sb-125 - - 3.00E+05 7.50E-06 4.00E-01 1.88E-05
Cs-134 - - 1.50E+04 3.75E-07 6.00E-02 6.25E-06
Cs-137 - - 5.00E+07 1.25E-03 9.00E-02 1.39E-02
Co-60 - - 1.00E+05 2.50E-06 2.00E-01 1.25E-05
Eu-154 - - 1.50E+04 3.75E-07 4.00E-01 9.38E-07

H-3 - - 3.50E+08 8.75E-03 2.00E+01 4.38E-04
C-14 - - 5.00E+05 1.25E-05 2.00E+00 6.25E-06

4.8E-02

汚染物

 

1.3.3 放出される排気に係わる評価 

施設外へ放出される排気中の核燃料物質による周辺監視区域外への線量寄与（内部被ばく）は、先ず排気口における放射性物質の放出

濃度を計算した。この計算は、各使用施設において目的番号①～⑧に係る一日最大使用数量の内、「表-5 各使用施設における内部被ば

く評価時の使用数量」に示した、密封されていない核燃料物質が取り扱われたとして(但し、目的番号③⑤は、密封された核燃料物物質のみ

の取扱い(N15) 、及びウランを塊状で取扱う場合は、排気系へは移行しないとした）、排気口における放射性物質の濃度を計算した。結

果を以下に示す。 

  

Ｎ９ ： ５．７×１０－４(mSv/y) 

       Ｄ１０： １．6×１０－３(mSv/y) 

       Ｎ６ ： ５．８×１０－４(mSv/y) 

   合計： ２．８×１０－３(mSv/y) 

 

 尚、計算にあたり、N9,D10 建屋の排気量は、安全側に評価するために、定格の 70%として評価した。 

又、算定式は、次のとおり。 

表11(2) 排水口での放射能算定結果(D10)
建屋 種類 年間使用数量 評価核種 存在比 核種数量 放射能量 排水口濃度 濃度限度 濃度限度比 合計

(g) (%) (g) (Bq) (Bq/cm3) (Bq/cm3)

Ｄ１０

Sb-125 - - 3.00E+05 7.50E-06 4.00E-01 1.88E-05
Cs-134 - - 1.50E+04 3.75E-07 6.00E-02 6.25E-06
Cs-137 - - 5.00E+07 1.25E-03 9.00E-02 1.39E-02
Co-60 - - 1.00E+05 2.50E-06 2.00E-01 1.25E-05
Eu-154 - - 1.50E+04 3.75E-07 4.00E-01 9.38E-07

H-3 - - 3.50E+08 8.75E-03 2.00E+01 4.38E-04
C-14 - - 5.00E+05 1.25E-05 2.00E+00 6.25E-06

4.8E-02

汚染物

 

1.3.3 放出される排気に係わる評価 

施設外へ放出される排気中の核燃料物質による周辺監視区域外への線量寄与（内部被ばく）は、先ず排気口における放射性物質の放出

濃度を計算した。この計算は、各使用施設において目的番号①～⑧に係る一日最大使用数量の内、「表-5 各使用施設における内部被ば

く評価時の使用数量」に示した、密封されていない核燃料物質が取り扱われたとして(但し、目的番号③⑤は、密封された核燃料物物質の

みの取扱い(N15) 、及びウランを塊状で取扱う場合は、排気系へは移行しないとした）、排気口における放射性物質の濃度を計算した。

結果を以下に示す。 

  

Ｎ９ ： ５．７×１０－４(mSv/y) 

       Ｄ１０： １．6×１０－３(mSv/y) 

       Ｎ６ ： ５．８×１０－４(mSv/y) 

   合計： ２．８×１０－３(mSv/y) 

 

 尚、計算にあたり、N9,D10 建屋の排気量は、安全側に評価するために、定格の 70%として評価した。 

又、算定式は、次のとおり。 

 

 

変更なし 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

  C = B x W x fa x fb x ( V x 8 )-1  ･･･… 式-9 

      但し  

C  : 排気口の放射性物質の濃度（Bq/cm3） 

B  : 単位g当たりの放射性物質の量(Bq/g) 

W  : 一日最大使用数量(g) 

fa : 飛散率 (h-1)  

fb : HEPA ﾌｨﾙﾀｰの除去率  

V : 使用施設の排気容量(cm3/h)  

8 : 一日の作業時間 (h/day) 

 

ここで式-9 での飛散率 fa は、使用する物、その状態、使用の方法によって決まり次の値*1が与えられている。 

ａ） 飛散率ｆａ(h-1) – 飛散に関わる各種の分類と飛散率 

第1 グループ：飛散しやすい核種  ( 3H､14C､35S 等 )  10-3 

第2 グループ：中程度の核種      ( 77As､103Ru､125I､131I､137Cs 等 ) 10-4 

第3 グループ：飛散しにくい核種  ( 22Na､32P､51Cr､198Au､201Tl 等 ) 10-7  

 

     放射性物質の状態や取扱行為により上記a）飛散率 fa を修飾する係数 

    ｂ） 状態・形態による係数  

粉末      ×10 

液体      ×1 

塊状      ×0.1 

 

    ｃ） 取扱行為による係数  

加熱             ×100 

化学反応､機械工作   ×10 

一般的操作         ×1 

静置              ×0.1 

 

*1 放射線安全管理の実際2 版（日本ｱｲｿﾄｰﾌﾟ協会）「参考資料７ 放射性物質の種々の取扱条件における飛散率 

の概算法（試験研究）」 

RADIO ISOTOPES 32.'83「放射性物質の種々の取扱い条件での飛散率の概算法」 

   東京都立ｱｲｿﾄｰﾌﾟ総合研究所、日本ｱｲｿﾄｰﾌﾟ協会ＲＩ飛散率試験委員会 

 

   又、HEPA ﾌｨﾙﾀｰによる除去効率は、99%として計算する。D10での塊状/加熱操作を行う設備 

（ ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ）には、設備排気口にもHEPA ﾌｨﾙﾀｰが設置されており、排気系の HEPA ﾌｨﾙﾀｰ 

を考慮し除去効率 99.99% として計算する。 

 算定評価の詳細を次表、｢ 表-12 排気口での算定結果 ｣ に示す。 

 

 

 

 

  C = B x W x fa x fb x ( V x 8 )-1  ･･･… 式-9 

      但し  

C  : 排気口の放射性物質の濃度（Bq/cm3） 

B  : 単位g当たりの放射性物質の量(Bq/g) 

W  : 一日最大使用数量(g) 

fa : 飛散率 (h-1)  

fb : HEPA ﾌｨﾙﾀｰの除去率  

V : 使用施設の排気容量(cm3/h)  

8 : 一日の作業時間 (h/day) 

 

ここで式-9 での飛散率 fa は、使用する物、その状態、使用の方法によって決まり次の値*1が与えられている。 

ａ） 飛散率ｆａ(h-1) – 飛散に関わる各種の分類と飛散率 

第1 グループ：飛散しやすい核種  ( 3H､14C､35S 等 )  10-3 

第2 グループ：中程度の核種      ( 77As､103Ru､125I､131I､137Cs 等 ) 10-4 

第3 グループ：飛散しにくい核種  ( 22Na､32P､51Cr､198Au､201Tl 等 ) 10-7  

 

     放射性物質の状態や取扱行為により上記a）飛散率 fa を修飾する係数 

    ｂ） 状態・形態による係数  

粉末      ×10 

液体      ×1 

塊状      ×0.1 

 

    ｃ） 取扱行為による係数  

加熱             ×100 

化学反応､機械工作   ×10 

一般的操作         ×1 

静置              ×0.1 

 

*1 放射線安全管理の実際2 版（日本ｱｲｿﾄｰﾌﾟ協会）「参考資料７ 放射性物質の種々の取扱条件における飛散率 

の概算法（試験研究）」 

RADIO ISOTOPES 32.'83「放射性物質の種々の取扱い条件での飛散率の概算法」 

   東京都立ｱｲｿﾄｰﾌﾟ総合研究所、日本ｱｲｿﾄｰﾌﾟ協会ＲＩ飛散率試験委員会 

 

   又、HEPA ﾌｨﾙﾀｰによる除去効率は、99%として計算する。D10での塊状/加熱操作を行う設備 

（ ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ）には、設備排気口にもHEPA ﾌｨﾙﾀｰが設置されており、排気系の HEPA ﾌｨﾙﾀｰ 

を考慮し除去効率 99.99% として計算する。 

 算定評価の詳細を次表、｢ 表12 排気口での算定結果 ｣ に示す。 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

表－１２（１） 排気口での算定結果 (N9)

排気率 種類 使用数量 評価核種 存在比 核種数量 放射能量 飛散率 排気口濃度 濃度限度 濃度限度比 合計
(m3/h) (g) (%) (g) (Bq) fa 状態 行為 (Bq/cm3) (Bq/cm3)

1.00E-07 0.1 1

1.00E-07 0.1 1

1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10

17700 1.00E-07 1 10 5.7E-04

1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10

Sb-125 3.0E+05 1.00E-04 1 10 2.69E-11 3.0E-05 8.97E-07

Cs-134 1.50E+04 1.00E-04 1 10 1.35E-12 2.0E-05 6.73E-08

Cs-137 5.00E+07 1.00E-04 1 10 4.48E-09 3.0E-05 1.49E-04
汚染物 Co-60 1.00E+05 1.00E-07 1 10 8.97E-15 4.0E-06 2.24E-09

Eu-154 1.50E+04 1.00E-07 1 10 1.35E-15 3.0E-09 4.48E-07

H-3 3.50E+08 1.00E-03 1 10 3.14E-07 3.0E-03 1.05E-04

C-14 5.00E+05 1.00E-03 1 10 4.48E-10 2.0E-04 2.24E-06

飛散率ｆａを修飾する係数

 

 

 

 

 

表１２（１） 排気口での算定結果 (N9)

排気率 種類 使用数量 評価核種 存在比 核種数量 放射能量 飛散率 排気口濃度 濃度限度 濃度限度比 合計
(m3/h) (g) (%) (g) (Bq) fa 状態 行為 (Bq/cm3) (Bq/cm3)

1.00E-07 0.1 1

1.00E-07 0.1 1

1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10

17700 1.00E-07 1 10 5.7E-04

1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10

Sb-125 3.0E+05 1.00E-04 1 10 2.69E-11 3.0E-05 8.97E-07

Cs-134 1.50E+04 1.00E-04 1 10 1.35E-12 2.0E-05 6.73E-08

Cs-137 5.00E+07 1.00E-04 1 10 4.48E-09 3.0E-05 1.49E-04
汚染物 Co-60 1.00E+05 1.00E-07 1 10 8.97E-15 4.0E-06 2.24E-09

Eu-154 1.50E+04 1.00E-07 1 10 1.35E-15 3.0E-09 4.48E-07

H-3 3.50E+08 1.00E-03 1 10 3.14E-07 3.0E-03 1.05E-04

C-14 5.00E+05 1.00E-03 1 10 4.48E-10 2.0E-04 2.24E-06

飛散率ｆａを修飾する係数

 

 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

表－１２(２) 排気口での算定結果 (D10)

建屋 排気率 種類 使用数量 評価核種 存在比 核種数量 放射能量 飛散率 排気口濃度 濃度限度 濃度限度比 合計
(m3/h) (g) (%) (g) (Bq) fa 状態 行為 (Bq/cm3) (Bq/cm3)

1.00E-07 0.1 100
1.00E-07 0.1 100
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10

D10 24960 1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10 1.6E-03

1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10

Sb-125 1.00E-04 1 10 1.91E-11 3.0E-05 6.36E-07

Cs-134 1.50E+04 1.00E-04 1 10 9.54E-13 2.0E-05 4.77E-08

Cs-137 5.00E+07 1.00E-04 1 10 3.18E-09 3.0E-05 1.06E-04

Co-60 1.00E+05 1.00E-07 1 10 6.36E-15 4.0E-06 1.59E-09

Eu-154 1.50E+04 1.00E-07 1 10 9.54E-16 3.0E-09 3.18E-07

H-3 3.50E+08 1.00E-03 1 10 2.23E-07 3.0E-03 7.42E-05

C-14 5.00E+05 1.00E-03 1 10 3.18E-10 2.0E-04 1.59E-06

飛散率ｆａを修飾する係数

 

 

表－１２（３） 排気口での算定結果 (N６)

排気率 種類 使用数量 評価核種 存在比 核種数量 放射能量 飛散率 排気口濃度 濃度限度 濃度限度比 合計
(m3/h) (g) (%) (g) (Bq) fa 状態 行為 (Bq/cm3) (Bq/cm3)

1.00E-07 10 1
1.00E-07 10 1

8400 1.00E-07 10 1 5.8E-04

1.00E-07 10 1
1.00E-07 10 1
1.00E-07 10 1
1.00E-07 10 1

飛散率ｆａを修飾する係数

 

   

表１２(２) 排気口での算定結果 (D10)

建屋 排気率 種類 使用数量 評価核種 存在比 核種数量 放射能量 飛散率 排気口濃度 濃度限度 濃度限度比 合計
(m3/h) (g) (%) (g) (Bq) fa 状態 行為 (Bq/cm3) (Bq/cm3)

1.00E-07 0.1 100
1.00E-07 0.1 100
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10

D10 24960 1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10 1.6E-03

1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10
1.00E-07 1 10

汚染物 Sb-125 3.00E+05 1.00E-04 1 10 1.91E-11 3.0E-05 6.36E-07

Cs-134 1.50E+04 1.00E-04 1 10 9.54E-13 2.0E-05 4.77E-08

Cs-137 5.00E+07 1.00E-04 1 10 3.18E-09 3.0E-05 1.06E-04

Co-60 1.00E+05 1.00E-07 1 10 6.36E-15 4.0E-06 1.59E-09

Eu-154 1.50E+04 1.00E-07 1 10 9.54E-16 3.0E-09 3.18E-07

H-3 3.50E+08 1.00E-03 1 10 2.23E-07 3.0E-03 7.42E-05

C-14 5.00E+05 1.00E-03 1 10 3.18E-10 2.0E-04 1.59E-06

飛散率ｆａを修飾する係数

 

表１２（３） 排気口での算定結果 (N６)

排気率 種類 使用数量 評価核種 存在比 核種数量 放射能量 飛散率 排気口濃度 濃度限度 濃度限度比 合計
(m3/h) (g) (%) (g) (Bq) fa 状態 行為 (Bq/cm3) (Bq/cm3)

1.00E-07 10 1
1.00E-07 10 1

8400 1.00E-07 10 1 5.8E-04

1.00E-07 10 1
1.00E-07 10 1
1.00E-07 10 1
1.00E-07 10 1

飛散率ｆａを修飾する係数

 

 

   

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

    注)   ･濃度限度は、告示別表の各評価核種で最も厳しい値を用いた。 

      ･HEPA の透過率は、D10 魂状（GBOX 99.99%)以外は、99%で評価 
６０Co 及び１５４Eu の飛散率は、飛散しにくい核種の 1E-7 を採用した。また、13４Cs 及び１２５Sb の飛散率は、 

1E-4 を採用した。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

   

 

  

 

 

 

 

       

    

1.3.4 周辺監視区域外の放射線と排気、排水寄与の総合評価 

 

  ｢1.3.1 直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝに係わる評価｣と｢1.3.2 放出される排水に係わる評価｣及び｢1.3.3 放出される排気に係わる評価｣で算定さ

れた周辺監視区域境界への各寄与を合算した結果は次表のとおりである。  

 

表-13 周辺監視区域境界への寄与合算結果 

評価点 
放射線の寄与 

(mSv/y) 

排水の寄与 

(mSv/y) 

排気の寄与 

(mSv/y) 

合計 

(mSv/y) 

N6 裏(東側) 1.4×10-3 

6.8×10-2 ２．８×10-3 

7.2×10-2 

N13 裏(西側) 4.5×10-3 7.5×10-2 

国道側(南側) 1.2×10-3 7.2×10-2 

N9 裏(北側) 2.2×10-２ 9.3×10-2 

 

 

 

 

    注)   ･濃度限度は、告示別表の各評価核種で最も厳しい値を用いた。 

      ･HEPA の透過率は、D10 魂状（GBOX 99.99%)以外は、99%で評価 

･ ６０Co 及び１５４Eu の飛散率は、飛散しにくい核種の 1E-7 を採用した。また、13４Cs 及び１２５Sb の飛散率は、 

1E-4 を採用した。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

    

 

    

  

   

 

  

  

  

  

    

    

1.3.4 周辺監視区域外の放射線と排気、排水寄与の総合評価 

 

  ｢1.3.1 直接放射線とｽｶｲｼｬｲﾝに係わる評価｣と｢1.3.2 放出される排水に係わる評価｣及び｢1.3.3 放出される排気に係わる評価｣で算定

された周辺監視区域境界への各寄与を合算した結果は次表のとおりである。  

 

表13 周辺監視区域境界への寄与合算結果 

評価点 
放射線の寄与 

(mSv/y) 

排水の寄与 

(mSv/y) 

排気の寄与 

(mSv/y) 

合計 

(mSv/y) 

N6 裏(東側) 1.4×10-3 

6.8×10-2 ２．８×10-3 

7.2×10-2 

N13 裏(西側) 4.5×10-3 7.5×10-2 

国道側(南側) 1.2×10-3 7.2×10-2 

N9 裏(北側) 2.2×10-２ 9.3×10-2 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

2. 放射性廃棄物に関する説明 

 

  核燃料物質又は核燃料物質に汚染された放射性廃棄物の処理に係わり、施設区分Ⅱ N28-2 保管管理室における、使用の目的は、｢核燃料物

質の保管管理｣であり、既に容器に封入され貯蔵している核燃料物質の定期的な点検が主作業である。よって、放射性廃棄物の発生はない。 

  施設区分Ⅰの施設（使用の目的 ①～⑧)において使用される核燃料物質に係わる廃棄物の管理は、以下の通りである。なお、前述の放射線

業務従事者に係る安全評価にて、施設区分ⅠのN28-1及び施設区分ⅡN28-2の廃棄施設への立入時間を2時間として評価しているが、サーベイメ

ータ等を用いた線量率の確認をしながら点検作業等を行う場合は、線量限度の範囲内で、2時間を超える作業を行うことができる。 

 

 

 

2.1 固体廃棄物の管理 

 

固体状の核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された放射性廃棄物は、ポリ袋等に収納、封入し、200Ｌ又は 50L の専用容器(鋼製ﾄﾞﾗﾑ缶)に収

納する。これらの専用容器は N28-1 及び N28-2 内の保管廃棄施設に保管廃棄する。 

 

2.2 液体廃棄物の管理 

 

核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物で液体廃棄物の発生は、施設内で使用される核燃料物質に係わる実験器具の洗浄などで発生

する。 使用に伴う洗浄廃液は 3 回までのすすぎ水及びα放射性物質を含む実験廃液を、全て 25Ｌの保管廃棄容器に集め、N28-1 内保管廃棄施

設に保管廃棄する。 

洗剤等を使用した洗浄水、管理区域内の水洗水、冷却水等は、中継槽を経て廃水貯槽に貯える。貯えられた廃水は一部ｻﾝﾌﾟリングし放射性物質

の濃度を測定し、周辺監視区域外の水中の濃度限度を下回ることを確認して多摩川に放出する。 

 

2.3気体廃棄物の管理 

 

  核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物で気体廃棄物は、密封されていない核燃料物質の使用にともない発生する。 密封されていない核

燃料物質を使用する施設には排気設備を設けてあり、発生した気体状の放射性廃棄物はﾌﾟﾚﾌｨﾙﾀ、HEPA ﾌｨﾙﾀにより処理をした後、ｶﾞｽ・ﾀﾞｽﾄﾓﾆﾀにより

常時放射能濃度を測定することにより、周辺監視区域外の空気中の濃度限度を下回ることを確認し排気口より放出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 放射性廃棄物に関する説明 

 

  核燃料物質又は核燃料物質に汚染された放射性廃棄物の処理に係わり、施設区分ⅡのN28-2に核燃料物質又は核燃料物質に汚染された放射

性廃棄物の固体および液体廃棄物は容器に収納し保管しており放射性廃棄物の発生はない。 

  施設区分Ⅰの施設（使用の目的 ①～⑧)において使用される核燃料物質に係わる廃棄物の管理は、以下の通りである。なお、前述の放射線業務

従事者に係る安全評価にて、施設区分ⅠのN28-1及び施設区分ⅡN28-2の廃棄施設への立入時間を2時間として評価している。放射線業務従事者

は、算定時間を超える立ち入りに関しては直読式線量計等の線量を逐次確認できる機器を利用し1mSv/週（50mSv/年）を超えないように管理する。 

工事等で一時的に立ち入る者は0.1mSv/週(ただし1mSv/年を超えないこと)、見学納品等で一時的に立ち入る者の場合は0.02mSv/週を超えない

ように管理をする。 

 

2.1 固体廃棄物の管理 

 

固体状の核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された放射性廃棄物は、ポリ袋等に収納、封入し、200L 又は 50L の容器に収納する。これ

らの専用容器は N28-1 内の保管廃棄施設に保管廃棄する。 

 

2.2 液体廃棄物の管理 

 

核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物で液体廃棄物の発生は、施設内で使用される核燃料物質に係わる実験器具の洗浄などで

発生する。 使用に伴う洗浄廃液は 3 回までのすすぎ水及びα放射性物質を含む実験廃液を、全て 25Ｌの保管廃棄容器に集め、N28-1 内保管

廃棄施設に保管廃棄する。 

洗剤等を使用した洗浄水、管理区域内の水洗水、冷却水等は、中継槽を経て廃水貯槽に貯える。貯えられた廃水は一部ｻﾝﾌﾟリングし放射性物

質の濃度を測定し、周辺監視区域外の水中の濃度限度を下回ることを確認して多摩川に放出する。 

 

2.3気体廃棄物の管理 

 

    核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物では、密封されていない核燃料物質の使用にともない発生し、発生した気体廃棄物は排気設備

を通してフィルタ等により処理をした後、ガス・・ダストモニタにより放射能濃度を常時監視しながら排気口より放出する。放射能濃度は 3 月間の平均

濃度が法令値を下回るように管理する。 

 

 

 3. 自然災害に係るハザードマップ 

 

津波については川崎市が公開している「川崎市津波ハザードマップ」を図7に示す。この図によると当該施設は津波による浸水はない。当

事業所が隣接する多摩川の洪水については、川崎市が公開している「洪水浸水想定区域（多摩川水系）」（図8）で、浸水が起こらないこと

が示されている。高潮については、神奈川県が公開している「高潮浸水想定区域図（浸水区域及び浸水深）」（図9）で浸水深0.3～0.5ｍで

あり施設の重大な損傷はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の見直し 

 

 

算定時間を超えた

際の管理方法の

記載 

 

 

 

 

 

誤記訂正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の見直し 

 

 

 

 

様式見直しによる

項目追加 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図7 川崎市が公開している「川崎市津波ハザードマップ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う資

料追加 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

8 

 

 

 

 

 

図8 川崎市が公開している「洪水浸水想定区域（多摩川水系、鶴見川水系）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う資

料追加 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

9 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 神奈川県が公開している「高潮浸水想定区域図（浸水区域及び浸水深） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う資

料追加 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

3. 変更後における安全対策書 

 

－ 施設区分Ⅱ － 

 

 

目次 

 

ﾍﾟｰｼﾞ 

1. 概要  2. 

 

2. 発生すると想定される事故等の種類およびこれら事故等に応ずる災害防止の対策2. 

 

2.1  火災対策 2. 

2.2  爆発対策 2. 
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安全対策書 

 

１．概要 

 

  株式会社東芝  原子力技術研究所の核燃料物質の使用施設、貯蔵施設、廃棄施設のうち、

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令第 16 条の 2 で規定する核燃

料物質を保有するのは次の施設である。 

 

 

使用目的  ｢核燃料物質の保管管理｣ 

建屋名    N28-2 

 

  同建屋は、貯蔵施設ならびに廃棄施設を有し、貯蔵施設である保管管理室において法令で

規定する核燃料物質を貯蔵する。  

 又、本施設(施設区分Ⅱ : N28-2)は、他の施設（施設区分Ⅰ : N9,D10,N6,N7,N15,N28-1）と独

立し、核燃料物質の保管管理のみを行い、同施設に対する放射線管理として、核燃料物質の封

じ込めの措置及び放射線の遮蔽対策を講じ、定期的に線量当量率の測定と、表面密度の測定

 

１２－２．想定される事故の種類及び程度並びにこれらの原因又は事故に応ずる災害防止の措置に関する説明書 

 

 

－ 施設区分Ⅱ － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全対策書 

 

１．概要 

 

  株式会社東芝  原子力技術研究所の核燃料物質の使用施設、貯蔵施設、廃棄施設のうち、

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令第 16 条の 2 で規定する核燃

料物質を保有するのは次の施設である。 

 

 

使用目的  ｢核燃料物質の保管管理｣ 

建屋名    N28-2 

 

  同建屋は、貯蔵施設ならびに廃棄施設を有し、貯蔵施設である保管管理室において法令で

規定する核燃料物質を貯蔵する。  

 又、本施設(施設区分Ⅱ : N28-2)は、他の施設（施設区分Ⅰ : N9,D10,N6,N7,N15,N28-1）と独

立し、核燃料物質の保管管理のみを行い、同施設に対する放射線管理として、核燃料物質の封

じ込めの措置及び放射線の遮蔽対策を講じ、定期的に線量当量率の測定と、表面密度の測定
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

により汚染のないことを確認するﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを行う。 

 その他必要な携帯式放射線測定器などを設け、十分な放射線管理を行う。 

 

 本安全対策書は、当該施設(N28-2)において発生すると想定される火災、爆発、洪水高潮、地

震、臨界、停電等による事故ならびにこれらの事故に対する災害防止の対策について記載す

る。 

 

 

２．発生すると想定される事故等の種類およびこれら事故等に応ずる災害防止の対策 

 

２．１ 火災対策 

  N28-2 の貯蔵施設、廃棄施設(保管廃棄)は、主要構造部を耐火構造とし、各部屋

の出入口は、建築基準法に定める甲種防火戸を設置してある。 

 貯蔵室内には、可燃性物品を原則持ち込まず貯蔵する核燃料物質は、内容器等

に封入した後、耐火性の保管容器に収納して保管している。 

 従って、保管している核燃料物質が発火することはない。なお、室内の照明機器

がなんらかの原因により発火する電気的火災が考えられるが、これは局所に限定さ

れる。 

  上述の局所的な火災の場合は、施設内に適宜配置してある消火器により消火を

行う。 

 

  ２．２  爆発対策 

  N28-2 の貯蔵施設、廃棄施設(保管廃棄)は、爆発を起こしうる作業は行わないこ

とはもとより、爆発の可能性のあるものは貯蔵若しくは保管しない事から爆発事故の

発生するおそれはない。 

 

  ２．３ 洪水高潮対策 

  N28-2 の貯蔵施設、廃棄施設(保管廃棄)は、床面を霊岸島量水標零水位基準よ

り５．４５ｍの高さとし、多摩川最高水位より３ｍ以上高く設計されている。よって、洪

水高潮による浸水は起こらない。（過去の東京湾内の最大気象潮位は、昭和１３年９

月１日零岸島における２．４ｍ） 

   

  ２．４ 地震対策 

  N28-2の貯蔵施設、廃棄施設(保管廃棄)は、建築基準法に定める水平加速度0.3

を満足するように設計し、貯蔵室である保管管理室に設置するﾄﾞﾗﾑ缶収納棚 

は、建家の水平加速度の 1.2 倍を満足するように設計してある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

により汚染のないことを確認するﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを行う。 

 その他必要な携帯式放射線測定器などを設け、十分な放射線管理を行う。 

 

 本安全対策書は、当該施設(N28-2)において発生すると想定される火災、爆発、洪水高潮、地

震、臨界、停電等による事故ならびにこれらの事故に対する災害防止の対策について記載す

る。 

 

 

２．発生すると想定される事故等の種類およびこれら事故等に応ずる災害防止の対策 

 

２．１ 火災対策 

  N28-2 の貯蔵施設、廃棄施設(保管廃棄)は、主要構造部を耐火構造とし、各部屋

の出入口は、建築基準法に定める甲種防火戸を設置してある。 

 貯蔵室内には、可燃性物品を原則持ち込まず貯蔵する核燃料物質は、内容器等

に封入した後、耐火性の保管容器に収納して保管している。 

 従って、保管している核燃料物質が発火することはない。なお、室内の照明機器

がなんらかの原因により発火する電気的火災が考えられるが、これは局所に限定さ

れる。 

  上述の局所的な火災の場合は、施設内に適宜配置してある消火器により消火を

行う。 

 

  ２．２  爆発対策 

  N28-2 の貯蔵施設、廃棄施設(保管廃棄)は、爆発を起こしうる作業は行わないこ

とはもとより、爆発の可能性のあるものは貯蔵若しくは保管しない事から爆発事故の

発生するおそれはない。 

 

  ２．３ 洪水高潮対策 

  N28-2 の貯蔵施設、廃棄施設(保管廃棄)は、床面を霊岸島量水標零水位基準よ

り５．４５ｍの高さとし、多摩川最高水位より３ｍ以上高く設計されている。よって、洪

水高潮による浸水は起こらない。（過去の東京湾内の最大気象潮位は、昭和１３年９

月１日零岸島における２．４ｍ） 

   

  ２．４ 地震対策 

  N28-2の貯蔵施設、廃棄施設(保管廃棄)は、建築基準法に定める水平加速度0.3

を満足するように設計し、貯蔵室である保管管理室に設置するﾄﾞﾗﾑ缶収納棚 

は、建家の水平加速度の 1.2 倍を満足するように設計してある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

安全対策書 

 

２．５  臨界対策 

 ２．５．１ 収納制限 

  N28-2 の貯蔵室である保管管理室には、下表に示す核燃料物質を金属製の内容器

(1L 程度)を用いて鋼製ﾄﾞﾗﾑ缶(50L)に収納し貯蔵する。 このうち臨界対策を講ずる必要

があるのは であり、各濃縮度別の最小臨界量は、次の数量 1)～4)が導かれる。 

 

 

 尚、上記の最小臨界量は、貯蔵される実際の核燃料物質が酸化物若しくは金属の塊

状(固体)で、水分のない環境であるのに対し、 )と想

定した金属－水均質系(金属粉末が、水に均一に分散した状態)とした臨界上の理想形

態から導いた数量である。 

種類 核燃料物質の貯蔵量(g) 貯蔵に係わる制限 

 

よって、 と最小臨界量の対比から

は、最小臨界量を遥かに下回り、臨界対策上の収納制限を設ける必 

要がない。 

    これに対し、

の収納されたﾄﾞﾗﾑ缶個々の相互干渉を考慮し、反応度が高くな 

る完全水没時の隔離条件5)から、30cm以上の保管間隔を配置条件として加 

える。 

 

 

 

 

 

安全対策書 

 

２．５  臨界対策 

 ２．５．１ 収納制限 

  N28-2 の貯蔵室である保管管理室には、下表に示す核燃料物質を金属製の内容器

(1L 程度)を用いて鋼製ﾄﾞﾗﾑ缶(50L)に収納し貯蔵する。 このうち臨界対策を講ずる必要

があるのは であり、各濃縮度別の最小臨界量は、次の数量 1)～4)が導かれる。 

 

 

 尚、上記の最小臨界量は、貯蔵される実際の核燃料物質が酸化物若しくは金属の塊

状(固体)で、水分のない環境であるのに対し、 と想

定した金属－水均質系(金属粉末が、水に均一に分散した状態)とした臨界上の理想形

態から導いた数量である。 

種類 核燃料物質の貯蔵量(g) 貯蔵に係わる制限 

 

よって、 と最小臨界量の対比から

は、最小臨界量を遥かに下回り、臨界対策上の収納制限を設ける必 

要がない。 

    これに対し、  

 

の収納されたﾄﾞﾗﾑ缶個々の相互干渉を考慮し、反応度が高くな 

る完全水没時の隔離条件5)から、30cm以上の保管間隔を配置条件として加 

える。 

 

 

 

 

 

 

変更なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

139





核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

安全対策書 

 

２．６ 停電対策 

 

  N28-2 の貯蔵施設、廃棄施設(保管廃棄)は、核燃料物質の貯蔵及び保管廃棄に係わり、電

気に依存した安全措置は講じておらず、停電事故において配慮が必要な場合は、密封 

されていない状態での核燃料物質の使用に係る核燃料物質の封じ込めである。 

  密封されていない核燃料物質は、フード若しくはグローブボックス内で使用する。こ 

の核燃料物質の使用時に、停電事故が発生した場合、換気空調系が停止する。停電事故 

発生時には、核燃料物質の使用を取りやめる。また、停電による換気空調系の停止に際 

して、空調系稼働時管理区域内を区域外に対して負圧に維持されている状態で、排気フ 

ァンと給気ファンが同時に停止することから、管理区域内は区域外と同じ圧力となり、 

区域内が区域外に対して陽圧となることはない。従って、使用している核燃料物質が、 

フード若しくはグローブボックス内（管理区域内）から管理区域の外部に漏洩すること 

はない。なお、該当施設である廃棄施設(N28-2)の保管管理室では、次節で記載すると 

おり、核燃料物質は保管容器に封入されていることから、停電により核燃料物質が容器外、ひ

いては施設（管理区域）外に漏洩することはない。 

 

 

２．７ 放射性物質の封じ込め、放射線の遮蔽対策 

 

  核燃料物質の使用施設、貯蔵施設及び廃棄施設内での核燃料物質の使用、貯蔵（保管）等

に際しては、核燃料物質の封じ込めの機能、放射線の遮蔽等について適切な対策を講 

じてある。核燃料物質の封じ込めでは、密封されていない核燃料物質の使用は、フード、グロ

ーブボックス内で行い、かつ使用施設内（管理区域内）は、施設外（管理区域外） 

に対して負圧に維持している。また、施設からの排気は、フィルターにより排出される 

核燃料物質を濾過捕集している。従って核燃料物質が直接環境（施設外）に漏洩するこ 

とはない。 

  一方、施設（管理区域）内は、遮蔽物及び遮蔽壁を有効に配置することにより放射線 

を有効に遮蔽し、放射線に無用に被ばくすることのないように設計してある。 

  該当施設である廃棄施設(N28-2)の核燃料保管室内では、核燃料物質を一次容器に封 

入した後、耐火性の保管容器に収納して保管することにより、核燃料物質を封じ込めて 

いる。また、廃棄施設は核燃料保管室の隔離壁、施設外壁等の遮蔽物により有効に遮蔽 

することにより、放射線に無用に被ばくすることのないように設計してある。 

 

 

２．８通報等 

 

  万一事故が発生した場合は、放射線レベルの警報、通信連絡、放射線業務従事者の退 

避等のために適切な対策を講じる。放射線業務従事者の退避については、通常の出入口 

の他非常口を設けてある。 

  また、事業所の消防計画等において、適切な避難、初期対応、通報ができるよう、必 

要な係りが選任されている。 

 

 

 

 

 

 

安全対策書 

 

２．６ 停電対策 

 

  N28-2 の貯蔵施設、廃棄施設(保管廃棄)は、核燃料物質の貯蔵及び保管廃棄に係わり、電

気に依存した安全措置は講じておらず、停電事故において配慮が必要な場合は、密封 

されていない状態での核燃料物質の使用に係る核燃料物質の封じ込めである。 

  密封されていない核燃料物質は、フード若しくはグローブボックス内で使用する。こ 

の核燃料物質の使用時に、停電事故が発生した場合、換気空調系が停止する。停電事故 

発生時には、核燃料物質の使用を取りやめる。また、停電による換気空調系の停止に際 

して、空調系稼働時管理区域内を区域外に対して負圧に維持されている状態で、排気フ 

ァンと給気ファンが同時に停止することから、管理区域内は区域外と同じ圧力となり、 

区域内が区域外に対して陽圧となることはない。従って、使用している核燃料物質が、 

フード若しくはグローブボックス内（管理区域内）から管理区域の外部に漏洩すること 

はない。なお、該当施設である廃棄施設(N28-2)の保管管理室では、次節で記載すると 

おり、核燃料物質は保管容器に封入されていることから、停電により核燃料物質が容器外、ひ

いては施設（管理区域）外に漏洩することはない。 

 

 

２．７ 放射性物質の封じ込め、放射線の遮蔽対策 

 

  核燃料物質の使用施設、貯蔵施設及び廃棄施設内での核燃料物質の使用、貯蔵（保管）等

に際しては、核燃料物質の封じ込めの機能、放射線の遮蔽等について適切な対策を講 

じてある。核燃料物質の封じ込めでは、密封されていない核燃料物質の使用は、フード、グロ

ーブボックス内で行い、かつ使用施設内（管理区域内）は、施設外（管理区域外） 

に対して負圧に維持している。また、施設からの排気は、フィルターにより排出される 

核燃料物質を濾過捕集している。従って核燃料物質が直接環境（施設外）に漏洩するこ 

とはない。 

  一方、施設（管理区域）内は、遮蔽物及び遮蔽壁を有効に配置することにより放射線 

を有効に遮蔽し、放射線に無用に被ばくすることのないように設計してある。 

  該当施設である廃棄施設(N28-2)の核燃料保管室内では、核燃料物質を一次容器に封 

入した後、耐火性の保管容器に収納して保管することにより、核燃料物質を封じ込めて 

いる。また、廃棄施設は核燃料保管室の隔離壁、施設外壁等の遮蔽物により有効に遮蔽 

することにより、放射線に無用に被ばくすることのないように設計してある。 

 

 

２．８通報等 

 

  万一事故が発生した場合は、放射線レベルの警報、通信連絡、放射線業務従事者の退 

避等のために適切な対策を講じる。放射線業務従事者の退避については、通常の出入口 

の他非常口を設けてある。 

  また、事業所の消防計画等において、適切な避難、初期対応、通報ができるよう、必 

要な係りが選任されている。 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

施設担当部長は、研究所長の命を受け、所管する核燃料物質の使用施設等に係わる保安上の業務(放射線管理を除く)を

統括する。 

(5) 計量管理責任者 

計量管理責任者は、計量管理規定に定めるところにより国際規制物資の計量管理を行う。 

(6) 放射線管理室長 

放射線管理室長は、管理担当部長の命を受け、核燃料物質等の取扱いに係る放射線管理に係る業務を行う。 

(7) 管理区域責任者 

管理区域責任者は、担当する管理区域における核燃料物質等の安全取扱を図るための業務を行う。 

(8) 放射線安全委員会 

放射線安全委員会は、研究所長の諮問機関として、核燃料物質等の安全取扱上重要な事項(事故、異常事態等の調査と対

策、許認可等)を審議する。放射線安全委員会の構成は、次のとおり。 

管理担当部長（委員長） 

核燃料取扱主務者 

施設担当部長 

放射線管理室長 

所長が指名した者 

 

 

3.資格者数 (平成2４年 ４月 現在) 

 

資格者数 

 

 

第１種放射線取扱主任者  ７名 

原子炉主任技術者      3 名 

核燃料取扱主任者      1 名 

 

4.保安教育・訓練 

 

保安教育 

・訓練 

 

研究所長は、教育・訓練の計画を定め、毎年度実施している。 

 

 

施設担当部長は、研究所長の命を受け、所管する核燃料物質の使用施設等に係わる保安上の業務(放射線管理を除く)を統

括する。 

(5) 計量管理責任者 

計量管理責任者は、計量管理規定に定めるところにより国際規制物資の計量管理を行う。 

(6) 放射線管理室長 

放射線管理室長は、管理担当部長の命を受け、核燃料物質等の取扱いに係る放射線管理に係る業務を行う。 

(7) 管理区域責任者 

管理区域責任者は、担当する管理区域における核燃料物質等の安全取扱を図るための業務を行う。 

(8) 放射線安全委員会 

放射線安全委員会は、研究所長の諮問機関として、核燃料物質等の安全取扱上重要な事項(事故、異常事態等の調査と対

策、許認可等)を審議する。放射線安全委員会の構成は、次のとおり。 

管理担当部長（委員長） 

核燃料取扱主務者 

施設担当部長 

放射線管理室長 

所長が指名した者 

 

 

 

保 安 教 

育 ・ 訓練 

保安教育及び危険時における措置訓練は、毎年度計画を定め実施する。 

保安教育については、放射線業務従事者及び保安管理の職位にあたる者に対し、初めて管理区域に立ち入る前、及び管理区域

に立ち入った後、定期的に年１回実施する。保安教育の内容は、関係法令及び保安規定に関すること、施設等の構造、性能に関す

ること、放射線管理に関すること、核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物の取扱に関すること、非常の場合に取るべき処

置に関することであり、その他必要な事項を含めることができる。 

危険時における措置訓練は年１回以上実施する。 

 放射線業務従事者及び保安管理の職位にあたる者の資質向上を図るため、研修会、講習会などへ参加させ、資格と最新情報の取

得を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式変更に伴う

追記 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

  

１２－４．核燃料物質の使用に係る装置廃止計画説明書 

 

１．廃止する設備等及びその方法 

（１）廃止する使用施設等 

廃止の対象となる設備の直近の変更許可は、平成２４年８月２２日付けで「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律」（以下、「原子炉等規制法」という。）第５５条第１項の変更許可である。その後、平成３０年１０月２４日付けで原子炉等

規制法第５５条の４第１項の分割承継により東芝エネルギーシステムズ株式会社 原子力技術研究所が核燃料物質の使用施

設（以下「本使用施設」という。）を引継ぎ、研究計画の見直しにより不要となった設備を廃止する。 

 

・所在地：神奈川県川崎市川崎区浮島町４番１号 

・名 称：東芝エネルギーシステムズ株式会社 原子力技術研究所 

 

原子力技術研究所敷地及び廃止対象設備がある施設の配置図を図１に、設備が設置されている部屋の位置を図２のＮ９

建家平面図、図３のＤ１０建家平面図および図４のＮ６建家平面図に示す。 

 

・施設の概要 

本使用施設は、以下に示す目的等をもって運用してきたが、使用目的の中の取扱方法の廃止及び見直し、設備利用終

了に伴い対象設備を廃止する。 

・使用の目的 

① 核燃料物質の分離・分析技術の開発、放射性廃棄物処理・処分技術の開発に関する基礎研究 

③ 核分裂性物質を利用した核分裂計数管による中性子束分布の測定に関する研究 

④ 核燃料物質の濃縮度、不純物等の同定に関する研究 

⑦ 核燃料物質の分離・分析及び回収物の物性測定に関する研究 

⑧ 核燃料物質付着材料の除染技術の開発に関する研究 

 

・使用施設の位置、構造及び設備 

位置：核燃料を取り扱う使用施設は、以下の通りである。 

N9建屋：化学実験室Ⅱ、Ⅲ及び測定室Ⅱ、Ⅳ 

D10建屋：化学実験室Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、工学実験室Ⅰ、Ⅱ、測定室Ⅰ、Ⅱ、準備室 

N6建屋：装置室、作業室 

構造：核燃料使用許可申請書により許可を得ており、耐火構造、鉄筋コンクリート造り又は鉄筋コンクリート一部普通コン

クリート造りである。 

設備：表１の通り。このうち走査型電子顕微鏡は許可を行けたが装置導入の計画がなくなったため、許可を取下げる。

軽水型臨界実験装置は東芝臨界実験装置(NCA)原子炉設置許可の設備であり、この設備を利用して試料に中

性子を照射する目的で利用。使用許可からは設備を廃止するが、実際の設備の廃止はNCAの廃止措置計画に

基づき進める。 

 

（２）解体の方法 

除染装置及び廃ガス除去装置は、密封されていない核燃料物質を取扱うため、核燃料物質が付着して装置の一部が汚染し

ている可能性が有る。解体しながら、直接法及び間接法による汚染検査により汚染している物と汚染していない物に分け、汚

染しているものは放射性廃棄物として容器に詰めて事業所内に保管する。 

加振機及びγ線スペクトロメータ(Ge)は封入した試料を取り扱う設備で、核燃料物質が飛散しない状態で取扱うので設備は

汚染していない。このため、加振機等は直接法及び間接法による汚染検査により汚染のないことを確認し、撤去する。汚染が

確認された場合は解体して汚染が有る部分を容器に詰めて事業所内に保管する。 

なお、測定箇所が狭く直接法による汚染検査が困難な場合の汚染検査は間接法のみとする。 
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

この撤去作業による周辺公衆の放射線被ばくはなく、放射線業務従事者の放射線被ばくは発生したとしても十分に小さい。 

なお、走査型電子顕微鏡は設置していないので、汚染検査と撤去はない。軽水型臨界実験装置は、使用施設の設備廃止

においては解体を行わず、NCAの廃止措置計画に基づき廃止措置を進める。 

 

２．核燃料物質による汚染の除去の方法 

汚染の可能性が有る部分を取り除いた各廃止設備に対し直接法及び間接法による汚染検査を行う。測定箇所が狭く直接法

による汚染検査が困難な場合の汚染検査は間接法のみとする。汚染があった場合は、汚染箇所を分離して放射性廃棄物とし

て容器に詰め事業所内に保管する。残った汚染のない物については、再測定を行って汚染がないことを確認する。 

汚染があると判断する基準については、放射線測定における測定値がバックグラウンドの統計的変動を示す標準偏差（σ）

の３倍（３σ）を超えた場合を有意な汚染があるとする。 

 

３．核燃料物質による汚染された物の廃棄の方法 

（１）放射性気体廃棄物の廃棄 

廃止作業において放射性気体廃棄物は発生しないので、該当なし。 

 

（２）放射性液体廃棄物の廃棄 

廃止作業において放射性液体廃棄物は発生しないので、該当なし。。 

 

（３）放射性固体廃棄物の廃棄 

廃止する設備が全て汚染していると仮定した最大のケースで作業に伴って発生する放射性固体廃棄物の最大発生見込み

量は、200Lドラム缶換算10本でN28-1に保管廃棄する。N28-１の最大保管能力552本（実在庫量469本）に対して発生する10本

を保管しても73本の余裕がある。N28-1には、発生した廃棄物を保管廃棄するに十分な余裕がある。解体撤去作業のスケジュ

ールの一例を表２に示す。 

 

 

 

 表１ 廃止対象設備の一覧 

建屋 使用室 設備 備考 

N9建屋 測定室Ⅱ 走査型電子顕微鏡 1式（注１） 

D10建屋 

化学実験室Ⅰ 
加振機 1式 

廃ガス除去装置 1式 

工学実験室Ⅰ 

除染装置 1式 

γ線スペクトロメータ(Ge) 1式 

工学実験室Ⅱ 廃ガス除去装置 1式 

N6建屋 装置室 
軽水型臨界実験装置(出力

200W) 

1式（注2） 

 （注１）：許可を受けたが装置導入の計画がなくなったため、許可を受けた設備から取下げる。 

（注２）：軽水型臨界実験装置は原子炉設置許可受けた東芝臨界実験装置(NCA)の設備であり、この設備を利用して使 

     用許可の試料に中性子を照射する目的で利用。使用許可からは設備を廃止するが、実際の設備の廃止はNCA 

     の廃止措置計画に基づき進める。  
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核燃料物質使用変更許可申請書 新旧対照表 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

表２ 解体撤去作業のスケジュールの一例 

 
工程は予定であり、機器の汚染状況や放射線業務従事者の被ばく状態等を鑑みて変更する場合がある。 

※1：汚染確認の際に汚染がないことを確認したら解体等は実施せず、そのまま撤去する予定。 

※2：必要な解体が終わり次第、実施予定。 
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⽉ ⽕ ⽔ ⽊ ⾦ ⼟ ⽇ ⽉ ⽕ ⽔ ⽊ ⾦ ⼟ ⽇ ⽉ ⽕ ⽔ ⽊ ⾦ ⼟ ⽇ ⽉ ⽕ ⽔ ⽊ ⾦ ⼟ ⽇

汚染確認
解体⽅法検討

事前準備 (ｸﾞﾘｰﾝﾊｳｽ作成等)
除染装置

廃ガス除去装置1
廃ガス除去装置2

加振機※1
γ線ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ※1

⽉ ⽕ ⽔ ⽊ ⾦ ⼟ ⽇ ⽉ ⽕ ⽔ ⽊ ⾦ ⼟ ⽇ ⽉ ⽕ ⽔ ⽊ ⾦ ⼟ ⽇

汚染確認
解体⽅法検討

事前準備 (ｸﾞﾘｰﾝﾊｳｽ作成等)
除染装置

廃ガス除去装置1
廃ガス除去装置2

加振機※1
γ線ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ※1

事前調査

廃⽌作業

撤去･所内運搬･廃棄物処理※2

5週⽬ 6週⽬ 7週⽬

許可⽇

廃⽌作業

撤去･所内運搬･廃棄物処理※2

作業名 許可⽇

4週⽬

許可⽇

事前調査

作業名 許可⽇
1週⽬ 2週⽬ 3週⽬
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変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

  

添 付 図 リ ス ト（本文中の図） 

 

 

 図１   東芝エネルギーシステムズ株式会社 原子力技術研究所敷地の廃止対象施設配置図 

（図1 東芝エネルギーシステムズ株式会社 原子力技術研究所） 

 

 図２   Ｎ９建屋平面図 

（図3-1 N9 1 階平面図） 

 

 図３   Ｄ１０建屋平面図 

（図3-2-1 D10 1 階平面図） 

 

 図４   Ｎ６建屋平面図 

（図3-3 N6 平面図） 
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